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第1章  プロジェクト概要 

1.1. プロジェクトの背景 

 

パラグアイは、農業を主幹産業とし世界有数の大豆生産量・輸出量を誇る国である一方、経済は農

作物の生産状況と国際価格に大きく左右されるため脆弱で、中南米の中でも経済発展が遅れている

国の一つである。そのような中、パラグアイ政府は 2014 年 12 月に、パラグアイ国家開発計画 2030

（Plan Nacional de Desarrollo Paraguay 2030）を策定し、以下の 3 つの活動軸を打ち立て社会経済発展

の促進を行っている。 

1. 貧困削減及び社会開発 

2. 包括的な経済成長 

3. パラグアイの世界への適切な進出 

パラグアイにおける宇宙開発は、航空宇宙分野の研究開発、技術イノベーション、政策等の全般を

担う「パラグアイ宇宙機構（Space Agency of Paraguay：AEP）」（以下、AEP）が 2014 年に設立され、

2017 年 12 月に作成された「制度的戦略計画 2018-2023（Plan Estrategico Instituional 2018-2023 （PEI））」

（以下、PEI）に準拠し、国家の宇宙活動の発展を 2018 年より推進している。また、上述の国家開発

計画 2030 の 3 つの活動軸に従い、AEP は以下の中長期戦略を策定しそれらの戦略に対してさらに 17

項目の具体的な活動及び計画を示している。 

1. 航空宇宙開発を通じた官民発展への貢献 

2. 喫緊の課題へ対応できる人材育成 

3. 宇宙インフラの整備・構築 

4. 持続可能なシステム構築 

特に 1. に関しては、宇宙開発に必要な最先端技術の開発、官民に対して宇宙技術を用いた様々な

分野（農牧、地図、鉱物探査、気象、地質、環境等）への社会実装に向けた促進、海外機関や民間企

業との連携強化等が定められている。また、2. についても大学、政府機関、国内外の研究機関等と連

携し宇宙技術開発の研究者や技術者の人材育成の強化が示されている。 

日本からの支援に関しては、AEP と宇宙航空研究開発機構（Japan Aerospace Exploration Agency：

JAXA）（以下、JAXA）と九州工業大学（以下、九工大）との共同で、2021 年にパラグアイ初の人工

衛星「GuaraniSat-1」が国際宇宙ステーション（International Space Station ：ISS）（以下、ISS）の JEM

（きぼう）から宇宙空間に放出され、宇宙開発の大きな一歩を踏み出す支援を行った。また、国際協

力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）（以下、JICA）も農牧業での衛星利用の促進を

目的に長期研修員を九工大へ派遣し、人材開発の支援も続けている。 

一方、AEP は 2014 年に設置され 2018 年に予算が割り当てられ動き出した若い機関であり、宇宙

技術の開発に必要な人的資源や資金等も限られている。また、衛星データを活用するための解析能力

や利用省庁等が災害、農業、環境等の分野へ意思決定として使う仕組みや枠組みも不足している状況

である。かかる状況下、パラグアイの社会開発や経済成長を見据えて、宇宙開発及び衛星データ利活

用の技術的能力強化の支援要請がなされた。 
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1.2. プロジェクト名 

 

パラグアイ国社会経済開発に向けた宇宙計画管理プロジェクト 

 

1.3. プロジェクトの目標 

 

本プロジェクトの上位目標及びプロジェクト目標を表 1.3-1.に示す。 

 

表 1.3-1. 上位目標及びプロジェクト目標 

上位目標 パラグアイの宇宙分野全体における能力向上、及び社会・経済・科学・技術力が強化さ

れる。 

プロジェクト目標 宇宙関連技術の活用能力が強化され、地理空間情報に基づく意思決定が推進される。 

 

1.4. プロジェクトに期待される成果 

 

本プロジェクトの成果を表 1.4-1.に示す。 

 

表 1.4-1. 本プロジェクトの成果 

成果 

成果１ AEP の衛星開発及び衛星データ利活用にかかる人材及び基盤が強化される。 

成果２ 
AEP 及び関連機関において、災害リスクの分析や自然災害の予防・対応能力強化のためのパイロッ

トプロジェクトが実施される。 

成果３ 
AEP 及び関係機関において、農牧業の生産性や品質に関連する情報管理の能力強化のためにパイロ

ットプロジェクトが実施される。 

 

 

1.5. プロジェクト対象地域 

 

プロジェクト対象地域を表 1.5-1.に示す。また、対象地域を図 1.5-1.及び図 1.5-2.に示す。 

 

表 1.5-1. 対象地域 

機関 地域 

AEP 本部及び GEOLab アスンシオン市内 

SPACELab アスンシオン国立大学内（サン・ロレンソ市内） 

パイロットプロジェクト（防災） アスンシオン市バニャード地区 

パイロットプロジェクト（農牧） カーグアス地域 
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図 1.5-1. 対象地域（AEP 本部、GEOLab、SPACELab 及びパイロットプロジェクト（防災）） 

 

 
図 1.5-2. 対象地域（AEP 本部及びパイロットプロジェクト（農牧）） 
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1.6. プロジェクト実施機関 

 

パラグアイ宇宙機構（AEP） 

 

1.7. プロジェクト協議体（WG）機関 

 

成果 2 及び成果 3 に関わる活動では、パイロットプロジェクトの目的を明確化し、解析手法やアプ

リケーション開発にかかる助言や知見の共有、現地調査実施にかかる協力、解析結果についての協議、

及び継続的かつ発展的活動をプロジェクト終了後も行うため、防災分野および農牧分野における社

会経済課題を抱える関係省庁及び大学との連携を図った。AEP の主体的な活動により、関係省庁及

び大学からの理解を十分に得ることができたことで、協議体（Working Group：WG）（以下、WG）を

設置し、衛星データ解析手法にかかる技術移転及び活発な意見交換のほか、派生プロジェクトが実施

された。なお、成果 1 に関わる活動では AEP の宇宙技術開発・利活用技術向上及び運用能力向上を

主目的として活動したため、WG の設置はしていない。WG の構成を表 1.7-1.及び表 1.7-2.に示す。

WG 運用をとおして派生したプロジェクトを表 1.7-3.に示す。 

 

  表 1.7-1. WG（防災） 

構成メンバ 役割 

パラグアイ宇宙機構（AEP） 取りまとめ、衛星データ解析、現地調査 

国家緊急事態庁 （SEN） 災害対応に関する知見の共有、ハザードマップ利活用についての検討 

公共事業通信省 （MOPC） 都市インフラに関する知見の共有、ハザードマップ利活用についての検討 

国家統計局 （INE） 都市情報（人口等）の共有 

環境持続開発省 （MADES） 気候変動、自然災害に関する知見及び情報の共有 

国立気象水文総局 （DMH） 気象データの共有 

土地開発局（INDERT） 地方の土地管理情報の共有 

アスンシオン国立大学 （UNA） 学際的知見（自然科学）の共有 

カトリカ大学 （UCA） 学際的知見（インフラ）の共有 

イタイプ水力発電所（ITAIPU） 空間情報解析に関する知見の共有 

 

  



7 
 

 

表 1.7-2. WG（農牧） 

構成メンバ 役割 

パラグアイ宇宙機構（AEP） 取りまとめ、衛星データ解析、現地調査 

農牧省（MAG） 農業政策に関する知見の共有、データ利活用の検討 

国家植物種子品質研究所

（SENAVE） 

研究サイトの提供、現地調査及び衛星データ解析、データ利活用の検討 

土地開発局（INDERT） 郊外における農地開発状況に関する情報の共有 

国家統計局（INE） 統計情報（人口、農業）の共有 

国家森林局（MADES） 開発と環境保全政策に関する知見の共有 

国立気象水文総局（DMH） 気象情報の共有 

アスンシオン国立大学 （UNA） 学際的知見（農学）の共有 

カトリカ大学 （UCA） 学際的知見（農学）の共有 

イタイプ水力発電所（ITAIPU） 空間情報解析に関する知見の共有 

パラグアイ農業技術研所（IPTA） 農業分野に関する知見の共有 

 

表 1.7-3. 派生プロジェクト 

プロジェクト 内容 プロジェクトメンバ 

トマト作付けモニタリング 衛星データによる土地被覆図作成及び

現地調査によるトマト作付面積の特定 

AEP 及び SENAVE 

データインフラ開発計画調査 統計情報及び地理空間情報（GIS）デー

タの統合的データインフラ開発計画 

AEP、INE、等 

 

1.8. プロジェクト期間 

 

本プロジェクトは 2023 年 10 月から 2025 年 10 月まで実施された。プロジェクト活動計画を図 1.8-

1.に示す。



8 
 

 
図 1.8-1.プロジェクト期間及びプロジェクト活動 



9 
 

1.9. プロジェクト実施体制 

 

合同調整委員会（Joint Coordination Committee ：JCC）（以下、JCC）については、AEP 長官がチェ

アを、また、パラグアイ側のメンバとして GEOLab の局長がプロジェクトマネージャを勤め、

SPLACELab 及び GEOLab に所属する研究員が技術メンバとなる体制を構築。日本側は JICA パラグ

アイ事務所及び JICA コンサルタントチームによりメンバを構成した。 

プロジェクトチームの体制として、AEP 長官をプロジェクトディレクタ、GEOLab 局長をプロジェ

クトマネージャに設置。この他、SPLACELab 及び GEOLab 研究員、JICA コンサルタントチーム技術

メンバとして設置した。 

防災分野及び農牧分野における社会経済課題に対して直接取り組んでいる関係省庁を JCC のオブ

ザーバとして迎えることで、宇宙システムの開発、運用及び利活用に対する期待や要求をプロジェク

ト運営に反映。さらに、これら関係省庁は、パイロットプロジェクトの WG メンバとしてパイロッ

トプロジェクト運営に参画した。プロジェクトの実施体制を図 1.9-1.に示す。 

 

 

 
図 1.9-1. 実施体制  
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1.10. プロジェクト実施方法 

 

本プロジェクトのキーワードは、「衛星開発」「衛星データ利活用」「災害」「農牧業」「人材育成」

である。「衛星開発」は、背景にも触れたとおり制度戦略計画に基づきこれから進展が期待されてい

る。また、本プロジェクトは、パラグアイの様々な課題分野に対して衛星技術や「衛星データを利活

用」する点にも重きを置く。特に、昨今の気候変動の影響により、熱波、洪水、干ばつ、森林火災等

の「自然災害」が発生し、経済の柱である「農牧業」にも影響が拡大している。そのような中、衛星

技術の活用を向上させ、農牧業や防災分野等の気候変動による影響を低減・緩和へ繋がるような活動

を行うとともに、持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）のゴール 2（飢餓をゼ

ロに）、ゴール 11（住み続けられるまちづくりを）、ゴール 13（気候変動に具体的な対策を）にも貢

献するように取り組むこととした。図 1.10-1.に本プロジェクトで貢献すべき SDGs のゴールを示す。

これにより、衛星データを農牧分野に利活用することで、安定的かつ持続的な食料生産への寄与のみ

ならず、衛星データを防災分野に利活用することで洪水等による被害状況を定量的に把握すること

ができ、持続的な都市計画への寄与が期待できる。農牧業及び災害は気候変動の影響を大きく受ける

ため、これらの分野に利活用できる小型地球観測衛星の開発及びそのデータ利活用にかかる人材・基

盤を強化することは、パラグアイにおける社会経済基盤向上に寄与するものである。 

このほか、2024 年 12 月より「パラグアイ国衛星技術関連施設整備計画準備調査」（以下、準備調

査）が開始された。準備調査では、パラグアイにおける衛星技術関連施設の整備を実施する必要性や

妥当性を精査し、適切な概略設計・事業計画を策定し、概略事業費の積算を行うことを目的としてい

る。本プロジェクトでは、衛星開発及び防災分野・農牧分野に資する衛星データ利活用にかかる技術

移転を通じて、パラグアイの社会経済基盤強化につながる宇宙システム利活用について AEP 及び関

係省庁機関と検討・協議を行い宇宙計画の設計を進めている。これまでの活動で得られた知見等を準

備調査団と共有し連携をとることで、二国間宇宙協力及びパラグアイの社会経済基盤の向上につな

がる人材育成面からの協力を進めることとした。 

 

 

 
図 1.10-1. 本プロジェクトで貢献すべき SDGs のゴール 
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第2章  パラグアイの宇宙政策の現状 

2.1. AEP の現状 

 

AEP は 2014 年に制定された「Ley 5151」（法律第 5151 号）により設置され、大統領府が AEP を所

管することが明記されている。 

AEP は、2018 年より九工大が推進する非宇宙先進国を支援する学際的な衛星開発プロジェクト

「BIRDS プロジェクト（Joint Global Multi Nation Birds）」 に参画している。その成果としてパラグア

イ初の小型衛星「GuaraniSat-1（BIRDS-4 衛星）」を開発し、2021 年 3 月 14 日に国際宇宙ステーショ

ン（ISS）から放出した。GuaraniSat-1 は、リモートセンシング技術の実証及び宇宙環境におけるペロ

ブスカイト太陽電池の性能評価を目的とした。 

AEP は日本のアークエッジ・スペース社と連携し、6U サイズの IoT 衛星ミッションの共同開発を

2023 年より進めている。この取り組みは、地方の通信課題の解決を目指しており、AEP は九工大の

小型衛星「KITSUNE」衛星ミッションにも参画している。 

今後 SPACELab および GEOLab で技術職員を毎年 1-2 名ずつ採用し、2031 年を目途に SPALCELab

職員を 22 名、GEOLab 職員を 24 名まで増強する予定である。 

AEP の技術部局は、組織体系的には計画管理局及び航空宇宙開発局の 2 部門に分かれている。し

かしながら、実際には、小型衛星開発及びその運用を行う SPACELab（アスンシオン国立大学キャン

パス内に設置されている）と、衛星データ解析を行う GEOLab（アスンシオン市内の防衛省施設内に

設置されている）の 2 部門として運用されている。 

将来的な組織体系として、宇宙開発利用における上流（宇宙システム開発・運用）を担う SPACELab 

と下流（衛星データ利活用）を担う GEOLab とに分かれる予定である。 

SPACELab では、5 部局あり、宇宙教育とアウトリーチ部、宇宙システム研究部、技術開発部、産

業開発部及び宇宙運用部が設置される予定である。 

GEOLab では、4 部局あり、宇宙アプリケーション研究部、地理空間情報ソリューション開発部、

地理空間情報及び緊急モニタリング部及び地球観測・GNSS・GIS 部がある。 

将来的に宇宙システム開発・運用を担う SPACELab と衛星データ解析利活用を担う GEOLab の役

割が明確化されることで、宇宙開発と利用が両輪となってパラグアイの社会経済基盤開発に資する

科学技術の発展と利用が見込まれる。図 2.1-1.に AEP の組織図（現在）を、図 2.1-2.に AEP の組織図

（将来構想（2028 年））を示す。 
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図 2.1-1. AEP の組織図（2025 年 7 月現在） 
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図 2.1-2. AEP の組織図（将来構想（2028 年）） 
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2.2. パラグアイの宇宙方針 

 

パラグアイでは、宇宙開発の初期段階で他国と比較して遅れを取っていたものの、国際社会におけ

る科学技術の進展や、宇宙技術の農業や災害管理への応用に対する関心が高まっていた。そこで、パ

ラグアイ政府は、宇宙開発を本格的に進めるための専門機関として、AEP を 2014 年に設立した。ま

た、2018 年より国家予算が AEP に割り当てられ、同年より本格的な活動を開始した。 

パラグアイ政府は、2014 年 12 月に、パラグアイ国家開発計画 2030 を策定し、以下の活動軸を打

ち立て社会・経済発展の加速化を促し宇宙技術開発もその一環として進められている。 

1. 貧困削減及び社会開発 

2. 包括的な経済成長 

3. パラグアイの世界への適切な進出 

4. 競争力とイノベーション 

パラグアイ政府は続けて、2017 年 12 月に PEI を作成した。AEP はこれに準拠し、国家の宇宙活動

の発展を推進している。上述の国家開発計画 2030 の 3 つの活動軸にそって、AEP は以下の戦略を掲

げて具体的な活動項目やスケジュールを示している。 

1. 航空宇宙開発を通じた官民発展への貢献 

2. 喫緊の課題へ対応できる人材育成 

3. 宇宙インフラの整備・構築 

4. 持続可能なシステム構築 

特に上記 1.航空宇宙開発を通じた官民発展への貢献に関しては、宇宙開発に必要な最先端技術の

開発、官民に対して宇宙技術を用いた様々な分野（農牧、地図、鉱物探査、気象、地質、環境等）へ

の社会実装に向けた促進、海外機関や民間企業との連携強化等が定められている。上記 2.喫緊の課題

へ対応できる人材育成についても大学、政府機関、国内外の研究機関等と連携し宇宙技術開発の研究

者や技術者の人材育成の強化が示されている。 

パラグアイ政府は「戦略計画 2024-2033（ドラフト版）」を 2024 年に策定した。表 2.2-1.に戦略計画

に掲げられている目標を示す。 

 

表 2.2-1. 戦略計画 2024-2033 に掲げられている目標 

 目標 概要 

1 国家宇宙技術の確立と自

立性の強化 

自国の宇宙技術能力を開発し、他国への依存度を減らす。 

地球観測衛星などの開発・運用を通じて、持続的な技術基盤を構築。 

2 農業・環境・災害管理へ

の応用 

主産業である農業の精密化や効率化のために、リモートセンシングを活用。 

気候変動や洪水・干ばつなどの自然災害への備えとして衛星データを利用。 

3 宇宙教育と人材育成 若年層への STEM 教育の普及と、国内宇宙技術人材の育成。 

国内大学や研究機関との連携強化。 

4 国際協力と宇宙外交の推

進 

国連宇宙空間平和利用委員会（COPUOS）などへの参加を通じた国際的な関与。 

友好国（日本、アメリカなど）との共同開発・人材交流。 
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本プロジェクト以外の日本からの支援に関しては、AEP と JAXA と九工大との協力により、2021

年にパラグアイ初の人工衛星「GuaraniSat-1」が ISS の「きぼう」から宇宙空間に放出され、宇宙開

発の大きな一歩を踏み出す支援を行った。また、JICA も農牧業での衛星利用の促進を目的に長期研

修員を九工大へ派遣し、人材開発の支援も続けている。 

この他、2024 年より準備調査が開始された。パラグアイが自立的かつ持続的に宇宙技術を開発し、

同国の社会経済基盤開発を進めるため、小型衛星を開発、試験、運用する環境を整備することを目的

に調査が進められている。本プロジェクトによる技術面での協力と両輪をなす設備面を強化するこ

とで、今後、宇宙技術をキーワードとした「ハブ」として国内関係省庁との宇宙連携による農牧業の

強化や防災分野での応用を推進するものである。 

農畜産業はパラグアイ GDPの 10%、輸出の 60%を占める主要産業である1が、気候変動が原因と考

えられる干ばつや洪水等の自然災害の影響を受けやすく、気候変動への脆弱性が指摘されており、そ

の対策が急務となっている。AEP は前述の戦略計画において衛星データを有効活用し、気候変動の

影響に適切な対処を施すことで、同分野の生産性や品質向上に貢献するとしている。加えて、災害リ

スクの早期把握や被害軽減といった防災・減災分野への応用により、衛星データの利活用は国民生活

の安全・安心にも資することが期待される。さらには日本および中南米カリブ海諸国の産学官との協

業による技術革新を推進している。これらの活動は、上述したパラグアイ国家開発計画 2030 及び PEI

さらに AEP 法（Ley 5151（法第 5151 号））と合致し同国も期待するところである。 

図 2.2-1.に、本プロジェクトを通じて技術面を強化しパラグアイ国内外宇宙技術の「ハブ」として

の役割による宇宙技術の利用展開を目指す AEP の構想を示す。 

 

 
図 2.2-1. AEP と日本との産学官連携宇宙協力強化をとおして宇宙技術のハブ化による宇宙技術の利

用展開 

 
1 https://tradingeconomics.com/paraguay/agriculture-value-added-percent-of-gdp-wb-data.html 



16 
 

第3章  プロジェクトの活動内容と成果 

3.1. 日本側及びパラグアイ側の投入の実績 

 

日本側及びパラグアイ側の適切な投入により、本プロジェクトはスムーズに実施された。日本側及

びパラグアイ側の投入実績を 3.1.1.及び 3.1.2.に示す。 

 

3.1.1. 日本側の投入実績 

 

本プロジェクトを実施するにあたり日本側より以下の投入を行った。 

1. 専門家の派遣 

2. AEP 及び関係省庁職員への技術移転 

3. 機材調達 

4. 衛星データ調達 

専門家は、3 社による共同企業体を結成し本プロジェクトに従事した。表 3.1.1-1.に専門家を示す。 

 

表 3.1.1-1. 専門家 

1 氏名/所属 中村 晋作/一般財団法人宇宙システム開発利用推進機構 

担当 業務主任/調査・分析 

業務内容  会議の実施 

 AEP の既存の衛星データ解析手法及びツールの評価を実施する 

 AEP で利用可能な衛星開発施設に関する評価に基づき、強化のための方針を策定する 

 衛星データほかの処理・応用に関するトレーニングを行う 

 ベースライン調査及びエンドライン調査 

 報告書等の取りまとめ 

派遣期間 第 1 次: 2023 年 11 月 19 日 – 2023 年 12 月 09 日 

第 2 次: 2024 年 04 月 14 日 – 2024 年 04 月 29 日 

第 3 次: 2025 年 02 月 19 日 – 2025 年 03 月 02 日 

第 4 次: 2025 年 08 月 30 日 – 2025 年 09 月 15 日 

2 氏名/所属 佐藤 圭/株式会社パスコ 

担当 副業務主任/災害リスク軽減分野のデータ利活用 

業務内容  会議の実施 

 成果 2 にかかる活動 

 報告書等の取りまとめ 

派遣期間 第 1 次: 2023 年 11 月 19 日 – 2023 年 12 月 09 日 

第 2 次: 2024 年 04 月 05 日 – 2024 年 04 月 29 日 

第 3 次: 2025 年 01 月 31 日 – 2025 年 02 月 24 日 

第 4 次: 2025 年 08 月 30 日 – 2025 年 09 月 16 日 
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3 氏名/所属 小林 功典/一般財団法人日本宇宙フォーラム 

担当 データ利活用計画 

業務内容  衛星開発やオペレーションにかかるトレーニングを行う 

 衛星データほかの処理・応用に関するトレーニングを行う 

 AEP と本邦政府系機関、大学、及び民間企業との連携を行う 

派遣期間 第 1 次: 2023 年 11 月 24 日 – 2023 年 12 月 09 日 

第 2 次: 2024 年 04 月 12 日 – 2024 年 04 月 29 日 

第 3 次: - 

第 4 次: 2025 年 09 月 02 日 – 2025 年 09 月 16 日 

4 氏名/所属 木村 篤史/株式会社パスコ 

担当 農牧業のデータ利活用 A 

業務内容  成果 3 にかかる活動 

 農牧業パイロットの計画策定と全体管理・指揮を行う 

派遣期間 第 1 次: 2023 年 11 月 19 日 – 2023 年 12 月 09 日 

第 2 次: - 

第 3 次: - 

第 4 次: 2025 年 09 月 06 日 – 2025 年 09 月 17 日 

5 氏名/所属 古賀 秋絵/株式会社パスコ 

担当 農牧業のデータ利活用 B 

業務内容  成果 3 にかかる活動 

 農牧業パイロットを円滑に進める支援を行う 

派遣期間 第 1 次: - 

第 2 次: 2024 年 04 月 05 日 – 2024 年 04 月 19 日 

第 3 次: 2025 年 02 月 05 日 – 2025 年 02 月 24 日 

第 4 次: 2025 年 09 月 04 日 – 2025 年 09 月 17 日 

 

表 3.1.1-2.に調達した機材の一覧を示す。機材は、2024 年 8 月 19 日に AEP に引き渡された。 

 

表 3.1.1-2. 調達した機材 

# 機材名 詳細 目的 数量 

1 GNSS Receiver GARMIN ETREX 32X 現地調査用 GPSロガー 1 

2 GNSS Receiver GlobalSat BU-353N5 データ解析用 GPS ロガー（PC 接続型） 1 

3 HDD ADATA HV300 （2TB） 衛星データ保存用 HDD 1 

 

表 3.1.1-3.及び表 3.1.1-4.に調達した衛星データの一覧を示す。衛星データはパイロットプロジェク

ト期間を通じて適切に AEP に引き渡され解析された。 
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表 3.1.1-3. 調達した衛星データ（農牧: PlanetScope） 

No. シーン ID 撮影日時（UTC） サムネイル 

1 20220924_134437_75_2407 
2022 年 09 月 24日 

13 時 44 分 37 秒 

 

2 20221002_125613_83_2432 
2022 年 10 月 02日 

12 時 56 分 13 秒 

 

3 20221008_133906_06_227b 
2022 年 10 月 08日 

13 時 39 分 06 秒 

 

4 20221023_125228_19_2453 
2022 年 10 月 23日 

12 時 52 分 28 秒 

 

5 20221026_125132_06_2460 
2022 年 10 月 26日 

12 時 51 分 32 秒 

 

6 20221103_125430_21_2431 
2022 年 11 月 03日 

12 時 54 分 30 秒 

 

7 20221106_125007_34_241b 
2022 年 11 月 06日 

12 時 50 分 07 秒 
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8 20221116_132619_92_2484 
2022 年 11 月 16日 

13 時 26 分 19 秒 

 

9 20221119_133554_31_2416 
2022 年 11 月 19日 

13 時 35 分 54 秒 

 

10 20221127_132711_03_2490 
2022 年 11 月 27日 

13 時 27 分 11 秒 

 

11 20221214_134644_99_2413 
2022 年 12 月 14日 

13 時 46 分 44 秒 

 

12 20221220_125200_13_2430 
2022 年 12 月 20日 

12 時 52 分 00 秒 

 

13 20221227_125319_27_2453 
2022 年 12 月 27日 

12 時 53 分 19 秒 

 

14 20230104_124939_36_2423 
2023 年 01 月 04日 

12 時 49 分 39 秒 
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15 20230117_132847_92_249d 
2023 年 01 月 17日 

13 時 28 分 47 秒 

 

16 20230124_132900_38_248c 
2023 年 01 月 24日 

13 時 29 分 00 秒 

 

17 20230204_125233_06_241f 
2023 年 02 月 04日 

12 時 52 分 33 秒 

 

18 20230209_132737_43_249b 
2023 年 02 月 09日 

13 時 27 分 37 秒 

 

19 20230218_125529_09_2439 
2023 年 02 月 18日 

12 時 55 分 29 秒 

 

20 20240228_130410_26_24ba 
2024 年 02 月 28日 

13 時 04 分 10 秒 

 

21 20240312_135833_70_24f6 
2024 年 03 月 12日 

13 時 58 分 33 秒 
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22 20240320_140042_61_24d3 
2024 年 03 月 20日 

14 時 00 分 42 秒 

 

23 20240328_134643_23_2424 
2024 年 03 月 28日 

13 時 46 分 43 秒 

 

24 20240403_135812_82_2498 
2024 年 04 月 03日 

13 時 58 分 12 秒 

 

25 20240418_130837_67_24c7 
2024 年 04 月 18日 

13 時 08 分 37 秒 

 

26 20240429_135814_33_24eb 
2024 年 04 月 29日 

13 時 58 分 14 秒 

 

27 20240507_140136_63_2483 
2024 年 05 月 07日 

14 時 01 分 36 秒 

 

28 20240522_140212_14_2484 
2024 年 05 月 22日 

14 時 02 分 12 秒 
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29 20240531_130804_86_24c4 
2024 年 05 月 31日 

13 時 08 分 04 秒 

 

30 20240602_140204_09_24d3 
2024 年 06 月 02日 

14 時 02 分 04 秒 

 

31 20240906_142005_17_2470 
2024 年 09 月 06日 

14 時 20 分 05 秒 

 

32 20240930_141057_04_24d6 
2024 年 09 月 30日 

14 時 10 分 57 秒 

 

33 20240930_141058_94_24d6 
2024 年 09 月 30日 

14 時 10 分 58 秒 

 

34 20241013_135951_86_24bd 
2024 年 10 月 13日 

13 時 59 分 51 秒 

 

35 20241022_140645_72_2516 
2024 年 10 月 22日 

14 時 06 分 45 秒 
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36 20241027_140523_15_24de 
2024 年 10 月 27日 

14 時 05 分 23 秒 

 

37 20241029_140405_73_24d7 
2024 年 10 月 29日 

14 時 04 分 05 秒 

 

38 20241109_140822_80_251c 
2024 年 11 月 09日 

14 時 08 分 22 秒 

 

39 20241113_131859_45_24d0 
2024 年 11 月 13日 

13 時 18 分 59 秒 

 

40 20241116_131929_11_24a1 
2024 年 11 月 16日 

13 時 19 分 29 秒 

 

41 20241126_140257_07_24df 
2024 年 11 月 26日 

14 時 02 分 57 秒 

 

42 20241211_132059_86_2417 
2024 年 12 月 11日 

13 時 20 分 59 秒 
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43 20241217_132527_58_24ce 
2024 年 12 月 17日 

13 時 25 分 27 秒 

 

44 20241223_140825_06_24b7 
2024 年 12 月 23日 

14 時 08 分 25 秒 

 

45 20241227_140601_28_24fa 
2024 年 12 月 27日 

14 時 06 分 01 秒 

 

46 20250101_140635_83_24e0 
2025 年 01 月 01日 

14 時 06 分 35 秒 

 

47 20250104_140508_83_2521 
2025 年 01 月 04日 

14 時 05 分 08 秒 

 

48 20250108_140835_63_24c6 
2025 年 01 月 08日 

14 時 08 分 35 秒 

 

49 20250111_140626_66_24e6 
2025 年 01 月 11日 

14 時 06 分 26 秒 
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50 20250116_140739_39_2523 
2025 年 01 月 16日 

14 時 07 分 39 秒 

 

51 20250121_140605_80_24dd 
2025 年 01 月 21日 

14 時 06 分 05 秒 

 

52 20250202_132959_19_24c3 
2025 年 02 月 02日 

13 時 29 分 59 秒 

 

53 20250225_140755_45_24df 
2025 年 02 月 25日 

14 時 07 分 55 秒 

 

54 20250318_140839_29_24ed 
2025 年 03 月 18日 

14 時 08 分 39 秒 

 

55 20250330_140608_20_2515 
2025 年 03 月 30日 

14 時 06 分 08 秒 

 

56 20250411_141941_42_2504 
2025 年 04 月 11日 

14 時 19 分 41 秒 
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57 20250420_140915_07_24db 
2025 年 04 月 20日 

14 時 09 分 15 秒 

 

58 20250501_142045_29_2541 
2025 年 05 月 01日 

14 時 20 分 45 秒 

 

59 20250511_134516_92_24b4 
2025 年 05 月 11日 

13 時 45 分 16 秒 

 

60 20250519_141424_73_24d7 
2025 年 05 月 19日 

14 時 14 分 24 秒 

 

シーン ID は、metadata.json 上の id、撮影日時については metadata.json 上の aquired を参照し本表に

記載をした。 

 

表 3.1.1-4. 調達した衛星データ（農牧: GRUS） 

No. シーン ID 撮影日時（UTC） サムネイル 

1 2261301354880 
2024 年 10 月 02日 

14 時 19 分 42 秒 

 

2 2264522332560 
2024 年 10 月 05日 

14 時 14 分 34 秒 
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3 2276333252528 
2024 年 10 月 16日 

14 時 11 分 06 秒 

 

4 2279554230816 
2024 年 10 月 19日 

13 時 36 分 33 秒 

 

5 2288144998640 
2024 年 10 月 27日 

14 時 10 分 42 秒 

 

6 2290292477984 
2024 年 10 月 29日 

14 時 17 分 19 秒 

 

7 2295660948800 
2024 年 11 月 03日 

14 時 17 分 53 秒 

 

8 2307471886992 
2024 年 11 月 14日 

14 時 10 分 19 秒 

 

9 2320357353664 
2024 年 11 月 26日 

14 時 10 分 17 秒 
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10 2325725820384 
2024 年 12 月 01日 

14 時 09 分 32 秒 

 

11 2343978708560 
2024 年 12 月 18日 

13 時 33 分 24 秒 

 

12 2354716953568 
2024 年 12 月 28日 

14 時 07 分 49 秒 

 

13 2382633696688 
2025 年 01 月 23日 

14 時 17 分 02 秒 

 

14 2383707438496 
2025 年 01 月 24日 

14 時 19 分 34 秒 

 

シーン ID は、 metadata.json 上の captureId 、撮影日時については metadata.json 上の

acquisitionStartDateTime を参照し本表に記載をした。 

 

3.1.2. パラグアイ側の投入実績 

 

本プロジェクトを実施するにあたりパラグアイ側より以下の投入を行った。 

1. 人員の配置 

2. 関係省庁との調整 

3. 他の協力機関との調整 

4. 必要データの提供 

5. 専門家への執務室提供 

6. その他プロジェクト運営に必要な経費 

本プロジェクトのカウンターパートは AEP の小型衛星開発及び運用を担当する SPACELab 及び衛

星データ解析を担当する GEOLab であった。 
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3.2. PDM の変更履歴 

 

表 3.2-1.に初版の PDM を示す。さらに、表 3.2-2.に PDM の変更履歴を示す。 

 

表 3.2-1. 初版の PDM 

Narrative Summary Objectively Verification 

Indicators 

Means of Verification Important Assumption 

Overall Goal 

Contribute to the development of 
national skills in the space sector and 
strengthen the country's social, 
economic, scientific and 

technological development 

1. # of projects utilizing 
space related technology 
in public and private 
sector 

2. # of public data based 
on geospatial information 
3. # of users of data 
provided 

- Government Statistics 
- Report from AEP and/or 
other institutions 

Mechanism of data 
provision for 
governmental statistics or 
decision-making process 

is well established. 

Project Purpose 

The ability to utilize space-related 
technologies in Paraguay is 

strengthened and geospatially 
informed decision-making is 
promoted. 

1. # of interagency 
projects in which AEP 

was involved 
2. # of value-added 
products based on satellite 
data by AEP 

Government Statistics, 
Project Report 

 

Outputs 

Output1: Human resources and 

infrastructure for AEP upstream and 
downstream will be strengthened. 
 

# of trained persons 

considering gender 
balance 
#  of seminars and 
workshops 
satisfaction of seminars 
and workshops 

Project Report - Counterpart personnel is 

continuously secured 
properly 
- Other institutions, such 
as government and 
universities accept 
involvement of pilot 
projects. 

Output2: AEP and related agencies 

implement pilot projects to improve 
capacity for analyzing disaster risk 
and preventing and responding to 
natural disasters. 
 

Same as 1-1, 1-2, 1-3 

# of PoC, # of practical 
plans from activity, # of 
papers and reports related 
to activity 

Project Report - Counterpart personnel is 

continuously secured 
properly 
- Other institutions, such 
as government and 
universities accept 
involvement of pilot 
projects. 

Output3: AEP and related agencies 

implement pilot projects to improve 
capacity for management of 
agriculture and livestock information 
related to productivity and quality of 
products. 
 

Same as 1-1, 1-2, 1-3 

# of PoC, # of practical 
plans from activity, # of 
papers and reports related 
to activity 

Project Report - Counterpart personnel is 

continuously secured 
properly 
- Other institutions, such 
as government and 
universities accept 
involvement of pilot 
projects. 

Activities Inputs Important Assumption 

Japanese Side Paraguayan Side 

1-1: Conduct an evaluation of AEP's 
existing technical methods and tools 
and make recommendations for future 
planning 

- Short-term experts (Data 
utilization planning, 
Satellite 
development/testing, Data 
utilization in disaster risk 

reduction/agriculture and 
livestock sector)  
 
- Training for Counterpart 
Personnel in Japan 
 

- Allocation of 
counterpart personnel   
 
- Coordination among 
ministries and 

organizations 
 
- Arrangements between 
projects with other 
development partners, etc. 
 

 

1-2: Develop enhancement plan based 
on a diagnosis of the infrastructure 
available in the AEP. 

Pre-conditions 

1-3: Provide training in satellite 
development and operations. 

 

1-4. Provide training in satellite data 
and other processing and applications. 
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1-5. Liaison between AEP and 
Japanese govermental institutions, 
universities, and private companies. 

- Local cost for the 
activities 

- Arrangements for 
providing necessary data 
 
- Office space for 
Japanese professionals 
 
- Local costs 

(maintenance costs for 
existing equipment not 
covered by JICA support, 
meeting preparation costs, 
operating costs required 
for the project, etc.) 

2-1: Set up working groups consisting 
of AEP and related organizations to 
identify issues and implement pilot 

projects. 

2-2: Identify issues where space-
related technologies can be 
effectively applied in the field of 
disaster risk reduction 

2-3. Determine scope for applying 
space-related technologies to the 

issues and Design pilot projects 

2-4. Develop plan and procure 
equipments (hardware and software) 
for satellite imagery and data 
processing 

2-5. Train personnel in the use of 
tools, methods, and techniques for 

disaster risk reduction. 

2-6. Implement pilot projects with 
existing agreements with academia 
and other governmental and non-
governmental organizations 

2-7. Publish results of pilot projects 
locally and internationally. 

3-1: Set up working groups consisting 
of AEP and related organizations to 
identify issues and implement pilot 
projects. 

3-2: Identify issues where space-
related technologies can be 

effectively applied in the agriculture 
and livestock sector. 

3-3. Determine scope for applying 
space-related technologies to the 
issues and Design pilot projects 

3-4. Develop plan and procure 
equipments (hardware and software) 

for satellite imagery and data 
processing 

3-5. Train personnel in the use of 
tools, methods, and techniques to 
improve productivity and quality in 
agriculture and livestock sector. 

3-6. Implement pilot projects with 

existing agreements with academia 
and other governmental and non-
governmental organizations 

3-7. Publish results of pilot projects 
locally and internationally. 
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表 3.2-2. PDM 変更履歴 

版 変更年月日 変更履歴 変更理由 

変更箇所 変更内容 

1.0 2023 年 06 月 19日 -  初版 

1.5 2023 年 12 月 05日 プロジェクト期間 「2023 年 9月-2025 年 8 月（2 年）」か

ら「2023 年 10 月-2025 年 9 月（2 年）」

に変更 

現状に即して変更 

指標 「2. 付加価値衛星データ数」から「2. 

GEOLab によるパイロットプロジェクト

以外での付加価値衛星データ数」に変更 

GEOLab の技術向上

を直接はかるため

パイロットプロジ

ェクトの結果を含

まないこととし

た。 

「3.日本とパラグアイでの研修に参加し

たパラグアイ側職員数」を追加 

研修の成果を確認

するため追加し

た。 

活動 1-2 「AEP におけるインフラ調査に基づく強

化計画の策定」から「GEOLabにおける

調査に基づく強化計画の策定」に変更 

衛星データ解析能

力強化を主軸とし

た。 

活動 1-3 「衛星開発及び運用にかかる研修の実

施」から「衛星開発特に GuaraniSat-2 EM

試験にかかるハンズオン研修の実施（プ

ラン A: 設備強化及び SPLACELab での

試験実施、もしくはプラン B: 九工大に 2

名派遣する）」に変更 

GuaraniSat-2 EM試

験の実施について

検討を開始したた

め変更した。案を

複数設定し、以降

の協議で調整する

こととなった。 

活動 2-4 「衛星データ及びデータ処理のための開

発計画及び機材調達（ハードウエアおよ

びソフトウエア）」から「衛星データ及

びデータ収集・処理のための開発計画及

び機材調達（ハードウエアおよびソフト

ウエア）」に変更 

衛星データ収集を

追加した。 

活動 2-6 「学際及び他省庁、非政府機関との既存

合意によるパイロットプロジェクトの実

施」から「学際及び他省庁、非政府機関

との既存合意及び G とのパイロットプロ

ジェクト実施」に変更 

WG でパイロットプ

ロジェクトを運営

すること認め、WG

を追記した。 
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活動 3-4 「衛星データ及びデータ処理のための開

発計画及び機材調達（ハードウエアおよ

びソフトウエア）」から「衛星データ及

びデータ収集・処理のための開発計画及

び機材調達（ハードウエアおよびソフト

ウエア）」に変更 

衛星データ収集を

追加した。 

活動 3-6 「学際及び他省庁、非政府機関との既存

合意によるパイロットプロジェクトの実

施」から「学際及び他省庁、非政府機関

との既存合意及び WG とのパイロットプ

ロジェクト実施」に変更 

WG でパイロットプ

ロジェクトを運営

すること認め、WG

を追記した。 

2.0 2024 年 04 月 25日 活動 1-3 「衛星開発特に GuaraniSat-2 EM 試験に

かかるハンズオン研修の実施（プラン A: 

設備強化及び SPLACELab での試験実

施、もしくはプラン B: 九工大に 2 名派

遣する）」から「2024 年 10 月から 2025

年 3 月にかけて九工大において

GuaraniSat-2 EM試験を含む 6ヶ月のハン

ズオン研修の実施」に変更 

第 1 回 JCC 会議以

降の協議及び調整

により実施内容が

固まったことによ

りそれを反映し

た。 

2.1 2025 年 02 月 19日 活動 1-3 「2024 年 10 月から 2025 年 3月にかけて

九工大において GuaraniSat-2 EM 試験を

含む 6 ヶ月のハンズオン研修の実施」か

ら「2024 年 10 月から 2025 年 5 月にかけ

て九工大において GuaraniSat-2 EM 試験

を含む 6ヶ月のハンズオン研修の実施」

に変更 

GuaraniSat-2 EM開

発の遅延による研

修期間の変更が発

生したため、スケ

ジュールを反映し

た。 

 

3.3. 活動の成果 

3.3.1. 業務計画書及びワークプランの作成・協議 

 

業務計画書及びワークプランを作成し 2023 年 11 月 21 日に提出した。それを踏まえ、2023 年 12

月 05 日に開催された第 1 回 JCC 会議においてワークプランが承認された。 

 

3.3.2. 活動進捗報告書及び事業完了報告書 

 

表 3.3.2-1.に活動進捗報告書及び事業完了報告書について示す。 
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表 3.3.2-1. 報告書一覧 

報告書 提出日 概要 

進捗報告書（第 1版） 

Progress Report （Vol. 1） 

2024 年 02 月 20日 業務開始から 2024 年 02 月までの活動進捗状況を

まとめた。記載された主な活動:  

 第 1 回 JCC 会議の開催 

 PDM の改訂（1.5版） 

 第 1 次渡航での活動 

 WG 結成に向けた活動 

進捗報告書（第 2版） 

Progress Report （Vol. 2） 

2024 年 09 月 30日 2024 年 03 月から 2024 年 08 月までの活動進捗状

況をまとめた。記載された主な活動:  

 第 2 回 JCC 会議の開催 

 PDM の改訂（2.0版） 

 第 2 次渡航での活動 

 WG 結成 

 現地調査 

 ベースライン調査 

 KCCP（衛星データ利活用） 

進捗報告書（第 3版） 

Progress Report （Vol. 3） 

2025 年 03 月 31日 2024 年 09 月から 2025 年 03 月までの活動進捗を

まとめた。記載された主な活動:  

 第 3 回 JCC 会議 

 ワークショップ 

 KCCP（衛星データ利活用） 

 KCCP（衛星開発） 

 パイロットプロジェクト（防災） 

 パイロットプロジェクト（農業） 

事業完了報告書（ドラフト） 

Draft Final Report 

2025 年 06 月 27日

（初回提出） 

プロジェクト全体にかかる活動成果をまとめた。

以降、活動状況等に修正を重ねた。 

事業完了報告書 

Final Report 

2025 年 10 月 03日 業務開始から業務完了までの活動成果をまとめ

た。 

 

3.3.3. ベースライン調査報告書及びエンドライン調査 

 

本プロジェクトでは、パラグアイにおける宇宙計画をまとめ今後の活動について目標や活動内容

を定めるため、プロジェクト成果を客観的にはかることを目的にベースライン調査及びエンドライ

ン調査を実施した。なお、ベースライン調査及びエンドライン調査については、活動 1-1 の一部とし

て実施し、その対象範囲を AEP の活動全体（小型衛星開発及びその運用、衛星データ利活用）とし

た。 

第 1 回 JCC 会議終了後より AEP と協力し、関係機関への質問票を作成した。調査結果については、

2024 年 3 月末をめどに報告書をまとめ提出した。表 3.3.3-1.にベースライン調査計画を示す。 



34 
 

 

表 3.3.3-1. ベースライン調査計画 

# 活動 実施期間 備考 

1 質問票の作成 2024 年 1 月 10 日 – 2024 年 2 月 23 日 スペイン語に翻訳 

2 オンライン調査 2024 年 2 月 26 日 – 2024 年 3 月 8日  

3 調査結果取りまとめ評価 2024 年 3 月 11 日 – 2024 年 3 月 22 日  

4 報告書作成・提出 2024 年 3 月 29 日  

 

ベースライン調査については JICA コンサルタントチームと AEP による協議を通して質問票を作

成し、AEP が調査を進めた。調査結果については JICA コンサルタントチームと AEP で確認を行い

報告書にまとめた。 

第 3 回 JCC 会議終了後より AEP と協力してエンドライン調査を行なった。公平性を持たせ客観的

な評価を得るために、エンドライン調査はアスンシオン国立大学（UNA）に委託し実施した。質問票

については、ベースライン調査結果と比較するためにエンドライン調査で使用した質問票をベース

に UNA と協力を得ながら追加の質問をまとめた。4 月から 5 月にかけて調査を実施し 6 月 20 日に

報告書を提出した。表 3.3.3-2.にエンドライン調査計画を示す。 

 

表 3.3.3-2. エンドライン調査計画 

# 活動 実施期間 備考 

1 質問票の作成 2025 年 4 月 22 日 – 2025 年 5 月 2日  

2 インタビュー調査 2025 年 5 月 5 日 – 2025 年 5 月 21日  

3 調査結果取りまとめ評価 2025 年 5 月 21 日 – 2025 年 6 月 13 日  

4 報告書作成・提出 2025 年 6 月 20 日  

調査結果は、別添 6. Baseline Survey 及び 別添 7. EVALUATION REPORT を参照のこと。 

なお、本調査結果は後述の各成果の項目において記載する。 

 

3.3.4. 合同調整委員会（JCC）会議の開催 

 

JCC 会議を 4 回開催した。表 3.3.4-1.に JCC 会議概要を示す。 

 

表 3.3.4-1. JCC 会議概要 

回 開催日 場所 主な内容 

第 1 回 2023 年 12 月 05日 Hilton Asunción（アスンシオン市

内のホテル） 

ワークプランの承認 

PDM の改訂（1.5版） 

 

第 2 回 2024 年 04 月 24日 Consejo Nacional de Ciencia y 

Tecnología（国立科学技術会議） 

活動進捗の確認 

PDM の改訂（2.0版） 
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第 3 回 2025 年 02 月 19日 Ministerio de Industria y Comercio

（商工省） 

活動進捗の確認 

ワークショップと合わせて開催（パイロ

ットプロジェクト成果報告及び準備調査

状況報告） 

 

最終回 2025 年 09 月 12日 LA MISION HOTEL BOUTIQUE

（アスンシオン市内のホテル） 

プロジェクト成果の確認 

アクションプランの確認 

事業完了報告書（Final Report）の承認 

 

 

3.3.5. モニタリング及びモニタリングシートサマリーの作成 

 

モニタリングシートを作成し本プロジェクトの進捗情報を JICA パラグアイ事務所に報告した。作

成及び提出したモニタリングシートの概要を表 3.3.5-1.に示す。 

 

表 3.3.5-1. モニタリングシート 

# 提出日 内容 

1 2024 年 03 月 03日 2023 年 10 月から 2024 年 03 月までの活動についてまとめた。記載されている主な活

動を以下に示す。 

 第 1 次渡航 

 第 1 回 JCC 会議 

 ベースライン調査 

 WG 結成に向けた取り組み及びパイロットプロジェクトの検討 

2 2024 年 09 月 18日 2024 年 04 月から 2024 年 09 月までの活動についてまとめた。記載されている主な活

動を以下に示す。 

 第 2 次渡航 

 第 2 回 JCC 会議 

 KCCPs（衛星開発及び衛星データ利活用） 

 パイロットプロジェクト実施前調査活動報告（防災及び農牧） 

3 2025 年 03 月 31日 2024 年 10 月から 2025 年 02 月までの活動についてまとめた。記載されている主な活

動を以下に示す。 

 第 3 次渡航 

 第 3 回 JCC 会議 

 KCCPs（衛星開発及び衛星データ利活用） 

 パイロットプロジェクト活動進捗（防災及び農牧） 

3.3.6. 成果 1 に関わる活動 

活動 1-1. AEP の既存の衛星データ解析手法及びツールの評価を実施する。 
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AEPの活動状況を把握し、AEPによるパラグアイにおける効果的な宇宙計画の立案を目指すため、

本プロジェクト開始当時の宇宙システム（パラグアイはじめ各国が運用する小型を含む地球観測衛

星）及び宇宙データ利活用の状況を把握する必要があった。そのため、AEP 及び関係省庁に対してヒ

アリング調査及びベースライン調査を行なった。さらに、本プロジェクト後の宇宙システム利活用に

かかる知識・意識の変化測るため、本プロジェクト後期にエンドライン調査を行いその効果を検証し

た。 

関係省庁へのヒアリング調査をとおして災害対策及び農牧業における課題と衛星データの利活用

方法の検討に資する情報を得ることができた。 

ベースライン調査においては、AEP を含むすべての省庁大学において人材、設備、技術及び財源の

制約があり、独自での衛星データ利用及びアプリケーションにかかる技術向上が課題であることが

浮き彫りとなった。一方で、AEP は、宇宙情報を共有するためのハブ機能であり、衛星データ利用に

かかる技術移転は AEP の目的とも合致しており、パラグアイの社会経済開発のための要望を収集し

衛星データ利用技術の裾野拡大と向上に資する組織たることが期待されている組織であることが明

らかとなった。 

これらの結果は、成果 1 で実施した KCCP の設計と実施、成果 2 及び成果 3 における協議体結成、

パイロットプロジェクトの設計及び運用に活用することができた。 

本プロジェクト後期に実施したエンドライン調査では、防災分野及び農牧分野におけるパイロッ

トプロジェクトの効果により、関係省庁における衛星データ利活用への理解が深まり、衛星データへ

のアクセス（利用しようと考えて実際に衛星データ解析を行うこと）への難しさが軽減され衛星デー

タ利活用の裾野を広げることができたという結果を得ることができた。一方で、衛星データ解析や直

面する課題を解決するためのアプリケーション開発においてはより専門的な知識が必要となるため、

AEP においては引き続き衛星データ利活用及びアプリケーション開発にかかる技術移転を期待する

意見が少なくなかった。 

これらの結果は、本プロジェクト後期における JICA コンサルタントチームと AEP メンバとの協

議の中でアクションプランの立案に活用することができた（第６章参照）。 

以下、各省庁へのヒアリング調査及びエンドライン調査の結果を示す。 

2023 年 11 月 19 日から 12 月 9 日にかけて実施した第 1 次渡航において、AEP の協力を得て関係省

庁大学に訪問し衛星データ解析手法及びツールを評価するためヒアリング調査を行った。AEP は宇

宙システム及び衛星データを提供する機関である。このため、直接的に社会経済にかかる課題を抱え

る関係省庁及び大学が AEP に期待する宇宙システム及び衛星データ利活用状況について把握するこ

とで、パラグアイ国内における AEP の役割を明確化し、AEP の既存の衛星データ解析及びツールの

現状と比較することで、本プロジェクトにおける宇宙計画の管理の方向性について検討することを

ヒアリング調査の目的とした。訪問した省庁大学機関とそのヒアリング結果の概要を表 3.3.6-1.に示

す。 
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表 3.3.6-1. 訪問省庁大学機関及びヒアリング内容概要 

# 訪問省庁大学機関 概要 

1 国家緊急事態庁 （SEN）  通常は避難所設置の準備をしており、災害が発生した際には被災地での

救難活動、避難所設置等対応している。 

 北西部は住人も少なく、手薄になっている。 

 国際チャーターの登録部署となっており、災害時はAEPに職員を派遣し

AEPの協力のもと衛星データの調達を申請している。 

 Windyで気象状況をモニタリングしている程度であった。 

2 公共事業通信省 （MOPC）  公共事業の環境（安全性含む）評価や環境に配慮した公共事業の計画を

策定している。 

 農牧系の土木業務（灌漑や土手）は、管轄外とのこと。 

 早期アラートシステム、気候変動、環境影響評価について興味がある。 

3 農牧省 （MAG）  気候変動による農作物へのダメージにかかるリスク管理のためのアプ

リケーションを開発している。 

 農牧省で技術検証が実施可能な圃場を48ha管理しており、その圃場での

パイロットプロジェクトの実施の可能性がある。 

 産学官連携をベースにしたWGでの意見交換ができる可能性が示され

た。 

4 国家植物種子品質研究所 

（SENAVE） 

 SENAVEは種子の品質と安定供給を目指している。 

 土壌品質管理等による衛星データ利用を模索している。 

 違法農作物（薬物系植物）の取り締まりも行っている。 

5 環境持続開発省 （MADES）  森林管理、森林火災のモニタリング、湿地管理等を行っている。 

 森林保護においては、国連、各国協力機関（JICAやUSAID、自然保護団

体等）の参入が多く、目的や対象地域等が重複している部分もあり整理

が必要という課題がある。 

 データの整理や解析手法の統一化を図ることがまず重要。 

6 国家森林局 （INFONA）  一次林の管理、植樹、酪農場の管理等を行っている。 

 有償無償の衛星データを使い分け、ArcGISで解析し公開する等、日本で

の森林モニタリングと変わらないほどの設備と解析手法でモニタリン

グを実施している。 

7 経済開発省 （MEF）  テリトリー管理や政策の計画立案・分析への衛星データの活用は有効だ

と考えている。 

 Sentinel-2を使った土地利用分類の経験がある。 

8 国家統計局 （INE）  各省庁から統計データを集約し、統計データの標準化を進めているが、

公開基準や標準化はまだ整備されていない。 

 衛星データとINEが持つ統計情報（例えば農作物の収量や家計調査等の

統計情報が農牧省から得られれば）の組み合わせによる今後のパイロッ

トプロジェクトへの期待ができる。 
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9 ア ス ン シ オ ン 国 立 大 学 

（UNA） 

 森林学部では日本の支援を受けて森林火災モニタリングや森林のカー

ボン蓄積量の調査等を行なってきた。 

10 カトリカ大学 （UCA）  リモセンによる環境管理、災害（特に洪水、干ばつ）の研究のほか、都

市工学やIoT、ニューロ工学等にも力を入れている。 

 

上記ヒアリング及びベースライン調査によるアンケート回答の解析を通して、ベースライン調査

報告書を 2024 年 3 月にまとめた。 

机上の衛星データ解析のみならず、現地調査をとおして得られた結果と相関を取ることで解析結

果に対する知見と考察できる能力を身につけることが課題として浮き彫りとなった。このほか、関

係省庁は宇宙システム利活用について興味はあり、AEP に技術移転等を期待しているものの省庁間

の連携が取れておらずそれが実現できていないことが課題としてあがった。 

ベースライン調査については別添 6. Baseline Survey を参照のこと。 

このほか、2024 年 5 月に岸田前首相のパラグアイ訪問を踏まえ、AEP 職員と協議し衛星データ解

析に必要な機材や人材育成プログラム及びその導入計画案をまとめ 2024 年 5 月の月例会で AEP 及

び JICA と共有した。また、2024 年 12 月より準備調査が開始され、準備調査団と連携し社会経済基

盤に資する宇宙計画管理のための活動を進めた。 

2025 年 4 月から 6 月にかけてエンドライン調査を実施した。 

エンドライン調査では、本プロジェクトの前後における宇宙システムの利活用の変化について評

価が行われた。表 3.3.6-2.及び表 3.3.6-3.に評価結果及び結果を踏まえた提言を示す。 

 

表 3.3.6-2. エンドライン調査による宇宙システム利活用にかかる評価 

項目 評価 

宇宙システム利活用の裾野拡大 本プロジェクトにより、宇宙の利用拡大のための各ステークホルダーの基本

的な参入障害は克服されたとの評価。具体的には、参入障害の克服を受け、

トマト畑の作付面積管理のため SENAVE とプロジェクトが開始された。さ

らに、INE やその他の省庁との協業による衛星データを含むデータインフラ

の開発プロジェクトが始まった。 

人材の確保 本プロジェクトにより、高度な衛星データ解析技術を有する人材の需要が顕

在化し、AEP による技術移転に対する期待が高いと評価。関係省庁がそれぞ

れ必要としている人材の規模を明確化することができた。 

データアクセスと可用性 本プロジェクトを通じ、無償データの利活用が可能であるとの認識が共有さ

れた等により、衛星データへのアクセスにかかる障害が克服されたとの評

価。即時性や継続的な衛星データ配付システムが今後期待される項目であ

る。 

能動的アプリケーションの開発 本プロジェクトにより、農業管理（57.1%がデータを更新するために利用し

たことがない）や災害管理による積極的な活動（早期警戒及び予防）等の主

要分野において、衛星データ利活用による解析結果の解釈の必要性が明らか

になったとの評価。今後、更に成熟させるために、基礎的な衛星データ解析

にとどまらない高度な解析技術の習得に期待が寄せられた。 
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エンドライン調査の詳細については、別添 7. EVALUATION REPORT を参照のこと。 

 

活動 1-2. AEP の GEOLab における調査に基づく強化計画を策定する。 

 

衛星データ解析及びアプリケーション開発を担う GEOLab における課題は、机上の衛星データ解

析のみならず、現地調査をとおして得られた結果と相関を取ることで解析結果に対する知見と考察

できる能力を身につけることが最初の課題であった。これを踏まえ、活動 1-3、活動 1-4 及び活動 1-

5 についての方針を JICA コンサルタントチームと AEP 間での協議をとおして取りまとめた。各活

動の方針を以下に示す。 

活動 1-3 の方針 

小型衛星開発における知識を深めること、及び GuaraniSat-2 のエンジニアリングモデルの試験実

施を目的とした。小型衛星開発では、設計、開発、試験及び運用について知識を深めるほか、九工

大の学生及び留学生との共同作業をとおして宇宙システム開発における国際連携の手法及び枠組み

についての知識を深めることができるよう九工大と協議を重ね KCCP を設計。さらに、AEP が独自

で開発を進める GuaraniSat-2 のエンジニアリングモデルの一連の試験を実施し、AEP がフライトモ

デル開発に向けた試験データ取得とコンポーネントの改良につなげる知見を得ることができるよう

KCCP を設計することとした。 

 

活動 1-4 の方針  

防災と農牧の 2 つのテーマに対して、先進的、効果的かつ実践的な衛星データ利活用に関する技術

や知見を学び、パラグアイの関連機関と連携して、持続的に衛星データを利用し、実運用化するため

の知識を深めることができるよう KCCP を設計した。 

 

活動 1-5 

将来的な宇宙技術を活用した両国の連携が強化を目的として、我が国の産学間の宇宙関係者とネ

ットワーキングを行い、連携するための機会を提供することとした。 

 

活動 1-3. GuaraniSat-2 のエンジニアリングモデル（EM）の試験を含む 6 ヶ月のハンズオン研修を九

州工業大学（九工大）で 2024 年 10 月から 2025 年 5 月の期間実施する。 

 

① 研修名 

衛星開発研修「パラグアイ国社会経済基盤開発に向けた宇宙計画管理プロジェクト（第２回技術研

修）」 

 

② 研修期間 

【第 1 バッチ】 
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 研修期間: 2024 年 10 月 4 日 – 2025 年 3 月 28 日 

 

【第 2 バッチ】 

 研修期間: 2025 年 4 月 3 日 – 2025 年 5 月 30 日 

 

③ 修了者数 

第 1 バッチにおいて AEP から 1 名、第 2 バッチにおいて AEP から 2 名の合計 3 名が研修を修了し

た。 

 

④ 研修の概要 

パラグアイの宇宙分野全体における能力向上、及び社会・経済・科学・技術力の向上のため、宇宙

関連技術の活用能力強化、地理空間情報に基づく意思決定の推進を行うことが必要であり、パラグア

イ独自の衛星によるデータ取得を促進するためにも、本研修は、衛星開発・衛星試験に関する技術・

知識を深めることを目的に実施された。研修に参加する AEP のエンジニア職員が、九工大において、

6 ヶ月のハンズオントレーニング（以下、「第 1 バッチ」という。）を通じて、超小型衛星のミッショ

ン定義策定、エンジニアリングモデル開発に向けた設計、試験に関する基礎的な計画策定や知見を取

得することを目標とした。また、同じく九工大において、2 ヶ月のハンズオントレーニング（以下、

「第 2 バッチ」という。）を通じて、AEP が開発した 3U 超小型衛星 GuaraniSat-2 のエンジニアリン

グモデルの一連の試験を実施し、AEP がフライトモデル開発に向けた試験データ取得とコンポーネ

ントの改良につなげる知見を得ることを目指した。第 1 バッチ、第 2 バッチの実施日、研修実施内容

をそれぞれ表 3.3.6-4.及び表 3.3.6-5.に示す。 
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表 3.3.6-4. KCCP（アップストリーム研修スケジュール）（第 1 バッチ） 

実施日 研修実施内容 

1 2024 年 10 月 7 日 - 2024 年 10 月 11日 - オリエンテーション、施設ツアー、キックオフ（10 月 7

日） 

- 国際低炭素街づくりフォーラムへの参加 （10 月 8 日、9

日） 

2 2024 年 10 月 14日 - 2024 年 10 月 18日 - BIRDS-RPM 衛星プロジェクト紹介 

- ミッションアイデア議論 

- 衛星電源系Ｉ講義 

3 2024 年 10 月 21日 - 2024 年 10 月 25日 - サブシステム担当分け 

- ミッション目的・コンセプト議論 

4 2024 年 10 月 28日 - 2024 年 11 月 1 日 - ミッション要求及びサクセスクライテリア議論  

- キューブサット磁場計測のための機械学習を用いた手法の

特別講義 

- 宇宙システム工学講義 

5 2024 年 11 月 4 日 - 2024 年 11 月 8 日 - ミッション要求議論 

- ミッションコンセプト及びモデルのレビュー 

- 衛星主バスのバジェット計算に関する議論 

6 2024 年 11 月 11日 - 2024 年 11 月 15日 - 衛星内部コンフィグレーション議論 

- 宇宙システム工学講義（11 月 14 日、 11 月 15 日） 

- 衛星電源系講義 （11 月 15 日） 

7 2024 年 11 月 18日 - 2024 年 11 月 22日 - 要求事項及び検証文書に関する議論 

- ミッションコンポーネントリスト準備 

- 衛星電源系講義 （11 月 22 日） 

8 2024 年 11 月 25日 - 2024 年 11 月 29日 - 宇宙システム工学講義 （11 月 28、11 月 29日） 

- 衛星電源系講義 （11 月 29 日） 

- 機能試作モデル（BBM）コンポーネント調達 

9 2024 年 12 月 1 日 - 2024 年 12 月 6 日 - ミッション電力消費議論 （12 月 4日） 

- ミッション運用モデル及びインターフェース議論 （12 月

4 日） 

10 2024 年 12 月 9 日 - 2024 年 12 月 13日 - ミッションデータバジェット及びコンフィグレーションの

アップデート議論 （12 月 11日） 

- 衛星工学概論講義 （12 月 12 日） 

- 衛星電源系講義 （12 月 13 日） 

11 2024 年 12 月 16日 - 2024 年 12 月 20日 - 衛星工学概論講義 （12 月 19 日）  

- BBM開発計画議論 （12 月 20 日） 

- 衛星電源系講義 （12 月 20 日） 
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実施日 研修実施内容 

12 2024 年 12 月 23日 - 2024 年 12 月 27日 - ミッション定義審査議論 （12 月 25 日） 

- 衛星工学概論講義 （12 月 26 日） 

13 2025 年 1 月 6 日 - 2025 年 1 月 10 日 - 衛星工学概論講義 （1 月 9 日） 

- BBM開発 （1 月 6日~ 1 月 10日）  

- ミッション定義改善コメント及び改良 （1 月 9日~ 1 月 10

日） 

14 2025 年 1 月 13 日 - 2025 年 1 月 17 日 - BBM試験計画及び目的議論 （1 月 13日~ 17日） 

- 宇宙システム工学講義 （1 月 16 日） 

- 衛星電源系講義 （1 月 17日） 

15 2025 年 1 月 20 日 - 2025 年 1 月 24 日 - BBM開発 （1 月 20日~ 24日）  

- 衛星工学概論講義 （1 月 23 日） 

- 衛星電源系講義 （1 月 24日）  

16 2025 年 1 月 27 日 - 2025 年 1 月 31 日 - BBM機能確認試験 （1 月 27日~ 31日） 

- 宇宙システム工学講義 （1 月 26 日、1 月 30 日） 

- 衛星工学概論講義 （1 月 30 日） 

17 2025 年 2 月 3 日 - 2025 年 2 月 7 日 - BBM機能確認試験 （2 月 3日~ 7 日）  

- 衛星工学概論講義 （2 月 6 日） 

- 衛星電源系講義 （2 月 7 日）  

18 2025 年 2 月 10 日 - 2025 年 2 月 14 日 - コマンド及びインテグレーション試験議論 （2 月 10日~ 

14 日）  

- 衛星工学概論講義 （2 月 13 日） 

- 宇宙システム工学講義 （2 月 13 日） 

19 2025 年 2 月 17 日 - 2025 年 2 月 21 日 - BBM機能確認試験 （2 月 17日~ 21日）  

- BBMソフトウエアソフトウエア開発 （2 月 17 日~ 21日）  

- BBMインテグレーション試験準備 （2 月 17 ~ 21日）  

20 2025 年 2 月 24 日 - 2025 年 2 月 28 日 - 衛星主バスと統合した BBM インテグレーション試験 （2

月 24 日~ 28日）  

- エンジニアリングモデル（EM）ボード回路図準備 （2 月

24 日~ 28日） 

21 2025 年 3 月 3 日 - 2025 年 3 月 7 日 -衛星主バスと統合した BBMインテグレーション試験 （3

月 3 日~ 7 日）  

- EM ボードレイアウト設計 （3 月 3 ~ 7 日） 

- EM ボード部品構成表準備 （3 月 5 ~ 7 日） 

22 2025 年 3 月 10 日 - 2025 年 3 月 14 日 - BBM電力消費試験 （3 月 10日~ 14日）   

- EM ボード及びコンポーネント調達発注 （3 月 12） 
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実施日 研修実施内容 

23 2025 年 3 月 17 日 - 2025 年 3 月 21 日 - 衛星主バスと統合した BBM インテグレーション試験 （3

月 17 日~ 21日）   

- イーサネット帯域外チャネル（eOBC）と統合した BBMイ

ンテグレーション試験 （3 月 18 日~ 21 日） 

- 基本設計審査（PDR）文書準備 （3 月 17 日~ 20 日）   

24 2025 年 3 月 24 日 - 2025 年 3 月 28 日 - BBMインテグレーション試験 （3 月 24 日~ 25 日）  

- 通信系電磁適合性（EMC）試験 （3 月 25 日~ 27 日）  

- PDR 実施 （3 月 27 日） 

- JICA トレーニングレポート報告 （3 月 28 日） 

 

表 3.3.6-5. KCCP（アップストリーム研修スケジュール）（第 2 バッチ） 

実施日 研修実施内容 

1 2025 年 4 月 2 日 - 2025 年 4 月 4 日 - オリエンテーション、施設ツアー 

- クリーンルームへの衛星搬入 

- 作業場の確認 

- 機器及び試験要求事項リストに関する議論 

- アンテナ修繕・プリント基板はんだ付け修繕 

- GuaraniSat-2 の EMの採寸 

2 2025 年 4 月 7 日 - 2025 年 4 月 11 日 - +Y パネルへのアンテナ取り付け 

- 各サブシステムの解体 

- バックプレーンボード試験 

- 衛星電源共有ラインの機能確認 

- 制御系（ADCS）とオンボードコンピュータ（OBC）の

通信確認 

- 通信系試験及び地上局セットアップ 

- 通信系と地上局の通信確認 

- 試験に向けた九工大試験設備の準備 

- アンテナ展開機構の改良 
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実施日 研修実施内容 

3 2025 年 4 月 14 日 - 2025 年 4 月 18 日 - 音響試験チャンバーのセットアップ 

- +Y パネルへのアンテナ取り付け 

- アンテナの電波計測及び周波数アジャストメント 

- アンテナパターン計測 

- 試験に向けた九工大試験設備の準備 

- 通信系 （436 MHz） 及び LoRa通信 （436.9 MHz）の

ダイポールアンテナアジャストメント 

-通信系 （436 MHz） 及び LoRa 通信 （436.9 MHz）のア

ンテナパターン計測 

- -Y パネルへの GPS及び Astradyne 社製セカンドペイロー

ド取り付け 

4 2025 年 4 月 21 日 - 2025 年 4 月 25 日 - クリーンルームにおけるアンテナ展開機構試験 

- アセンブリ後サブシステム及びペイロード試験 

- バッテリパックの組み込み 

- 機能確認試験に向けた衛星組立及び振動試験準備 

5 2025 年 4 月 28 日 - 2025 年 5 月 2 日 - 振動試験に向けた衛星組立 

- CWビーコンチェック、OBC、EPS、通信系機能確認 

- Z、X、Y 軸における振動試験実施 

- Z 軸ランダム振動試験での太陽パネル展開（展開中の弦

の不具合についてトラブルシューティングを行い、

Astradyne 社と解決した） 

- X 軸準静的振動試験での太陽パネル展開（太陽パネルを

固定する弦が解放してしまう不具合に対処） 

- 振動試験中に衛星に電源が入らない不具合に対処 

- 3軸において衝撃試験を実施 

- チャンバーでの低温試験に向けてアンテナを衛星から取

り外し  

6 2025 年 5 月 5 日 - 2025 年 5 月 9 日 - 衛星機能確認試験 

- ソフトウエア更新及びプログラム 

- ポリ塩化ビフェニル製-Y パネルの修復  

- 通信試験 

- 熱真空試験に向けた衛星解体 
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実施日 研修実施内容 

7 2025 年 5 月 12 日 - 2025 年 5 月 16 日 - 衛星機能確認追加試験 

- 熱真空試験に向けた衛星サブシステム及びペイロードへ

の熱電対の取り付け 

-熱真空試験に向けた機械構造検証と治具の取り付け  

- 熱真空試験チャンバー内部への衛星取り付け  

- 試験設備のポンプ、電力供給、ソフトウエアの検証  

- 試験設備の電気接続、電力供給、熱源、センサの検証 

- 22個の熱電対、6つの熱源、電力供給の確認  

- チャンバーの真空引き及び衛星機能確認試験 

8 2025 年 5 月 19 日 - 2025 年 5 月 23 日 - チャンバーの減圧 

- 試験前機能確認試験 

- 低温からの熱サイクル変化開始 

- 4サイクルの熱サイクル試験達成 

- 最高温度、最低温度での機能確認試験実施 

- 熱真空チャンバーから衛星取り出し 

- 衛星からの熱電対取り外し 

9 2025 年 5 月 26 日 - 2025 年 5 月 30 日 - FIUNA ミッション試験 

- 衛星アセンブリ及び最終機能確認試験 

- 衛星及び各種工具の収納 

- クリーンルーム清掃 

 

⑤ 研修の成果 

本研修における第 1 バッチと第 2 バッチの実施により、開発した「BIRDS-RPM」や「GuaraniSat-

2」エンジニアリングモデルの試験等を通じて、以下の成果を得た。 

 

（1） 解決すべき社会課題を踏まえた衛星ミッションアイデアの創出のための知見獲得 

（2） 超小型衛星のサブシステムの理解の増進 

（3） ミッション目的やコンセプト策定のための定義づけのための知見獲得 

（4） ミッションリクワイアメントとそれを踏まえたバスバジェット、コンフィグレーション

の設計技術獲得 

（5） BBM（Bread Board Model：機能試作モデル）コンポーネントの調達に関する知識獲得 

（6） BBM 設計開発、ソフトウエア開発技術獲得 

（7） BBM の機能性試験、インテグレーション試験、電源消費試験等の一連の試験技術の知見

獲得 

（8） 基本設計レビュー（PDR）の知見の増進 
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（9） 衛星エンジニアリングモデル（EM）のアンテナ試験、通信試験、振動試験、衝撃試験、

機能性試験、熱真空試験等の一連の試験技術の獲得 

（10） 上記（1）から（9）の成果をもって今後の GuaraniSat-2 等のパラグアイ国内開発衛星の

フライトモデル開発のための知見 

 

活動 1-4. 衛星データほかの処理・応用に関するトレーニングを実施する。 

 

① 研修名 

データ利活用研修「パラグアイ国社会経済基盤開発に向けた宇宙計画管理プロジェクト（ダウンス

トリーム研修）」 

 

② 研修期間 

研修期間: 2024 年 8 月 19 日 – 9 月 18 日 

 

③ 修了者数 

AEP から 6 名、植物・種子品質・検疫機構（SENAVE）から 1 名の合計 7 名が研修を修了した。 

 

④ 研修の概要 

本研修は、パラグアイの宇宙分野全体における能力向上、及び社会・経済・科学・技術力の向上の

ため、宇宙関連技術の活用能力強化、地理空間情報に基づく意思決定の推進に向けて実施した。研修

に参加した AEP 及び関連機関の職員が、防災と農牧の 2 つのテーマに対して、先進的かつ効果的な

衛星データ利活用に関する技術や知見を学び、パラグアイにおいて、関連機関と連携して、持続的に

衛星データを利用し、実運用に応用することを目標としている。また、我が国の産学間の宇宙関係者

とネットワーキングを行い、連携するための機会を提供することにより、将来的に宇宙技術を活用し

た両国の連携が強化されることを目標とした。研修の日時、訪問先を表 3.3.6-6.に示す。 

 

表 3.3.6-6. KCCP（ダウンストリーム研修スケジュール） 

月日 時間 訪問先 

8 月 18 日  日本到着 

8 月 19 日 10:00-12:00 JICA TIC でのブリーフィング 

 

13:30-15:30 研修目的、カリキュラム説明 

8 月 20 日 10:00-11:30 国土交通省* 

 

15:30-16:30 日本気象協会* 

8 月 21 日 10:00-12:00 アークエッジ・スペース① 

 

13:30-16:30 アークエッジ・スペース② 
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月日 時間 訪問先 

8 月 22 日 9:45-11:30 JAXA （宇宙技術の農業利用） 

 

13:15-16:15 宇宙関係企業とのネットワーキング* 

8 月 23 日 10:00-11:30 農林水産省 

 

14:00-15:30 ヤンマーアグリ 

 

15:30-17:00 国連宇宙部 （UNOOSA） * 

8 月 26 日 10:00-12:00 JAXA 筑波宇宙センター* 

 

14:00-16:15 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構（NARO）. 

8 月 27 日 10:00-12:00 国立研究開発法人土木研究所／International Centre for Water Hazard and Risk 

Management under the auspices of UNESCO （ICHARM） * 

 14:00-16:00 国立研究開発法人防災科学技術研究所 （NIED） * 

8 月 28 日 10:00-11:30 アクセルスペース①* 

 13:00-16:30 アクセルスペース② 

8 月 29 日 10:00-12:00 Synspective①* 

 13:30-16:30 Synspective② 

8 月 30 日 10:00-12:00 河川情報センター （FRICS） 

 14:00-15:30 サグリ 

9 月 2 日 10:30-12:00 アチーブメントレポート準備 

 14:00-16:15 ソニー 

9 月 3 日 10:30-11:30 スーパー堤防実習 

 15:00-17:00 東京外郭放水路実習 

9 月 4 日 13:30-16:30 静岡県 

9 月 5 日 10:15-12:00 岐阜大学① 

 13:30-16:30 岐阜大学② 

9 月 6 日 10:00-12:00 岐阜県・農業圃場フィールドサーベイ 

9 月 9 日 10:00-12:00 北海道大学① 

 13:30-16:30 北海道大学② 
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月日 時間 訪問先 

9 月 10 日 13:00-15:00 黒松内・牧場実習 

9 月 11 日 10:00-12:00 スマートリンク北海道① 

 14:00-16:30 スマートリンク北海道② 

9 月 12 日 10:00-12:00 北海道・農業圃場実習① 

 14:00-16:30 北海道・農業圃場実習② 

9 月 13 日 10:00-12:00 スマートリンク北海道③ 

9 月 17 日 10:00-12:00 パイロットプロジェクト準備① 

 13:30-16:30 パイロットプロジェクト準備② 

9 月 18 日 9:00-11:00 アチーブメントレポート発表 

 11:00-12:00 終了証授与 

9 月 19 日  離日 

＊JICA の別プログラムであるルワンダ国本邦研修との合同セッションとして実施された。 

 

⑤ 研修の成果 

講義と実習、さらに見学を組み合わせたカリキュラムをデザインし、以下の単元目標を達成した

（表 3.3.6-7.）。 

 

表 3.3.6-7. KCCP（単元目標） 

単元目標 カリキュラム構成 

単元目標 1: 光学及び SAR 衛星データを用いた防災

と農牧における社会課題解決の知見習得 

全カリキュラム 

単元目標 2: 光学及び SAR 衛星データを用いた我が

国における利活用事例の知見習得 

全カリキュラム 

単元目標 3: 我が国の省庁による衛星データの行政

利用の知見習得 

 国土交通省 

 農林水産省 

 静岡県 

単元目標 4: 我が国の研究機関や大学による宇宙技

術の社会実装に向けた研究開発に関する知見習得 

 JAXA 

 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構

（NARO） 

 国立研究開発法人土木研究所 

 国立研究開発法人防災科学技術研究所 （NIED） 

 岐阜大学 

 北海道大学 
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単元目標 カリキュラム構成 

単元目標 5: 民間企業による衛星データを活用した

ビジネス、公共サービス、社会課題解決の取り組み

についての知見習得 

 日本気象協会 

 アークエッジ・スペース 

 ヤンマーアグリ 

 アクセルスペース 

 Synspective 

 河川情報センター （FRICS） 

 ソニー 

 スマートリンク北海道 

単元目標 6: 我が国の産学間の多様な宇宙関連プレ

ーヤとのネットワーキングによる今後の協業の創出 

 宇宙関係企業とのネットワーキング 

 その他全カリキュラム 

単元目標 7: JAXA と AEP の宇宙機関間協力の促進  JAXA（JAXA の農業利用、筑波宇宙センター） 

単元目標 8: フィールドサーベイ、実習、ハンズオ

ンを通じた衛星データの実利用のための解析・検証

技術の習得 

 スーパー堤防実習 

 東京外郭放水路実習 

 岐阜県・農業圃場現地調査 

 黒松内・牧場実習 

 北海道・農業圃場実習 

単元目標 9: 上記単元目標 1 から 8の成果をもって

今後の業務や将来的な宇宙利用協力への適用 

 パイロットプロジェクト準備 

 その他全カリキュラム 

 

活動 1-5. AEP と本邦の政府系機関、大学、及び民間企業との連携を行う。 

 

2024 年 8 月 22 日に東京都内において KCCP（ダウンストリーム研修）の一環として JAXA、民間

企業（アクセルスペース、Synspective など）、CONSEO 企業と連携し、お互いの活動を紹介するネッ

トワーキングを行った。表 3.3.6-8.に KCCP で連携を図った企業及び調達を検討・調達を行なった衛

星データやプラットフォーム、機材等を示した。 

2025 年 9 月 12 日に JAXA 職員をプロジェクト予算で招聘し、宇宙分野で活躍する本邦企業を招聘

した。JAXA 職員と SPACELab 職員とを交えた協議を通じて、将来的な運用強化のための方針をまと

めた。さらに、最終 JCC 会議後でワークショップを行い、JAXA 職員による基調講演と本邦企業と

AEP、関係省庁、現地企業とのビジネスネットワーキングを行い、日本パラグアイ間の宇宙ビジネス

連携・強化を図った。 

これらの活動を通じて、AEP は本邦企業との協業で衛星データプラットフォームの開発を 2024 年

より開始した。また、すでに多くの本邦企業より AEP との協業（小型衛星コンステレーション開発

と運用、地上局ネットワーク構築、データプラットフォーム開発、データアプリケーション開発等）

を望む声が上がっている。 
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表 3.3.6-8. KCCP で連携を図った企業、大学及び政府機関 

# 産学官名 内容 ステー

タス 

備考 

民間企業 

1 アークエッジ・

スペース 

小型衛星コンステレ

ーション開発とデー

タ利活用 

衛星管制用地上局見

学 

ArkEdge 

Insight

の開発

で連携

中 

パイロットプロジェクト中に ArkEdge Insight の導入を

行い衛星データの実践的な利用を検討している。 

 

2 アクセルスペー

ス 

光学小型衛星コンス

テレーションと利活

用 

修了 Axelglobe データの調達を行いパイロットプロジェクト

（農牧）で活用している。 

3 建設技研インタ

ーナショナル 

洪水シミュレーショ

ン（iRIC）のハンズ

オンセミナー実施 

（オンライントレー

ニング） 

修了 パイロットプロジェクト（防災）の活動として洪水シ

ミュレーションのセミナーを実施している。 

4 サグリ 衛星データを活用し

た農業利用での民間

の取組 

修了 KCCP での連携 

5 Synspective SAR 小型衛星コンス

テレーションと利活

用プラットフォーム 

修了 KCCP での連携 

6 スマートリンク

北海道 

北海道農家のスマー

ト農業取組紹介 

修了 KCCP での連携 

7 ソニーグループ 低電力・低コスト衛

星通信技術紹介 

修了 KCCP での連携 

グローバルな衛星通信での協力を模索している。 

8 ヤンマーアグリ IoT と宇宙技術を統

合したスマート農業

の取り組み 

修了 KCCP での連携 

9 衛星地球観測コ

ンソーシアム

（CONCEO） 

企業紹介と交流 修了 KCCP での連携 

大学 

10 岐阜大学 衛星データを利用し

た洪水予測シミュレ

ーション研究紹介と

ハンズオン 

修了 KCCP での連携 

シミュレーションのハンズオンは、パイロットプロジ

ェクト（防災）で引き続き講義を行っている。 
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# 産学官名 内容 ステー

タス 

備考 

11 北海道大学 宇宙技術を利用した

農業研究事例 

畜産における衛星デ

ータ利用実習 

修了 KCCP での連携 

畜産での草種管理等実践的な衛星データ利用について

検討している。 

省庁・地方自治体等 

12 国土交通省 日本の治水対策・河

川行政・衛星データ

利活用 

修了 KCCP での連携 

13 農林水産省 農業統計への衛星デ

ータ利活用取組 

修了 KCCP での連携 

14 JAXA 衛星データの農業で

の利活用事例と研究

紹介 

筑波宇宙センター視

察と衛星データを用

いた災害対応の取組

紹介 

修了 KCCP での連携 

15 農研機構 宇宙技術の農業帝王

事例・研究紹介 

修了 KCCP での連携 

16 土木研究所 衛星データを活用し

た水災害・リスクマ

ネジメントの取組紹

介 

修了 KCCP での連携 

17 防災科学研究所 衛星データを活用し

た地震被災把握・災

害時の衛星オペレー

ション紹介 

修了 KCCP での連携 

18 河川情報センタ

ー 

川の防災情報につい

て 

河川の監視 

修了 KCCP での連携 

19 日本気象協会 日本の気象予報と災

害の情報伝達 

修了 KCCP での連携 

20 国連宇宙部 国連の衛星データを

活用した災害対応の

取り組み紹介 

修了 KCCP での連携 
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# 産学官名 内容 ステー

タス 

備考 

21 首都圏外郭放水

路地底探検ミュ

ージアム 

首都圏災害時対応の

事例紹介 

修了 KCCP での連携 

22 静岡県 地盤沈下監視への人

工衛星画像解析の活

用について 

修了 KCCP での連携 

 

 

3.3.7. 成果 2 に関わる活動 

活動 2-1. AEP 及び関連機関において、課題の特定やパイロットプロジェクトの実施にかかる協議体

を設定する。 

 

防災分野に関わると想定される関係機関を AEP とともに訪問し、聞き取り調査を実施した上で防

災分野の WG 候補の選定を実施した。WG 候補機関を表 3.3.7-1.に示す。WG 候補となった機関へは、

AEP からの参加要請レターとともに呼びかけた。表 3.3.7-1.で示した機関のうち水色でハイライトし

た機関は AEP の呼びかけに応じて WG のコアメンバとして定常的に WG に参加した。 

 

 

表 3.3.7-1. 防災分野 WG 候補機関 

機関名 

パラグアイ宇宙機構（AEP） 国家緊急事態庁 （SEN） 

経済開発省 （MEF） 公共事業通信省 （MOPC） 

国家統計局 （INE） 環境持続開発省 （MADES） 

国家森林局 （INFONA） 国立気象水文総局 （DMH） 

アスンシオン国立大学 （UNA） カトリカ大学 （UCA） 

土地開発庁 （INDERT）  

※ イタイプ水力発電所（ITAIPU）が 2024 年 7 月より参加 

 

WG 活動を実施するあたり、WG に関するガイドラインを作成し、活用内容について事前説明を

行った。WG ミーティングでは、主にパイロットプロジェクトに向けた説明や協議を実施した。実

施した WG ミーティングは、下記の表 3.3.7-2.の通り。 
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表 3.3.7-2. 防災分野の WG ミーティング 

協議 
開催日 

（現地時間） 
会場 概要 成果 

WG 事前ミーティ

ング 

2024 年 3 月 6 日 オンラ

イン 

WG のガイドラインの承認 

WG の結成 

WG 結成 

第 1 回目 WG ミー

ティング 

2024 年 4 月 24 日 現地 WG ミーティング目的 

衛星データ利活用事例の紹介 

パイロットプロジェクトに向けた

スケジュール 

聞き取り調査結果の確認及び衛星

データ利用に関する協議 

パイロットプロジェクトのスコー

プ案の共有・承認 

スコープの承

認 

第 2 回目 WG ミー

ティング 

2024 年 7 月 4 日 オンラ

イン 

洪水シミュレーションに必要なデ

ータ 

洪水ハザードマップ作成フロー 

洪水ハザードマップの利活用 

手法の承認 

第 3 回目 WG ミー

ティング 

2024 年 11 月 25日 オンラ

イン 

パイロットプロジェクト進捗状況

の共有 

ワークショップ開催予定及び発表

内容 

湛水域図→洪水ハザードマップへ

の落とし込み 

洪水ハザードマップの利活用 

進捗状況の共

有 

 

 

活動 2-2. 防災分野で宇宙関連技術の適用が有効な課題が特定される。 

 

宇宙関連技術の適用が有効な課題の洗い出しを行うため、2023 年 11 月～12 月の第１回目渡航で

防災分野の関係機関を訪問し、聞き取り調査を実施した。聞き取り調査にあたっては、業務内容、地

球観測衛星データに関する知見の有無や活用経験の有無、業務内容から想定される地球観測衛星デ

ータの利活用の可能性など念頭に行った。各機関から聞き取った情報を整理し、宇宙関連技術の適用

が想定される内容、役割と課題について整理した結果を表 3.3.7-3.に示す。 
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表 3.3.7-3. 防災分野への宇宙関連技術の適用に関する聞き取り調査結果 

訪問先 期待される衛星データ利用 役割 課題 

SEN 

 被害情報の収集 

 洪水早期警戒 

 森林火災モニタリング 

 災害時に AEP へ職員を派

遣し、国際チャーターにデ

ータ取得・配布を要請 

 被害状況の発信 

 洪水アラートの発信 

 AEP との連携が重要 

 衛星データからの被害情報の抽出に

は AEP からの協力が必要 

 災害発生時の衛星データ利用手順書

（他省庁との連携含む）は整備され

ていない 

 洪水早期警戒や森林火災モニタリン

グは、Windy の気象情報や NASA の

ホットスポット情報のみ 

MEF 

 洪水ハザード／リスク

マップ 

 ＊土地テリトリー管理

へ反映 

 減災ための土地テリトリ

ー管理を行う 

 防災サイクルの事前フェ

ーズとして洪水ハザード

／リスクマップの配布 

 洪水ハザード／リスクマップの作成

に関する知見が必要 

 AEP からの協力が必要 

MOPC 

 洪水ハザード／リスク

マップ 

 ＊公共事業計画や実施

後の安全面評価に活用 

 公共事業への洪水早期

警戒システムの取り入

れ 

 公共事業によるインフラ

の安全面の確認 

 減災を考慮した公共事業

の実施 

 洪水ハザード／リスクマップの作成

に関する知見が必要 

 AEP からの協力が必要 

INE 

 衛星データによる統計

情報の更新 

 災害時に SEN へ統計情報

を共有（リクエストベー

ス） 

 洪水ハザード／リスクマ

ップ作成へ統計情報を提

供 

統計情報の提供と言う点では課題なし 

MADES 

 森林火災モニタリング 

 森林火災リスクマップ

の作成 

 森林火災モニタリングと

SEN 等への情報提供 

 森林火災リスクマップを

使った早期警戒 

 森林火災モニタリングは NASA のホ

ットスポット情報のみ 

 森林火災モニタリングで INFONA と

は連携していない 

 森林火災リスク評価に基準がなく、

各省庁（5 機関）での評価が違ってい

る 

 国立公園などの管理で人員不足 

＊森林火災警戒のためのパトロール

人員が不足 
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訪問先 期待される衛星データ利用 役割 課題 

INFONA 

 森林火災モニタリング 

 森林火災リスクマップ

の作成 

 森林火災モニタリングと

SEN 等への情報提供 

 森林火災リスクマップを

使った早期警戒 

衛星データを利用したモニタリング能

力があり、技術面での課題はなし 

 森林火災モニタリングで MADES と

は連携していない 

 森林火災リスク評価に基準がなく、

各省庁（5 機関）での評価が違ってい

る 

DMH 
 洪水早期警戒  洪水早期警戒のための気

象情報を SEN へ提供 

 洪水災害時の対応に関する標準書は

整備されていない 

UNA 

 森林火災モニタリング 

 森林火災リスクマップ

の作成 

 森林火災解析アルゴリズ

ム等の知見を提供 

 各専門家からの知識の提

供 

知見の提供と言う点では課題なし 

UCA 

 洪水早期警戒  河川水位や流量計測の低

価格センサの開発と提供 

 設置済みのセンサからの

情報の提供 

 各専門家からの知識の提

供 

知見の提供と言う点では課題なし 

 

ヒアリングから得られた情報を整理した結果、防災分野における洪水災害の関連機関については、

SEN、MEF、MOPC、INE、DMH、UCA であった。また森林火災の関連機関については、SEN、MADES、

INFONA、UNA であった。 

2024 年 4 月に実施された第 1 回目の防災分野 WG ミーティングにて、ヒアリング結果を基に宇宙

関連技術の適用が有効な課題を協議し、下記の災害の種類及び災害管理フェーズにおける対応が宇

宙関連技術の適用が有効であると確認した。 

 災害の種類：洪水 

 災害管理フェーズ：緊急対応フェーズ、事前準備フェーズ 

 課題 1：洪水発生時の衛星データ活用に関する手順書が整備されていない 

 課題 2：地域別の洪水ハザードマップが整備されていない 

 これらを解決するために、パイロットプロジェクトを通して、衛星データ活用標

準手順書及び洪水ハザードマップ作成にかかる技術移転を行うこととした。 

 

SEN ならびに UCA からは、洪水災害の事前準備フェーズで活用できるハザードマップの作成が宇

宙関連技術の適用が有効な課題として挙げられた。INE からは、緊急対応フェーズにおける衛星デ

ータ活用標準書の整備が課題として挙げられた。  
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活動 2-3. 課題に対して宇宙関連技術を適用するスコープを決定し、実験的に取り組みを設計する。  

 

2024 年 4 月に実施された第 1 回目の防災分野 WG ミーティングにて挙げられた災害の種類ならび

に災害管理フェーズをもとに協議し、パイロットプロジェクトを洪水災害における事前準備フェー

ズで活用される洪水ハザードマップの作成とした。また対象エリアをアスンシオン市のバニャード

地区とした。 

パイロットプロジェクトに向けた洪水ハザードマップ作成のため、現地視察を実施した。図 3.3.7-

1.の河川付近の青色でハイライトした区域がバニャード地区であり、赤線で囲ったNorte エリアと Sur

エリアの両方を視察した。また、現地視察の様子を図 3.3.7-2.に示す。 

 

 
図 3.3.7-1. 現地視察エリア 

 

対象エリアのバニャード地区は、もともと湿地帯であったエリアに住民が瓦礫などで違法に埋め

立てた地域で、河川に近く標高の低い平らな地形を有している。湿地帯と隣接しており、近くを横断

するハイウェイが溜まった水の逃げ道を塞ぐ形になっている特徴がある。そのため雨季に発生する

季節性洪水だけでなく、ゲリラ豪雨による瞬間的な洪水も多発している地域である。この地域の住宅

は平屋が多く、住民によると 2m 以上の洪水で屋根まで浸かることもあったとの情報を得た。また、

地域全体が平らで低いため、洪水時の避難が困難とのことであった。 



57 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.7-2. 視察写真（左：住民の家屋、右：湿地帯） 

 

洪水ハザードマップを作成するには、洪水氾濫解析を通して湛水域を算出する必要がある。湛水域

の算出については洪水の各種シナリオに応じてシミュレーションを行い、得られた湛水域を基にそ

の地域での活用に適切な洪水ハザードマップとして、様々な情報をインプットして仕上げる必要が

ある。また洪水氾濫解析に用いるソフトウエアを選定し、解析に必要なデータの準備などを行うこと

も重要である。洪水氾濫解析については、仕様するソフトウエアの種類によらず、水文の基礎及び氾

濫解析の基礎を学ぶ必要がある。 

そのため、パイロットプロジェクトを「データ準備」、「洪水氾濫解析ソフトに関するトレーニング」、

「洪水氾濫シミュレーションと湛水域マップの作成」、「洪水ハザードマップの作成」、「洪水ハザード

マップの利活用に関する協議」の 5 項目で構成した。図 3.3.7-3.にパイロットプロジェクトのスケジ

ュール、図 3.3.7-4.に実施フローを示す。 

 

図 3.3.7-3. 防災分野パイロットプロジェクトのスケジュール 
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図 3.3.7-4. 防災分野パイロットプロジェクトの実施フロー 

 

 

活動 2-4. 衛星データ及びデータ処理・収集ようの機器（ハードウエア及びソフトウエア）購入計画

を策定する。 

 

パイロットプロジェクトして設定した洪水ハザードマップ作成に向けて必要なデータの策定及び

衛星データの購入検討を行った。防災分野では、洪水時に観測された衛星データが国際チャーターを

通して AEP に蓄積されていることから、購入は行わないこととした。洪水ハザードマップ作成に必

要なデータを表 3.3.7-4.に示す。 

 

表 3.3.7-4. 洪水氾濫解析に必要なデータ一覧 

データの種類 内容 備考 

降雨データ  観測所の位置情報 

 観測間隔（日単位、時間単位） 

 観測期間 

 観測開始からの全てのデータがあるのが望ましい 

水文データ  パラグアイ川の水位・流量 

 観測間隔（日単位、時間単位） 

 観測期間 

 観測開始からの全てのデータがあるのが望ましい 

イパラカイ湖の

水位 

 観測間隔（日単位、時間単位） 

 観測期間 

 観測開始からの全てのデータがあるのが望ましい 

過去の洪水記録  時期やその時の雨量 

 浸水しているときの写真等 

 新聞記事やYouTube動画など 

 時期だけでなく、写真や動画などもあると良い 
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データの種類 内容 備考 

地形データ  DEM（Digital Elevation Model）  DTM（Digital Terrain Model）が望ましい 

 特に平坦な地形では高さ精度が重要 

土地利用データ  衛星データなどから作成した土地

被覆・利用が分かるデータ 

  

橋梁の図面  パラグアイ川にかかっている 2 本

の橋梁の設計図など 

 図面があれば河川洪水時の水位の推測に役立つ 

アルゼンチン側

の水文データ 

 パラグアイ川の水位・流量 

 観測間隔（日単位、時間単位） 

 観測期間 

 国際河川であり下流域の水位・流量を確認し、パラ

グアイ川一体で検証するため 

 

パイロットプロジェクトの対象エリアであるバニャード地区では、季節性洪水による河川からの

流入による外水氾濫とゲリラ豪雨などの瞬間的洪水による内水氾濫の 2 種類が発生していることか

ら、外水氾濫、内水氾濫の両方でシミュレーションが行える iRIC をパイロットプロジェクトで活用

するソフトウエアとした。iRIC は、水工学に係る数値シミュレーションのプラットフォームで、無

償で利用が可能。河川の流れ・河床変動解析ができるソフトウエアであり、氾濫や流出、津波、土石

流モデルなどの様々な数値シミュレーションモデルなどの機能拡張が続けられている。 

 

活動 2-5. 災害リスクの防止と軽減に資する衛星データ解析及び使用方法に関する人材育成を行う。 

 

洪水氾濫シミュレーションに活用する iRIC に必要なデータの種類について AEP へ共有し、AEP が

中心となって防災分野 WG に参画する機関の協力を得ながらデータ取集することで、AEP の職員と

関係機関との連携強化を行った。また洪水氾濫シミュレーションに必要なデータ、特に DEM データ

の重要性について知見の取得が行えた。 

本邦研修では、防災分野における研修として日本の治水対策、河川行政、河川管理と情報システム、

日本の気象予報と災害情報伝達、日本の衛星データを用いた災害対応への取り組みについて学び知

見が得られた。また水災害・リスクマネジメント国際センターにおいては、パイロットプロジェクト

で使用する iRIC や日本が開発した RRI モデル（降雨流水氾濫モデル）の紹介があり、パイロットプ

ロジェクトに向けた入口となった。日本の河川管理の現場視察として、墨田川スーパー堤防や首都圏

外郭放水路を視察し、日本における治水について実体験できた。また岐阜大学にて、パイロットプロ

ジェクトで使用する iRIC によるテストデータを使った洪水氾濫解析を体験することができた。 

パイロットプロジェクトとして実施した「洪水氾濫解析ソフトに関するトレーニング」では、iRIC

の使用を前提としたオンライントレーニングを 11 月 6 日～12 月 13 日（日本時間）で合計 12 回実施

した。オンライントレーニングでは、利用可能な衛星データ、DEM、衛星からの雨量データの紹介、

一般的な洪水管理や流量モデルなどを説明し、収集したパラグアイのデータを使った iRIC による洪

水氾濫シミュレーションのハンズオントレーニングを行った。オンライントレーニングの日程及び

実施内容を表 3.3.7-5.に示す。 
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表 3.3.7-5. 第１回オンライントレーニング 

NO. 日付 内容 

1 2024 年 11 月 6 日 一般的な洪水管理及び水力解析と必要な情報について 

2 2024 年 11 月 7 日 衛星データの活用と衛星プロダクションの紹介 

3 2024 年 11 月 8 日 GSMap、DEM（Merit、Fabdem など）の紹介と振り返り 

4 2024 年 11 月 12日 iRIC の紹介とハンズオントレーニング（入力データとパラメータの確認） 

5 2024 年 11 月 13日 ハンズオントレーニング（計算実行と結果の可視化） 

6 2024 年 11 月 14日 iRIC のその他の機能の紹介と振り返り 

7 2024 年 11 月 19日 パラグアイの実データを使ったハンズオントレーニング 1 

8 2024 年 11 月 20日 パラグアイの実データを使ったハンズオントレーニング 2 

9 
2024 年 11 月 21日 ハイドログラフの紹介とハンズオントレーニング（ハイドログラフの作

成） 

10 2024 年 11 月 26日 ハンズオントレーニング（洪水予測図の作成） 

11 
2024 年 12 月 4 日 参加研修員による計算結果発表及び意見交換、トレーニング全体の振り返

り 

12 2024 年 12 月 13日 オンライン Q＆A 

 

防災分野における関係機関にも広く知見を得てもらうため、参加者については、AEP だけでなく

WG メンバにも通知を行い募った結果、AEP、DMH、INE、MOPC、UCA、UNA から 38 名が参加登

録し、この内、15 名がすべての回を受講し、13 名が動画視聴による後日の受講であった。実施した

オンライントレーニングは、全て動画で記録し、受講の機会を逃した参加希望者も後から学べるよう

配慮した。配布公開している講義資料ならびに後述するマニュアルと合わせて、オンライントレーニ

ングの動画を視聴することで、復習として繰り返し学べるだけでなく、AEP はじめ WG メンバ機関

に新しく入る職員へのトレーニングにも活用されることが記載される。実際、オンライントレーニン

グ終了後も新たに 13 名が、動画を見ながら受講した。 

なお、全講義を受講した 15 名については、トレーニング受講証明書（図 3.3.7-5.参照）の発行を行

った。 
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図 3.3.7-5. 受講証明書 

 

洪水ハザードマップ作成のためのオンライントレーニング時にリクエストがあった、RRI モデルに

ついても、追加のオンライントレーニングを開催し、6 月 24 日～8 月 25 日（日本時間）で合計９回

実施した。RRI モデルは、本邦研修でも訪問した水災害・リスクマネジメント国際センター（ICHARM）

が開発したモデルであり、流域に降った雨が河川に集まり、氾濫となって河川を溢れて流れる現象を

流域一体で予測するモデル。iRIC に加えて RRI モデルを理解することで、河川流量を計測していな

い河川域においても洪水シミュレーションを実施できるようになる。オンライントレーニングの日

程及び実施内容を表 3.3.7-6.に示す。第 2 回目オンライントレーニングの参加者は、10 名であった。

全員がすべての回を受講し、第 1 回目と同様に受講証明書を発行した。 

 

表 3.3.7-6. 第２回オンライントレーニング 

NO. 日付 内容 

1 2025 年 6 月 24 日 流出・氾濫解析概要、流出・氾濫解析で用いる衛星プロダクトの紹介 

2 
2025 年 6 月 26 日 衛星プロダクト・地上雨量データを用いた解析手法、RRI モデルのインス

トール方法 

3 
2025 年 7 月 1 日 RRI モデルのハンズオントレーニング 1, 2： 

地形データ及び降雨データの準備方法、RRI モデルの実行方法 

4 
2025 年 7 月 3 日 RRI モデルのハンズオントレーニング 3： 

計算結果の可視化方法、課題の説明 

5 2025 年 7 月 22 日 RRI モデルの GUI の紹介と Ypane川流域での実践 

6 2025 年 7 月 24 日 RRI モデルの GUI での Alberdi 付近の浸水解析 
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NO. 日付 内容 

7 2025 年 7 月 29 日 RRI モデルの各種データフォーマット・水文パラメータの説明 

8 2025 年 7 月 31 日 参加研修員による課題の発表及び意見交換 

9 2025 年 8 月 25 日 RRI モデルの GUI の問題点整理と GSMap の使用方法 

 

第 1 回目のオンライントレーニング後、洪水氾濫シミュレーション結果をもとにした洪水ハザー

ドマップの作成や、WG メンバを訪問し利活用について協議することで、ハザードマップに必要な情

報や活用について学ぶことができた。 

 

活動 2-6. 協議体、学界やその他の政府及び非政府組織との既存の協定を活用し、パイロットプロジ

ェクトを実施する。 

 

洪水ハザードマップ作成のための洪水氾濫シミュレーションを行うため、WG メンバを通してデー

タを収集した。今回、WG メンバの協力を得て収集できたデータを表 3.3.7-7.に示す。 

 

表 3.3.7-7. 収集データ一覧 

データ項目 ファイル名 備考 

降雨データ  ENG_AsuncionPort_EXP214832_ 

nivel218（Excel） 

 水位・流量計と同じ箇所 

 Precipitation のタブ参照、単位は[mm] 

水文データ  ENG_AsuncionPort_EXP214832_ 

nivel218（Excel） 

 EXP 214832_nivel219（Excel） 

 EXP 214832_nivel222（Excel） 

 水位[m]、流量[m3] 

 219 と 222 は水位データのみ 

 222 は設置位置情報も無 

土地利用データ  LandCover_FCA_UNA_2011  Shapeファイル 

河川網データ  RiverNetwork_PY_INE2012  Shapeファイル 

流域界データ  Lim_Cuencas2013  Shapeファイル 

DEM データ  DEM_PY_ALOSPARSAR_12.5M  GeoTIFFファイル 

 ALOS PALSARを使って JAXA が作成 

橋梁の図面  Adenda_N3.ATLAS_DE_PLAN_CAD  CAD（DWG ファイル） 

アルゼンチン側の水

文データ 

   入手できず 

過去の洪水記録  Priority 1:30 and 31 December 2015、1 

January 2016 

 Priority 2: 28 and 29 May 2019 

 Priority 3: 19 November 2018 

 パイロット対象エリアでひどい洪水が起き

た時期 

 

オンライントレーニングを通して、iRIC による洪水氾濫シミュレーションを学び、浸水域図を作

成することができた。浸水域図は、河川からの外水氾濫だけでなくゲリラ豪雨による内水氾濫の両方

について作成することができた。 
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洪水ハザードマップについては、日本の自治体が整備した洪水ハザードマップを紹介し、洪水によ

る浸水域だけなくハザードマップとしてどのような情報が必要かを示し、ドラフトを作成した上で、

実際に活用する SEN と協議し、パラグアイで必要な情報を盛り込んだ洪水ハザードマップを作成し

た。作成した洪水ハザードマップを図 3.3.7-6.に示す。 

 

図 3.3.7-6. 洪水ハザードマップ（左：Norte エリア、右：Sur エリア） 

 

また SEN だけでなく、WG の各メンバにも作成した洪水ハザードマップについて説明を行い、利

活用について協議を行った。SEN を含む各メンバからは、利活用として洪水が起きたときの計画準

備への活用や被害に関する統計情報の発信に活用したいなどと言った意見が寄せられた。 

パイロットプロジェクトでは、実施したトレーニングや浸水域への情報付加による洪水ハザード

マップ作成についてとりまとめ、マニュアルとして整備した（図 3.3.7-7.）。これにより、今回参加し

ていない AEP の職員や WG メンバも洪水ハザードマップ作成について学べ、職員の能力強化を図る

ことができる。マニュアルの詳細は、別添 4 を参照。 

本パイロットプロジェクト実施後には、オンライントレーニングの講義資料及び動画を通して新

たに洪水氾濫解析を学んだ UNA の学生が、別地域の洪水ハザードマップについて本マニュアルを使

い作成し、パイロットプロジェクトの拡張を図ることができた。 

 

 
図 3.3.7-7. マニュアルと洪水ハザードマップダッシュボード 
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活動 2-7. パイロットプロジェクトの結果を現地/国際的に公開する。 

 

第 3 回渡航時の 2025 年 2 月 19 日にパラグアイでワークショップを開催し、パイロットプロジェ

クトの成果を公開した。ワークショップではプロジェクトの活動について、WG の結成、課題の特定

と衛星データの活用に関する協議、パイロットプロジェクト設定について説明を行い、オンライント

レーニングを通して学んだ内容について発表し、作成した洪水ハザードマップの紹介を行った（図 

3.3.7-8.）。 

ワークショップ開催に合わせ、本パイロットプロジェクトのマニュアルの第一版をリリースし、出

席者にレビューと改善点などのフィードバックを依頼した。マニュアル第一版は、オンライントレー

ニングで学んだことが再現され、iRIC を使って洪水浸水域シミュレーションができるようまとめら

れている。また正式な最終版については、最終 JCC の開催時にリリースした。今後も必要に応じて

レビュー及び改善を実施していく予定である。また AEP は、本パイロットプロジェクトの成果につ

いて、GEOLab が年に一度公開している Atlas に掲載した。 

パイロットプロジェクトで作成された洪水ハザードマップについては、WEB 上で確認できるダッ

シュボード（図 3.3.7-7.）を開発し、コンピュータやスマートフォンで任意に確認できるようにした。

このダッシュボードについては、最終 JCC の開催時に QR コードからアクセスできるよう公開した。 

 

図 3.3.7-8. ワークショップの様子 

 

3.3.8. 成果 3 に関わる活動 

活動 3-1. AEP 及び関連機関において、課題の特定やパイロットプロジェクトの実施にかかる協議体

を設定する。 

 

本プロジェクトにおいては、表 3.3.8-1.中青色で示す 9 機関により WG が正式に結成され、さらに

プロジェクト期間中に ITAIPU 水力発電所および IPTA が新たに参加するなど、WG の拡充が図られ

た。WG は定期的に招集され、プレミーティングを含めて全 4 回のワーキンググループ（WG）が開

催され、各回の議題および決定事項は表 3.3.8-2.に示す通りである。 
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表 3.3.8-1. 農牧分野 WG 候補機関 

機関名 

パラグアイ宇宙機構（AEP） 農牧省（MAG） 

経済開発省（MEF） 国家植物種子品質研究所（SENAVE） 

土地開発局（INDERT） 国家統計局（INE） 

国家森林局（MADES） 国家森林局（INFONA） 

国立気象水文総局（DMH） アスンシオン大学（UNA） 

カトリカ大学（UCA）  

※ イタイプ水力発電所（ITAIPU）、パラグアイ農業技術研究所（IPTA）がプロジェクト期間中に追

加で参加 

 

表 3.3.8-2. WG ミーティングの概要 

協議 
開催日 

（現地時間） 
会場 概要 成果 

WG 事前ミー

ティング 

2024 年 3 月 6 日 オンライン  WG のガイドラインの承

認 

 WG の結成 

 WG 結成 

第 1 回目 WG

ミーティング 

2024 年 4 月 24 日 現地・ 

オンライン

併用 

 特定された課題の共有 

 パイロットプロジェクト

のスコープ案の共有・承認 

 スコープの

承認 

第 2 回目 WG

ミーティング 

2024 年 7 月 4 日 オンライン  手法およびデータ調達に

関する説明および協力依

頼 

 手法の承認 

 

第 3 回目 WG

ミーティング 

2024 年 11 月 25日 オンライン  モニタリング結果の共有  結果に対す

るフィード

バック 

 

この WG の形成に先立ち、初回渡航時には、想定される WG 候補機関（表 3.3.8-1.）を AEP と共

に訪問し、聞き取り調査を行ったことを契機に、2024 年 3 月に候補機関を招集してガイドラインに

基づく説明を行った結果、正式に発足したものである。また、AEP による積極的な対外的アプローチ

により、ITAIPU 水力発電所及び IPTA の参加が実現した。 

 

活動 3-2. 農牧分野で宇宙関連技術の適用が有効な課題が特定される。 

 

農牧分野において、広域的な生育状況の把握手法が未整備であり、気候変動への早期対策が困難で

あること、生育状況の確認に多大な労力を要すること、また作付け・収量に関する国内統計・予測の

精度などが、宇宙関連技術の導入が有効と考えられる課題として特定された。 

課題の特定にあたっては、まず初回渡航時に行った関係機関への聞き取り調査を通じて得られた
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情報をもとに、衛星データ利用・各機関の役割・課題を整理し（表 3.3.8-3.）、衛星画像解析に対する

高い期待を明らかにした。また、AEP が基本的な植生解析の経験を有している一方で、現地調査によ

る解析結果の検証が十分に行われていないという、現場での解析手法に関する課題が明らかとなっ

た。 

 

表 3.3.8-3. 農牧分野に関する訪問省庁大学機関からのヒアリング結果の整理 

訪問先 
農牧分野への衛星データ活用に 

対する期待・関心 
想定される衛星データ利用 課題 

MAG 

災害時、農業保険による保証料

決定のため農地の被害を正確に

把握するために活用したい 

UAV データと衛星データの連携

によるスマート農業の展開 

気候変動へ適応した農業のため

にデータを活用し食料安全保障

につなげたい 

 農地水分量のリアルタイムモ

ニタリング 

 農薬のスポット散布に活用す

る可変施肥マップの作成 

 AEP との連携が重

要 

 衛星データと UAV

データを連携し利

活用できる人材の

不足 

 WG 内での知見の

共有 

MEF 
戦略的地域計画のために衛星デ

ータを活用したい 

 気候変動に応じた農作物の栽

培適地に関する情報共有 

 WG 内での知見の

共有 

SENAVE 

パラグアイ国内における農作物

の品質・安全性を保障するため

に活用したい 

 国内農産物のトレーサビリテ

ィの担保 

 土質・水質情報調査 

 農地の区画情報（圃

場ポリゴン）の整備

数が少ない 

 衛星データを活用

した土質・水質調査

の全国的な実施が

必要 

INDERT 

国内で栽培される農作物の分光

特性について、SENAVE などと

連携して整理を行いたい 

 作付け情報調査  衛星解析部門の設

立が求められてお

り人材育成が必要 

 WG 内での知見の

共有 

INE 

地理空間情報インフラストラク

チャを国内で構築する必要があ

る 

 衛星データによる統計データ

の更新 

統計情報の提供と言

う点では課題なし 

MADES 

保護区内での違法伐採および違

法薬物の栽培の検知に活用した

い 

 森林伐採の早期検知 

 違法薬物栽培の検知 

 GEOLab との連携

が必要 

INFONA 

土地利用改変のモニタリングを

行っており、より早期での改変

検知に関心がある 

 土地利用改変の早期検知・情

報提供 

 土地利用の改変検

知情報の MADES

やその他農牧関連
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訪問先 
農牧分野への衛星データ活用に 

対する期待・関心 
想定される衛星データ利用 課題 

機関との連携 

DMH 

―  異常気象による不作や災害被

害警戒のための気象情報の提

供 

 WG 内での知見の

共有 

UNA 
UAV データと連携したスマート

農業に関する研究を行っている 

 衛星データのスマート農業へ

の応用 

 WG 内での知見の

共有 

UCA 

気象学や土地利用改変、および

数値解析モデルの構築について

研究を行っている 

 土地利用改変の早期検知 

 衛星データを用いた数値解析

アルゴリズムの開発および知

見の提供 

 WG 内での知見の

共有 

 

農牧分野に関する訪問省庁大学機関からのヒアリング結果による衛星画像解析に対する高い期待

を受けて、第 2回渡航時には関連性の高い機関を中心に追加ヒアリングを実施した結果（表 3.3.8-4.）、

広域的な情報把握が労働時間の削減やリスク管理に資する重要なテーマであることが確認された。

また、手順書等の整備によって、こうした技術の広域展開が可能であるとの認識も共有された。 

 

表 3.3.8-4. 追加ヒアリング結果 

機関名 課題と期待 

MAG 

対象は主に小・中規模農家であり、衛星の利活用については作物の健康状態、土壌水

分のモニタリングや収量予測などについて生育期間全体での監視が重要と考えてい

る。すでに Landsat やMODIS などの衛星画像の利用は行っているが、より解像度の

高い画像の利活用について関心がある。 

SENAVE 

全国にフィールドがあり病虫害などのモニタリングのため、月に一回程度 SENAVE

職員または地域の職員が現地の確認を行っている。 

農家により、収量などが報告されていており、ポータル上で情報は管理されている

が、データの共有などは今のところ他の省庁と行っていない。今後、協力を進めてい

きたいと考えている。 

INDERT 
地籍管理のため農地における営農状況を把握すべく現地調査を行っており、衛星利活

用による労働削減に関心がある。 

 

追加ヒアリングの結果から、宇宙技術は農牧分野における実務的課題の解決に向けた有効な手段

であり、今後の技術実装に向けた具体的な方向性を示すものといえる。 

 

活動 3-3. 課題に対して宇宙関連技術を適用するスコープを決定し、実験的に取り組みを設計する。 

 

活動 3-2 で整理・特定された、広域的な生育状況の把握手法の未整備、気候変動への早期対応の困

難、生育確認に伴う労力負担、そして統計・予測精度などの課題を踏まえ、モニタリングにかかる労
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働コストの削減やリスク管理に資するダイズの生育状況の広域把握手法確立をスコープとしてパイ

ロットプロジェクト設計を行った。 

スコープの決定にあたり、特定された課題のうち広域的な生育状況把握手法の確立が特に重要な

テーマとして位置づけられた。また、パラグアイにおけるダイズ生産の重要性から、対象作物はダイ

ズとした。本スコープは労働コストの削減やリスク管理といった実務上のニーズに直結するもので

あり、関係機関にとって実用性の高いテーマである。さらに、国内統計に資する作付面積や収量推計

の解析に必要な基礎データの収集にもつながる取り組みである。本スコープについて、2024 年 4 月

に対面で行った第 1 回の WG ミーティングで共有し、WG から承認を得た。 

承認されたスコープ・テーマについて、技術的課題として指摘されていた現場検証の必要性も考慮

し、解析結果の解釈能力向上を目的としたスコープを含めて設計が行われた。設計の詳細については、

表 3.3.8-5.に示す通りである。 

 

表 3.3.8-5. パイロットプロジェクト設計詳細 

項目 内容 備考 

目的 衛星画像を用いたダイズ生育状況の広域把握

手法の検証 
― 

使用データ  衛星画像（Sentinel-2、PlanetScope、 GRUS） 

 気象データ 

衛星画像調達に関しては活動 3-4 に記

載。気象データは DMH に提供しても

らう。 

対象地域 Caaguazú 地域の SENAVE の連携圃場 

（図 3.3.8-1.） 

MAG および SENAVE に対象として適

した条件（面積が 30ｍ×30m 以上であ

る、草丈の測定などが可能である、ア

スンシオンから日帰りで現地調査に行

くことができる、等）を満たす圃場に

ついてヒアリングを行い決定。 

期間 ① 2024 年 9 月~2025 年 2 月 

② 2024 年 2 月~2024 年 7 月 

① パイロットプロジェクト実施期間 

② 後期運用期間 

手

法 

生育状況解析 パイロットプロジェクト実施期間間における

対象圃場の生育状況の把握を、NDVI 解析や

時系列解析により実施し、生育マップを作成

する。また、現地調査を月に一回程度行い、

解析データと現地情報との紐づけを行う。 

― 

現地調査 パイロットプロジェクト実施期間中、現地調

査を月に 1 回程度行い、ダイズの生育ステー

ジ、草丈、および莢数を計測する。 

― 

モニタリング

手法の検証・

データ蓄積 

過去 2 作期と後期運用期間中におけるダイズ

圃場の NDVI 時系列解析を行い、気象状況や

雨季・乾季ごとの生育の違いを分析する。 

データの検証のみならず、雨季作と乾

季作で生育スピードなどが異なること

が予想されるため、多時期の画像解析

を行うことで知見の蓄積を行う。 
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項目 内容 備考 

作付け分類 上述の生育状況解析によって収集されたフェ

ノロジーデータを用いて、作付け分類の手法

を検討し、作付け分類マップの作成を試み

る。 

― 

実施体制 AEP 主導によるWG メンバによるデータ連

携・共同実施 

SENAVE による現地調査補助、DMH

による気象データの貸与、等 

成果物 生育マップ、解析手順書 ― 

 

なお、農牧分野における宇宙関連技術の活用に向けては、対象課題に対する解析手法の確立だけで

なく、継続的なデータ蓄積を通じたさらなる利活用の可能性を見据えた取り組みが求められる。この

観点から、本プロジェクトでは、生育モニタリングによって蓄積した情報をもとに作付けマップの作

成手順についても後期運用期間に試みるものとした。本内容については、第 3 回渡航時に MAG から

得た「作付け状況の把握に際して衛星利活用が国内統計に資する形で行いたい」とのコメントに基づ

き、AEP と協議の上決定した。 

 

 
図 3.3.8-1. 対象地域の位置図及び概況 

 

活動 3-4. 衛星データ及びデータ処理・収集用の機器（ハードウエア及びソフトウエア）購入計画を

策定する。 

 

今後の継続的な利活用を見据え、衛星データの購入計画を策定した。    

まず、持続的な運用を前提に、無償で利用可能な衛星データを活用する方針に加えて、効果的なモ

ニタリングを実現するためには、時間分解能の高い衛星画像の取得が必要であるとの認識が AEP と

共有され、知見蓄積に資する画像の購入について合意が得られた。 
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これを踏まえ、解析タイムラインおよび生育暦に合わせた調達計画を立案し、対象画像の諸元と合

わせて表 3.3.8-6.の通り整理した。 

 

表 3.3.8-6. 衛星画像調達計画および諸元一覧 

項目 
内容 

PlanetScope GRUS 

運用機関 Planet Labs （米国） Axelspace（日本） 

解像度（GSD） 約 3.7m パンクロ：2.5m、マルチスペクトル：

5.0m 

撮影頻度 毎日 約 2 日に 1 回（中緯度域） 

調達期間 パイロットプロジェクト期間、解析対

象となる過去 2 作期、および後期運用

期間 

パイロットプロジェクト期間 

調達方針 生育暦および解析タイムラインに基づき、必要時に柔軟にシーンを追加・変更 

 

活動 3-5. 農牧業の生産性や品質向上に資する衛星データ解析及び使用方法に関する人材育成を行う。 

 

農牧業における衛星データの解析および活用方法に関する人材育成は、概念理解から実践的スキ

ルの習得までを段階的に実施した。 

初期段階では、本邦研修を通じて関連機関を訪問し、衛星データの利活用に関するイメージの構築

を支援した。訪問機関については活動 1 に記載の通りである。 

次に、日本国内およびパラグアイでの現地調査研修を実施し、現場でのデータ取得・解析の実践的

なスキル習得を促進した。このとき、衛星データの意味づけと現場との接続を理解する力を育成する

ことを目的として、衛星画像解析の現場適用に関する理解を深めるための取り組みを行った。具体的

には、現地調査に先立ち、NDVI マップを用いて対象地域の植生状況を予測し、実際の圃場の状況と

照らし合わせながら解析結果の検討・検証を行う手法を共有した。以上のプロセスにより、衛星デー

タの活用が現地の実態把握にどのように貢献するかを実感し、解析の精度向上に向けた視点を養う

ことができた。 

生育モニタリングの解析にあたっては、解析手順に関する資料の共有に加え、ArcGIS を用いた生

育状況マップの自動生成ツールの作成手順についても情報提供を行った。単にツールを使うだけで

なく、解析の背景にある考え方や処理の流れを理解し、業務に応用するための基礎的なスキルを身に

つける機会を提供することができた。 

後期運用期間においては、衛星データの利活用を現場で継続的に推進するため、オンライン形式に

よるトレーニングを実施した。このトレーニングは、現地での研修や実地調査を通じて得られた知見

を応用する方針・手法の共有を目的としており、実践的なスキルを強化する内容となった。テーマは

「パイロットプロジェクトで蓄積したデータを応用した作付けマップ作成に関する基礎技術」に加

え、MAG が土壌水分の衛星解析について関心を示していたことから、「土壌水分に関する衛星データ

活用の基礎」についてもテーマとすることとした。トレーニングは Google Earth Engine（GEE）を用

いて 4 回に分けて実施され、質疑応答や画面共有を通じて参加者の理解を深める工夫がなされた。実
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施内容および成果については、表 3.3.8-7.に示す通りである。なお、参加者は AEP（11 名）に加え

MAG（9 名）および SENAVE（4 名）の計 24 名であった。 

 

表 3.3.8-7. 農牧分野オンライントレーニング実施概要 

No. 
実施日 

（現地時間） 
研修内容 成果 

1 2025 年 7 月 15 日  衛星画像概要 

 GEE 概要 

 パイロットプロジェクトで実施された生育モニタ

リング成果の解釈方法 

 作物マッピングにおけるフェノロジーの重要性 

 作物マッピングの基本技術 

 ハンズオン準備①：NDVI 時系列抽出（GEE） 

 ハンズオン準備②：作付け地抽出（GEE） 

 NDVI 時系列データ 

 作付け地マップ（未分

類） 

2 2025 年 7 月 18 日  作物分類の教師あり学習手法のレビュー 

 ハンズオン①：作物の特徴量抽出（GEE） 

 ハンズオン②：教師データ作成（GEE） 

 ハンズオン③：ランダムフォレストモデル構築と精

度検証（GEE） 

 ハンズオン④：作物分類マップの予測（GEE） 

 ランダムフォレスト分

類モデルと精度評価結

果 

 作物分類マップ 

3 2025 年 7 月 29 日  NASA や JAXA が主導する農牧プロジェクト・ソリ

ューションの事例紹介 

 土壌水分測定の技術的基礎の習得（SMAP 衛星） 

 ハンズオン：土壌水分データ取得（GEE） 

 土壌水分マップ 

4 2025 年 7 月 30 日  演習：土壌水分データと作付け分類マップの分析 

 参加者間のディスカッション 

 作物分類分析結果と土

壌水分データ重ね合わ

せマップ 

 

活動 3-6. 協議体、学界やその他の政府及び非政府組織との既存の協定を活用し、パイロットプロジ

ェクトを実施する。 

 

既存の協定を活用しながらパイロットプロジェクトおよび後期運用の実施により、衛星データを

活用したモニタリング解析および現地調査を通じて、複数の成果が得られた。 

まず、パイロットプロジェクトの実施にあたり、解析および検証に必要な関連データの整備を行っ

た。営農情報については、AEP と協定を締結している SNAVE の協力を得て地域の作付け状況や管理

履歴などの基礎情報を収集した。衛星画像は策定した調達計画に基づき、必要な時期・地域に応じて

柔軟に取得を進めた。また、筆ポリゴンについては、取得した画像をもとに AEP が作成を行い（図 

3.3.8-2.）、解析対象の圃場を空間的に特定するための基盤データとして活用した。さらに、気象デー

タについては、WG への参画機関である DMH の協力のもとで入手し、生育状況の変動要因の分析や

衛星画像との照合に活用した。これらのデータ整備を通じて、解析の精度向上と検証の信頼性確保に
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寄与する体制が構築された。 

 

 
図 3.3.8-2. AEP によって作成された生育マップの例 

（左：PlanetScope、 中央：GRUS、 右：Sentinel-2） 

 

次に、衛星画像の NDVI 解析を実施し、ダイズの生育状況を可視化するマップを作成した。作成さ

れたマップの一部は図 3.3.8-2 に示す通りである。また画像の時系列解析と並行して SENAVE 協力の

もと、AEP 主導で研修を除いて現地調査を計 5 回（2024 年 10 月 7 日、11 月 4 日、12 月 9 日、2025

年 1 月 17 日、2 月 13 日）実施し、衛星画像上で生育不良と判定された地域において排水不良などの

要因を確認するとともに、生育ステージに関する現地情報を収集し、基礎情報として蓄積を行った。

現地調査の様子は図 3.3.8-3.に示す。 

 

 
図 3.3.8-3. 現地調査の様子 

 

また、過去の衛星データを用いた検証により、季節や気温の変動が生育状況に与える影響について

分析を行い、技術的な知見を蓄積した。後期運用期間には、同一圃場においてモニタリング手法の検

証を行い、解析の再現性と実用性を確認した。 

さらに、後期のオンライントレーニングでは、上記で蓄積したダイズのフェノロジー情報（NDVI

の時系列情報から抽出される生育の特徴を示すピークの日数など）を用いて周辺地域を対象とした

作付けマップ作成のトライアルを実施し、参加者による実践的な応用が試みられた。トライアルによ

り作成された作付けマップ（プロトタイプ）を図 3.3.8-4.に示す。なお、現地情報が限られていたた
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め、十分な検証には至らなかったものの、衛星画像を用いた解析の基本的な手法や作業手順を共有す

ることで、今後の展開に向けた技術的な基盤づくりを図った。この取り組みは、現地での情報収集体

制が整備されることで、将来的な応用可能性を高めることを目的としており、参加者にとっても衛星

データの活用に関する理解を深める機会となった。 

 

 
図 3.3.8-4. Google Earth Engine（GEE）を用いて予測された作付け分類マップ 

 

これら一連の取り組みを通じて得られた手法や手順については、マニュアルとして整備を行った。

マニュアルの概況は図 3.3.8-5.に示しており、詳細は別添 5 の通りである。 

 

 
図 3.3.8-5.  AEP により整備された農牧分野衛星利活用マニュアルの概況 

 

活動 3-7. パイロットプロジェクトの結果を現地/国際的に公開する。 

 

パイロットプロジェクトの成果は、現地での成果報告ワークショップの開催およびマニュアルの

公開を通じて、関係機関に対して共有・公開された。 

まず、2025 年 2 月 19 日に現地にて関係機関や技術者を対象とした成果報告ワークショップを開催

し、パイロットプロジェクトの活動について、WG 結成の成果やプロジェクトで実施された衛星デー

タ解析の手法及び成果物（生育マップ、マニュアルなど）を紹介し、今後の展開などについて発表を

行った（図 3.3.8-6.）。本ワークショップでは、高解像度衛星画像の利活用に対する関心が高く、参加
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者からは「現地の農業管理において非常に有用である」といったコメントが寄せられた。 

 

 
図 3.3.8-6. 農牧分野ワークショップの様子 
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第4章  プロジェクトの活動結果 

4.1. 各成果に対する結果 

4.1.1. 成果１に対する結果 

 

成果 1 の活動内容に対する結果を表 4.1.1-1.に示す。 

 

表 4.1.1-1. 成果 1 に対する結果 

活動 活動内容 結果 

活動 1-1 AEP の既存の衛星データ解析手

法及びツールの評価を実施する 

達成 

ベースライン調査、AEP が導入すべき調達機材案及びその運用

にかかる技術移転・人材育成計画案の策定、宇宙計画案の検

討、エンドライン調査を実施した。これにより、AEP における

小型衛星開発、衛星データ利活用にかかる能力を評価すること

ができた。 

活動 1-2 AEP の GEOLab における調査に

基づく強化計画を策定する 

達成 

ヒアリング調査をとおして衛星データ解析結果に対する知見及

び考察を深めるためには現地調査が重要である旨を説いた上

で、パイロットプロジェクト前の現地調査を行いその重要性を

実証した。 

日本とパラグアイ間での宇宙ビジネス連携・強化のための方針

（強化計画）を策定した。AEP との協議を通じて、将来的な運

用強化のための方針をまとめた。 

活動 1-3 GuaraniSat-2 のエンジニアリン

グモデル（EM）の試験を含む 6

ヶ月のハンズオン研修を九工大

で 2024 年 10月から 2025 年 5 月

の期間実施する 

達成 

KCCP（アップストリーム）及び GuaraniSat-2 EM 試験を実施し

た。これにより、九工大が運用する BIRDS-RPM（ルワンダ、パ

ラグアイ、モルディブ間の連携による小型衛星開発プログラ

ム）に参画し、小型衛星開発及びその運用にかかる基礎技術の

ほか国際連携による宇宙開発の重要性について知見を深めるこ

とができた。さらに、GuaraniSat-2 EMの試験を行い、試験環境

の運用に関する技術を習得するだけでなく、AEP が独自で開発

する GuaraniSat-2の開発ステージをひとつ進めることができ

た。今後 AEP は GuaraniSat-2 FM の開発を行い、2026 年 10月の

打ち上げを目指す。 

活動 1-4 衛星データほかの処理・応用に

関するトレーニングを実施する 

達成 

KCCP（ダウンストリーム）を実施した。これにより、日本の省

庁及び地方自治体での防災分野及び農牧分野にかかる衛星デー
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タ利活用の具体例に触れることで、国家機関としての宇宙シス

テム及び衛星データ利活用について知見を深めることができ

た。岐阜大学及び北海道大学での講義をとおして、衛星データ

解析技術能力の向上を図ることができた。特に岐阜大学で実施

した洪水シミュレーション解析技術は、パラグアイでの洪水ハ

ザードマップ作成に大きく活用され、パラグアイの省庁横断型

による対策検討の基礎データとして扱われるようになった。 

活動 1-5 AEP と本邦の政府系機関、大

学、及び民間企業との連携を行

う 

達成 

本邦政府機関、大学、民間企業との協議及びワークショップ

（ビジネスネットワーキング）を実施した。産学官による日本

とパラグアイの宇宙協力が促進され、新たな宇宙ビジネス創出

が期待された。特に、2025 年 9 月に実施したビジネスネットワ

ーキングおいては、日本企業、パラグアイ企業および AEPの三

者による GuaraniSat-3開発の企画検討が開始された。 

 

4.1.2. 成果 2 に対する結果 

 

成果 2 の各活動内容に対する結果を表 4.1.2-1.に示す。 

 

表 4.1.2-1. 成果 2 に対する結果 

NO. 活動内容 結果 

活動 2-1 

AEP 及び関連機関において、課

題の特定やパイロットプロジェ

クトの実施にかかるWG を設定

する 

達成 

2024 年 4 月にWG が結成された。合計 4 回のWG ミーティング

（事前協議含む）が実施された。 

活動 2-2 

防災分野で宇宙関連技術の適用

が有効な課題が特定される 

達成 

防災関係機関の現状、宇宙関連技術適用と役割、課題について

整理を行い、洪水災害における災害管理の緊急対応フェーズ時

の衛星データ活用手順書の不備、事前準備フェーズの洪水ハザ

ードマップの不備が課題として特定できた。 

活動 2-3 

課題に対して宇宙関連技術を適

用するスコープを決定し、実験

的に取り組みを設計する 

達成 

宇宙技術関連を適用するスコープとして、洪水災害の事前準備

フェーズで活用される洪水ハザードマップの作成を行うことと

し、洪水ハザードマップ作成に向けた実施フローとスケジュー

ルを策定できた。 

活動 2-4 

衛星データ及びデータ処理・収

集ようの機器（ハードウエア及

達成 

洪水ハザードマップ作成に必要なデータを特定し、WG メンバ

からデータ収集を行えた。 
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NO. 活動内容 結果 

びソフトウエア）購入計画を策

定する 

活動 2-5 

災害リスクの防止と軽減に資す

る衛星データ解析及び使用方法

に関する人材育成を行う 

達成 

洪水ハザードマップ作成に必要な基礎知識や洪水氾濫解析ソフ

トの活用の仕方について、本邦研修やオンライントレーニング

を通じて習得した。あわせて、オンライントレーニングの実施

状況を動画として記録し、講義資料とともに公開するととも

に、マニュアルを整備し、今後の人材育成に活用可能な形とし

た。 

活動 2-6 

WG、学界やその他の政府及び

非政府組織との既存の協定を活

用し、パイロットプロジェクト

を実施する 

達成 

洪水氾濫解析ソフトを用いて洪水氾濫シミュレーションを行

い、浸水域を算出した。また算出した浸水域をもとに洪水ハザ

ードマップ案を作成し、SEN との協議を通して、パラグアイで

必要な情報をインプットし、パラグアイ国の洪水ハザードマッ

プが作成できた。 

活動 2-7 

パイロットプロジェクトの結果

を現地/国際的に公開する 

達成 

ワークショップを開催し現地にて洪水ハザードマップ及びマニ

ュアルを公開した。 

 

4.1.3. 成果 3 に対する結果 

 

成果 3 における結果を活動別に表 4.1.3-1.の通り示す。 

 

表 4.1.3-1. 成果 3 に対する結果 

NO. 活動内容 結果 

活動 3-1 

AEP 及び関連機関において、

課題の特定やパイロットプロ

ジェクトの実施にかかるWG

を設定する 

達成 

2024 年 4 月にWG が結成され、合計 4回の WG ミーティング

（事前協議含む）を通じて関係機関との連携体制を整備した。 

活動 3-2 

農牧分野で宇宙関連技術の適

用が有効な課題が特定される 

達成 

農牧分野における宇宙技術の活用可能性について、関係機関の

現状や課題を整理し、適用が有効と考えられる領域を明確化し

た。 

活動 3-3 

課題に対して宇宙関連技術を

適用するスコープを決定し、

実験的に取り組みを設計する 

達成 

モニタリングにかかる労働コストの削減や、気象変動リスク管

理に資するダイズの生育状況の広域把握手法確立をスコープと

してパイロットプロジェクト設計を行った。 
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NO. 活動内容 結果 

活動 3-4 

衛星データ及びデータ処理・

収集ようの機器（ハードウエ

ア及びソフトウエア）購入計

画を策定する 

達成 

WG メンバと情報共有を行いながら衛星画像の調達時期を特定

し調達計画を策定した。 

活動 3-5 

農牧業の生産性や品質向上に

資する衛星データ解析及び使

用方法に関する人材育成を行

う 

達成 

衛星データの解析に関する研修を通じて、生育の解析方法と合

わせて現地調査や自動解析、作付け分類の基礎を習得し、AEP

が自立的に生育マップの作成・応用を行えるようになった。 

活動 3-6 

WG、学界やその他の政府及び

非政府組織との既存の協定を

活用し、パイロットプロジェ

クトを実施する 

達成 

WG と協力のうえ、パイロットプロジェクトを実施し、現地調

査結果と紐づけたダイズの生育マップを作成した。さらに、収

集されたデータを応用し作付け分類マップのプロトタイプが作

成された。 

活動 3-7 

パイロットプロジェクトの結

果を現地/国際的に公開する 

達成 

ワークショップを開催し現地にて生育マップ及びマニュアルを

公開し、本プロジェクト内で用いた手法を別の地域で利用可能

な形でWG 内外に共有した。 

 

4.2. 実施運営上の課題・工夫 

 

本プロジェクトでは、実施にあたって地理的制約、時差（12 時間）、渡航間隔（第 2 次渡航と第 3

次渡航の間隔が約 10 ヶ月）が長いことを考慮した上で進めた。本プロジェクトを通して得られた実

施運営上の課題・教訓、取り組んだ工夫を 4.2.1.から 4.2.3.に成果ごとに示す。 

 

4.2.1. 成果 1 における課題・工夫 

 

表 4.2.1-1.に成果 1 の活動実施にあたり直面した課題、それに対する工夫を示す。 

 

表 4.2.1-1. 成果 1 の活動実施にあたり直面した課題、工夫 

活動 課題、工夫 

活動 1-1  AEP の既存設備及び衛星データ解析手法、ツールの状況を確認するため、AEP メンバのみなら

ず、ユーザ省庁へのヒアリング調査も行い、パラグアイにおける宇宙システム及び衛星データ利活

用の状況を多角的に評価することができた。 

活動 1-2  中長期計画を策定していく上で重要となる AEPの組織体制及びその展望等について具体的なヒア

リングを行うことで、将来を見据えた計画策定に向けた意識を共有することができた。 

活動 1-3  本研修後において、AEP がパラグアイ産の衛星フライトモデルを実際に打ち上げ、その後も複数の

超小型衛星開発や打ち上げを自立的に実施できるようにする必要があったため、6 ヶ月の第 1 バッ
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チと 2 ヶ月の第 2 バッチに研修を分け、2 回の研修受け入れを実施し、パラグアイが現在開発して

いる超小型衛星の試験の実施を含め、衛星試験研修を通じてパラグアイ側の宇宙人材育成が底上げ

されるような工夫を行った。 

 第 2 バッチは、実際に AEP が開発中の GuaraniSat-2のエンジニアリングモデルについて、開発を完

了させたたうえで九工大において試験を実施することを目標とする、難度の高い内容であった。こ

のため、パラグアイ側とのオンライン準備ミーティングを複数回開催し、円滑な研修実施に向けた

事前調整を行った。 

活動 1-4  AEP 側から、可能な限り多くの技術者の参加を希望された一方、本プロジェクトで投じられるコス

トの当初想定の上限があるため、同上限内でどれだけの人数が参加可能か調整する必要があった。

特に農牧業のフィールドスタディについては、来日する時期によって現地確認ができる検証作業が

限定されることから、フィールドスタディの内容について事前に AEP と合意を取った上で、研修

への参加人数について、当初 2回の来日であったものを 1回の来日にすることにより、コスト内で

できるだけ多くの解析技術者を来日させる工夫を行った。 

活動 1-5  我が国の組織の一方的な紹介でなく、パラグアイ側からも一般情報、現状の農牧業や防災の取り組

みの紹介、両テーマの課題や衛星利用への期待を紹介してもらい、お互いに今後の連携継続に向け

た効果的な議論を行う工夫をした。 

 

4.2.2. 成果 2 における課題・工夫 

 

表 4.2.2-1.に成果 2 の活動実施にあたり直面した課題、それに対する工夫を示す。 

 

表 4.2.2-1. 成果 2 の活動実施にあたり直面した課題、工夫 

活動 課題、工夫 

活動 2-1  防災分野では洪水及び森林火災が想定され、対象とする災害の種類によっては、WG の構成員と成

りえない機関も出てくるため、WG で協議する内容や活動プランと成果について認識を合わせるこ

とを目的として、WG 結成に向けたガイドラインを作成した。また対象となる災害の種類について

は、WG ミーティングで幅広く意見を募り、関心の高い災害となるよう心掛けた。 

 WG 結成後、パイロットプロジェクトの現地対応やワークショップ開催まで渡航しない期間が長く

続き対面での WG ミーティングが開催できない課題があったが、JICA コンサルタントチーム不在

期間中の WG ミーティングをオンラインで開催することで対応した。 

活動 2-2 なし 

活動 2-3  パイロットプロジェクトのスコープを策定するにあたって、防災分野の WG メンバの積極的な関与

を促す必要があった。そのため、WG ミーティング時の協議は AEP にハンドリングさせ、母国語

で議論させるようにし、WG メンバからのアイデアがでるようにした。 

活動 2-4  洪水ハザードマップ作成に用いるデータは、衛星データだけでなく多義にわたるデータが必要なこ

と、パラグアイの現地の状況を反映させた洪水ハザードマップとするため、現地で計測されたデー

タが必要なことから、AEP 独自によるデータ収集では限界があるため、WG ミーティングにて使用
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するデータの説明を行い、WG メンバを通したデータ収集に努めた。また WG メンバからデータを

収集することで AEP と関係機関の連携強化を行った。 

活動 2-5  日本とパラグアイの時差（約 12時間）を踏まえ、日本時間は朝、パラグアイは夜の時間帯にて実

施する運用とし、1 日あたり 1 時間～2 時間程度のトレーニングとして計画・実施した。 

 iRIC によるデータ処理に時間がかかりトレーニング当日の時間内に完了しない可能性があるため、

使用データの簡略化を行った。加えて、各処理フローにおける計算処理を事前に行っておき、当日

は実際の処理結果を提示しながら進行できるように準備した。 

 トレーニングの復習や欠席となったセッションを後から学習できるよう、オンライン講義を動画で

保存し、共有プラットフォームにて講義資料とともに公開するようにした。これにより、新規メン

バへのトレーニングも可能となった。 

活動 2-6  洪水氾濫シミュレーション結果を洪水ハザードマップに反映するにあたり、パラグアイの現場で必

要となる情報をインプットする必要があった。そのため、日本の事例を参照しつつ、パラグアイで

必要となる情報を SEN との協議で策定し、理解の深化を図った。また、協議を円滑に進めるた

め、協議用の洪水ハザードマップ案を作成した。 

活動 2-7  ワークショップにおいてパイロットプロジェクトの実施内容を共有するとともに、洪水ハザードマ

ップ作成マニュアルを広く公開し共有することで、改善のためのフィードバックが広く得られるよ

う工夫した。 

 

4.2.3. 成果 3 における課題・工夫 

 

表 4.2.3-1.に成果 3 の活動実施にあたり直面した課題、それに対する工夫を示す。 
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表 4.2.3-1. 成果 3 の活動実施にあたり直面した課題、工夫 

活動 課題、工夫 

活動 3-1  WG の連絡窓口が管理職層であることが多く、協議日程の調整に時間を要するなどの課題があっ

た。特に MAG の連絡窓口は本プロジェクトへの関心は高いものの、業務上各地を頻繁に移動して

いたため、密な協議の機会を設定することが難しかった。そこで WG メンバとして技術者レベルの

参加を促すことで、実務的な意思疎通を円滑化する工夫を行った。 

活動 3-2  WG メンバのうち、特にMAG および SENAVE は農牧分野における主要なユーザ省庁であり、AEP

の意向としても、いずれか一方に偏ることなく、両機関から継続的な関心と協力を得ることが重要

であった。両機関の協力を安定的に得るため、個別協議やヒアリングを積極的に実施・ニーズの把

握を行うことで、関係強化を図った。さらに、ここで抽出したニーズをもとに活動 3-5の研修内容

の拡充を行った。 

活動 3-3  プロジェクト設計にあたっては、気象データの取得など一部の作業にクリティカルパスが存在し、

進行上の課題となり得た。これらの情報取得には WG の協力が不可欠であるため、WG 内での情報

共有を促進するよう依頼し、進捗の停滞を防ぐよう努めた。 

活動 3-4  農牧分野では、観察対象が作物であることから、気象条件や営農活動の影響を強く受けるため、衛

星画像の取得タイミングが成果に直結する。このため、画像の調達計画は策定後も柔軟性を持た

せ、最終的な取得時期は現地の状況に応じて調整を行った。加えて、農家との密なコミュニケーシ

ョン体制を確保するため、SENAVE に協力を仰ぎ、現場との連携強化に努めた。 

活動 3-5  農業分野における衛星利活用WG は初めての試みであり、各省庁に衛星関連の取り組みを行う部署

や担当者が存在する中で、連携の具体的なイメージや役割分担の理解が十分に浸透していないとい

う課題があった。このため、オンライントレーニングでは、JAXA と農林水産省による JASMAI

や、NASA と農業機関が連携する NASA Harvest など、国際的な事例を紹介し、衛星データ活用に

おける持続的な枠組み構築の可能性を示した。 

 プロジェクトを進める上で、MAG の連絡窓口担当者が所属する部署以外とは連携がとりにくいと

いう課題があった。今後の継続的な WG 運営を念頭に AEP が積極的に働きかけ、オンライントレ

ーニングには他部署の技術者や関係者にも参加してもらうことで、組織内での技術理解と普及を促

進した。 

活動 3-6  また、パイロットプロジェクト期間中に渡航がなかったことに加え、時差の影響もあり、解析状況

を即時に把握することが困難であった。これに対しては、月例会やメールを活用し、定期的な連絡

体制を維持することで、情報共有の遅延を防ぐよう努めた。さらに、解析対象となる衛星画像が膨

大であったため、作付け分類マップの自動生成を可能とするツールの活用を提案し、その作成手順

を AEP に共有することで、作業効率の向上を図った。 

 作付け分類マップの作成にあたっては、現地データの量が限られていることから、成果物の精度に

制約が生じるという課題があった。この点については、精度向上のために今後もWG 内での継続的

な検討と協力が必要であることを説明した。 

活動 3-7  成果をワークショップにて発表し、参加者との対話を通じて技術の有用性や応用可能性を示した。

このとき、成果である手順書はオンラインで閲覧可能な形で公開した。 
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4.3. DAC6 評価基準に基づく評価結果 

 

本プロジェクトの成果を、経済協力開発機構／開発援助委員会（OECD-DAC）による ODA 評価の

視点である「DAC 評価 6 基準」に基づき、JICA コンサルタントチーム及び AEP メンバが以下の通

り評価した。 

 

◼ 妥当性（Relevance） 

本プロジェクトでは、社会課題解決の優先度が高い防災及び農牧分野において衛星データ利活用

の有効性を実証したと共に、将来の自国衛星が取得したデータ利活用に向け、小型衛星開発によるエ

コシステム構築のための技術の能力強化が行われた。これは、パラグアイの国家開発計画 2030 に示

された宇宙分野全体における能力向上、及び社会・経済・科学・技術力の向上のため、宇宙関連技術

の活用能力強化、地理空間情報に基づく意思決定の推進と合致しており、妥当であった。 

 

◼ 整合性（Coherence） 

本プロジェクトは、我が国の対パラグアイ国別開発協力方針（2021 年 6 月）における重点分野 1

「持続的経済開発」の開発課題 1-1「主要農畜産品バリューチェーン環境整備」の一環として進めら

れた。近年の気候変動の影響による熱波、洪水、干ばつ、森林火災などの自然災害がパラグアイの経

済の柱である農牧業に大きな影響を与えていることから、本プロジェクトでは、衛星技術の活用を拡

大し、農牧業や防災分野における気候変動の影響軽減・緩和に資する取り組みを推進した。 

これにより、SDGs のゴール 2（飢餓をゼロに）、ゴール 11（住み続けられるまちづくりを）、ゴ

ール 13（気候変動に具体的な対策を）への貢献も期待されている。また、2024 年 5 月の岸田前総

理のパラグアイ訪問時には、日本の宇宙技術・宇宙産業を活用し、衛星データの利活用によるパラグ

アイの農業生産課題の解決を目的とした、日本の産学官連携による「日・パラグアイ宇宙協力プログ

ラム」が両国首脳により発表されている。 

 

 

◼ 有効性（Effectiveness） 

本プロジェクトの目標を「宇宙関連技術の活用能力が強化され、地理空間情報に基づく意思決定が

推進される。」と設定した。本プロジェクトの有効性をプロジェクト目標の指標に沿って以下に示す。 

 

指標 1: AEP が関与した省庁間プロジェクト件数 

本プロジェクトを通じて策定された宇宙計画の具体的な活動として、2 件の派生プロジェクトが開

始された。AEP は SENAVE、MAG 等と協力して、トマトの作付けモニタリングプロジェクトを開始

した。さらに、AEP は INE と関係機関と協力して衛星データを含む社会基盤データの統合を図るた

めデータインフラ開発について検討を開始した。 

 

指標 2: GEOLab によるパイロットプロジェクト及びその他の付加価値データ件数 

パイロットプロジェクトでは 3 つの付加価値データが公開された。防災分野に資するパイロット

プロジェクトでは、洪水ハザードマップ及びその作成マニュアルが作成され、パラグアイの省庁横断
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型による対策検討の基礎データとして扱われるようになった。この他、農牧分野に資するパイロット

プロジェクトでは、衛星データ解析と圃場調査による作物モニタリング手法が確立されたことによ

り、広域での大豆生産管理が可能となった。さらに、パイロットプロジェクトで得た技術と経験をも

とに、AEP と SENAVE が独自でトマト作付け面積推定アプリケーションを開発することができた。 

 

指標 3: 日本とパラグアイでのパラグアイ側に対する研修実施数 

2024 年 8 月から 2025 年 5 月にかけて、合計 10 名（男性 7 名、女性 3 名）の研修生が日本で宇宙

技術に関するアップストリーム（小型衛星開発技術及び試験技術）、ダウンストリーム（衛星データ

利活用）に関する研修に参加した。アップストリームにおいては、九工大が運用する BIRDS-RPM（ル

ワンダ、パラグアイ、モルディブ間の連携による小型衛星開発プログラム）に参画し、小型衛星開発

及びその運用にかかる基礎技術のほか国際連携による宇宙開発の重要性について知見を深めること

ができた。さらに、GuaraniSat-2 EM の試験を行い、試験環境の運用に関する技術を習得するだけで

なく、AEP が独自で開発する GuaraniSat-2 の開発ステージをひとつ進めることができた。今後 AEP

は GuaraniSat-2 FM の開発を行い、2026 年 10 月の打ち上げを目指す。ダウンストリームにおいては、

日本の省庁及び地方自治体での防災分野及び農牧分野にかかる衛星データ利活用の具体例に触れる

ことで、国家機関としての宇宙システム及び衛星データ利活用について知見を深めることができた。

岐阜大学及び北海道大学での講義をとおして、衛星データ解析技術能力の向上を図ることができ、特

に岐阜大学で実施した洪水シミュレーション解析技術は、パラグアイでの洪水ハザードマップ作成

に大きく活用され、パラグアイの省庁横断型による対策検討の基礎データとして扱われるようにな

った。 

 

◼ インパクト（Impact） 

社会システムへの影響として、「パラグアイの宇宙分野全体における能力向上、及び社会・経済・

科学・技術力が強化される」が上位目標として設定されている中、自国による小型衛星開発能力が強

化されたことで、中南米における小型衛星開発にかかるハブになりえる能力を備えた。これによりパ

ラグアイが中南米の宇宙技術開発をリードすることも期待される。この他、国家レベルによる衛星デ

ータを含む社会基盤データの統合に向けた検討が INE 及び関係機関の間で開始された。 

人々の幸福への影響として、洪水氾濫シミュレーションを基にした洪水ハザードマップが地域別

に整備されていない状況の中、パイロットプロジェクトを通して整備された洪水ハザードマップと

WG による活動成果は、今後の洪水対策や地域住民避難などにつながる。さらに、農牧分野のパイロ

ットプロジェクトを通して設立された WG により、MAG、SENAVE ならびに関連機関との新たなプ

ロジェクトが立ち上がり、農牧分野での衛星データの活用が強化された。 

なお、本プロジェクトによる、人権、ジェンダー、環境への悪影響はない。 

 

◼ 効率性（Efficiency） 

日本とパラグアイ間で 12 時間の時差があり、距離も遠いことから頻繁に現地での活動を行えるプ

ロジェクトではなかった。しかし、JICA コンサルタントチームと AEP とのコミュニケーションを密

にとることで、人員と機材の投入はほぼ予定通りに行われた。さらに、オンラインシステムを活用す

ることで時差を考慮しつつも、月例会や他の打ち合わせ、トレーニング等も効率的に成果を達成する

ことができた。各成果に対する日本側及びパラグアイ側の投入の効率性を示す。 
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表 4.3-1. 各成果に対する日本側及びパラグアイ側の投入 

成果 結果 日本側の投入 パラグアイ側の投入 

成果 1：AEP の既

存の衛星データ解

析手法及びツール

の評価を実施す

る。 

小型衛星開発及び

衛星データ利活用

にかかるKCCP が

実施され、AEP の

宇宙戦略計画を検

討した。 

 専門家の投入 

 KCCP 準備（オンライン・現

地活動） 

 KCCP の実施（国内での活

動） 

 ワークショップの準備 

 ワークショップの実施 

 職員の配置 

 KCCP 準備（オンライン・現

地活動） 

 KCCP の実施（国内での活

動） 

 ワークショップの準備 

 ワークショップの実施 

成果 2：AEP 及び

関連機関におい

て、課題の特定や

パイロットプロジ

ェクトの実施にか

かる協議体を設定

する。 

協議体での防災に

関する課題にかか

る協議を通じて実

際に発生した洪水

をモデルにハザー

ドマップを作成

し、マニュアルに

まとめた。 

 専門家の投入 

 課題の洗い出し 

 協議体結成に向けた準備 

 衛星データ解析手法の提案 

 技術移転 

 成果の発表 

 職員の配置 

 関係省庁との調整 

 協議体結成に向けた準備 

 協議体結成 

 協議体運用 

 成果の発表 

 派生プロジェクトの検討と

実施 

成果 3：AEP 及び

関係機関におい

て、農牧業の生産

性や品質に関連す

る情報管理の能力

強化のためにパイ

ロットプロジェク

トが実施される。 

協議体での農牧業

に関する課題にか

かる協議を通じて

大豆の生育モニタ

リング手法を開発

し、それをマニュ

アルにまとめた。 

 専門家の投入 

 課題の洗い出し 

 協議体結成に向けた準備 

 衛星データ解析手法の提案 

 技術移転 

 成果の発表 

 職員の配置 

 関係省庁との調整 

 協議体結成に向けた準備 

 協議体結成 

 協議体運用 

 成果の発表 

 派生プロジェクトの検討と

実施 

 

◼ 持続性（Sustainability） 

政策・制度面 

本プロジェクトでは、防災分野及び農牧分野に資する衛星データ利活用の実現を目指し、関係省庁

とそれぞれ協議体を結成した。パイロットプロジェクトを通じてトマト作付けモニタリングやデー

タインフラ開発検討といったプロジェクトが派生した。今後関係省庁との連携を通じた経済発展に

寄与し得る体制が整った。 

 

組織・体制面 

組織面においては、アップストリーム（小型衛星開発運用）を担う SPACELab 及びダウンストリー

ム（衛星データ解析）を担う GEOLab に明確に部門が分かれて組織運営が行われる旨、AEP より説

明があった。開発された小型衛星の運用により取得される衛星データを解析しソリューションを提

供することができるようになることが、持続的な宇宙利活用の基盤であり、今後の目標である一方で、
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引き続き取り組むべき課題でもある。 

 

技術面 

本プロジェクトを通じて、小型衛星を開発する能力及び適切に衛星データを解析し、現地調査結果

等を踏まえて社会経済課題（特に農牧分野および防災分野）の解決に資する情報をまとめる能力を身

につけたことで、今後、関係省庁との連携を通じた経済発展に寄与し得るようになった。 

 

財務面 

AEP は限られた予算を用いて活動を進めることから、MEF への働きかけによる予算獲得に向けた

活動が必要である。関連ステークホルダー、特にアカデミア／研究機関や民間セクターとの連携が必

要である。安定的な財務体制を整えることは、継続的な小型衛星開発及び運用、衛星データ利活用分

野の裾野を拡大することにもつながり、社会経済基盤の強化に資する宇宙技術力の向上に寄与する

ものと考えられる。 

 

環境社会面 

本プロジェクトで移転された小型衛星開発及び衛星データ利活用にかかる技術は、気候変動の影

響により干ばつや洪水の影響を受けやすいパラグアイにおけるエコシステム管理にも応用が可能で

あり、経済開発と環境保護の両面からの持続的な発展に寄与するものと考えられる。 

 

リスクへの対応 

本プロジェクトで移転した衛星データ解析技術は、オープンフリーのソフトウエアや無償の衛星

データを主に利用することにより、持続的な衛星データ解析が行える体制を整えた。 

 

運営維持管理 

AEP は、本プロジェクトで設置した協議体メンバと協力して、新しいプロジェクトに取り組んで

いる。持続的な協議体の運営による新しい衛星データ解析アプリケーションや社会経済課題に資す

るソリューションを提供する体制が整えられつつある。 
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4.4. 各成果の指標に対する結果 

 

各成果の指標に対する結果をそれぞれ表 4.4-1.、表 4.4-2.及び表 4.4-3.に示す。 

 

表 4.4-1. 成果 1 の指標に対する結果 

成果 1 

# 指標 結果 

1-1 ジェンダーバランスを考慮

した研修員の数 

計 10 名（男性 7 名、女性 3名） 

2024 年 08 月から 09月にかけて、7名の研修員（男性 4 名、女性 3 名）が

衛星データ利活用にかかるKCCP に参加した。 

2024 年 10 月から 2025 年 03 月にかけて、1 名の研修員（男性 1 名）が小

型衛星開発にかかるKCCP に参加した。 

2025 年 04 月から 2025 年 05 月にかけて 2 名の研修員（男性 2 名）が小型

衛星開発（GuaraniSat-2 EM 試験）にかかるKCCP に参加した。 

1-1 セミナー及びワークショッ

プの開催数 

3 回 

2025 年 02 月 19日及び 2025 年 09 月 19 日にパイロットプロジェクトの結

果発表、日本の宇宙関連企業とパラグアイの宇宙開発に好身を示す企業と

のビジネスネットワーキングを開催した。 

2024 年 08 月 22日にKCCP の一環として、日本の宇宙技術関連企業、ウガ

ンダ宇宙機関、AEP による衛星データ利活用に関するワークショップを東

京で開催した。 

1-3 セミナー及びワークショッ

プの満足度 

満足 

AEP は、ワークショップやセミナーを通じて、アップストリーム及びダウ

ンストリームの宇宙技術の開発及び運用能力を向上させ、それをパラグア

イ国内で共有した。さらに、日本の宇宙技術関連企業との宇宙ビジネス強

化に向けた新たな協業も開始された。参加者からは「民間レベルでの宇宙

協力により宇宙開発がより促進され、新しいビジネスの創出が期待でき

る」といったコメントが寄せられた。 

 

  



87 
 

表 4.4-2. 成果 2 の指標に対する結果 

成果 2 

# 指標 結果 

2-1 ジェンダーバランスを考慮

した研修生の数 

7 名（男性 4 名、女性 3 名） 

2024 年 08 月から 09月にかけて、7名の研修員（男性 4 名、女性 3 名）が

衛星データ利活用にかかるKCCP に参加した。 

2024 年 10 月から 2025 年 07 月に開けて、衛星データ解析による洪水シミ

ュレーションを行うためのオンライン研修を 15 名の研修員（男性 6名、

女性 9 名）に対して実施した。 

2-2 セミナー及びワークショッ

プの開催数 

3 回 

2025 年 02 月 19日及び 2025 年 09 月 12 日にパイロットプロジェクトの結

果発表、日本の宇宙関連企業とパラグアイの宇宙開発に好身を示す企業と

のビジネスネットワーキングを開催した。 

2024 年 08 月 22日にKCCP の一環として、日本の宇宙技術関連企業、ルワ

ンダ宇宙機関、AEP による衛星データ利活用に関するワークショップを東

京で開催した。 

2-3 セミナー及びワークショッ

プの満足度 

満足 

AEP はワークショップでパイロットプロジェクトの成果を発表し、共有し

た。さらに、パラグアイの社会経済課題に貢献するため、宇宙技術の活用

を通じて新しいプロジェクトや関係省庁との協力を展開させた。参加者か

らは「GIS データを重ね合わせることで世帯数や人口、避難地域も博する

ことができ避難計画立案の基礎データとして効果が期待できる。他の洪水

の影響が大きい地域においても展開したい」といったコメントが寄せられ

た。 

2-4 PoC 件数、活動実践計画件

数、活動に関する論文・報

告件数 

 

PoC: 2 件 

AEP は衛星データ解析と SEN との PoC にかかる議論により開発した手法

を用いて洪水ハザードマップを公開した。AEP は、データインフラを開発

するために INE やその他の省庁とのプロジェクトを開始した。 

活動に関する論文・報告書の公開: 3 件 

パイロットプロジェクトの成果は、洪水ハザードマップ及びマニュアルと

してまとめられ、2025 年 02 月及び 2025 年 09月に初版と改訂版がそれぞ

れ公開された。さらに、パイロットプロジェクトの成果は、2025 年 08 月

に米国ソルトレイクシティで開催された小型衛星カンファレンスで紹介さ

れた。 
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表 4.4-3. 成果 3 の指標に対する結果 

成果 3 

# 指標 結果 

3-1 ジェンダーバランスを考慮

した研修生の数 

7 名（男性 4 名、女性 3 名） 

2024 年 08 月から 09月にかけて、7名の研修員（男性 4 名、女性 3 名）が

衛星データ利活用にかかるKCCP に参加した。 

2024 年 10 月から 2025 年 07 月に開けて、衛星データ解析による作付け分

類を行うためのオンライン研修を 24名の研修員（男性 9 名、女性 15名）

に対して実施した。 

3-2 セミナー及びワークショッ

プの開催数 

3 回 

2025 年 02 月 19日及び 2025 年 09 月 12 日にパイロットプロジェクトの結

果発表、日本の宇宙関連企業とパラグアイの宇宙開発に好身を示す企業と

のビジネスネットワーキングを開催した。 

2024 年 08 月 22日にKCCP の一環として、日本の宇宙技術関連企業、ルワ

ンダ宇宙機関、AEP による衛星データ利活用に関するワークショップを東

京で開催した。 

3-3 セミナー及びワークショッ

プの満足度 

満足 

AEP はワークショップでパイロットプロジェクトの成果を発表し、共有し

た。参加者からは「現地の農業管理において非常に有用である」といった

コメントが寄せられた。さらに、パラグアイの社会経済課題に貢献するた

め、宇宙技術の活用を通じて新しいプロジェクトや関係省庁との協力を展

開させた。 

3-4 PoC 件数、活動実践計画件

数、活動に関する論文・報

告件数 

PoC: 3 件 

AEP は、日本企業が提供する解析された衛星データ配信アプリケーション

を PoC として作物の生育モニタリングに適用した。AEPは、トマト畑の作

付面積管理のため SENAVE とプロジェクトを開始した。AEP は、データ

インフラの開発のため、INE やその他の省庁とプロジェクトを開始した。

このほか、AEP は、本プロジェクトからの派生プロジェクトとして実践的

な計画を立案し衛星データアプリケーションの開発を民間企業と開始し

た。 

活動に関する論文・報告書の公開: 2 件 

パイロットプロジェクトの成果は、マニュアルとしてまとめられ、2025年

02 月及び 2025 年 09月に初版と改訂版がそれぞれ公開された。さらに、パ

イロットプロジェクトの成果は、2025 年 08 月に米国ソルトレイクシティ

で開催された小型衛星カンファレンスで紹介された。 
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第5章  上位目標達成に向けた提言 

5.1. 上位目標達成の見通し 

 

本プロジェクトでは、上位目標を「パラグアイの宇宙分野全体における能力向上、及び社会・経済・

科学・技術力が強化される。」とした。上位目標の指標に対する評価を行い、上位目標の達成の見通

しとする。上位目標の指標に対する評価を整理した結果を表 5.1-1.に示す。 

 

表 5.1-1. 上位目標の指標に対する評価 

# 指標 評価 

1 官民における宇宙関連技

術を活用したプロジェク

ト数 

現状（2025 年 08 月現在）: 4 件 

将来（プロジェクト終了後 3 年）目標: ６件 

本プロジェクトから派生して、官民における宇宙関連技術を活用したプロジェ

クトが稼働している。 

1. GuaraniSat-2 開発における国際連携（九工大での試験、NASA/JPL からのミ

ッション機器提供、メキシコ宇宙庁からのボード提供、伊民間企業からの太

陽光パネルの提供） 

2. SENAVE とのトマト作付面積管理プロジェクト 

3. INE 及びその他省庁とのデータインフラ開発 

4. 日本の民間企業との衛星データアプリケーション開発 

さらに、本プロジェクトでは防災分野及び農牧分野に資する宇宙関連技術の利

活用を目指したWG が結成された。AEP は今後これらWG を活用したアプリケ

ーション開発、宇宙技術開発を目指しアクションプランを設定している。 

1. 農牧業プロジェクト 2件 

2. 防災プロジェクト 1 件 

3. データインフラ開発 1件 

4. 官民連携プロジェクト 1 件 

2 地理空間情報に基づく公

開データ数 

現状（2025 年 08 月現在）: 48 件 

将来（プロジェクト終了後 3 年）目標: 100件 

AEP では衛星データ解析による森林火災モニタリング及びそのデータ配信を行

っている。データはオンラインでの配付の他、関係省庁及び地方政府にレター

として配付されている。 

この他、欧州が運営する無償の Sentinel-2データを活用することで、概ね 5 日に

1 回程度、対象地域を観測することができる。これを活用し、年間３作物に対し

てモニタリングを行う場合、被雲率が高いデータを約 40%と仮定すると、年間

約 100 件のデータを解析し、関係省庁等に配付することが可能となる（被雲率

が高い衛星データは解析が困難であるため）。 
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3 提供されたデータの利用

者数 

現状（2025 年 08 月現在）: 50 名 

将来（プロジェクト終了後 3 年）目標: 300名 

 

よって、引き続きの取組を前提とすれば、上位目標の達成に向けた見通しは一定程度認められる。 

 

5.2. プロジェクト目標達成向けた成果と活動の結果 

 

本プロジェクトでは、プロジェクト目標を「宇宙関連技術の活用能力が強化され、地理空間情報に

基づく意思決定が推進される。」とした。プロジェクト目標の達成度について整理した。整理した結

果を表 5.2-1.に示す。 

 

表 5.2-1. プロジェクト目標達達成に向けた活動の結果 

# 指標 結果 

1 AEP が関与した省庁間

プロジェクト件数 

現状（2025 年 08 月現在）: 4 件 

本プロジェクトから派生して、官民における宇宙関連技術を活用したプロジェク

トが稼働している。 

1. GuaraniSat-2 開発における国際連携（九工大での試験、NASA/JPL からのミッ

ション機器提供、メキシコ宇宙庁からのボード提供、伊民間企業からの太陽

光パネルの提供） 

2. SENAVE とのトマト作付面積管理プロジェクト 

3. INE 及びその他省庁とのデータインフラ開発 

4. 日本の民間企業との衛星データアプリケーション開発 

2 GEOLab によるパイロ

ットプロジェクト及び

その他の付加価値デー

タ件数 

パイロットプロジェクトによる付加価値データ: 3 件 

その他の付加価値データ: 2 件 

パイロットプロジェクトでは、以下の 3件がリリースされた。 

1. 洪水ハザードマップ 

2. 洪水シミュレーション及びハザードマップ作成マニュアル 

3. 大豆生育モニタリングマニュアル 

その他の付加価値データ（アプリーケーション）として、以下の 2 件がリリース

された。 

1. SENAVE とのトマト作付面積管理 

2. 日本の民間企業との衛星データアプリケーション開発 

3 日本とパラグアイでの

パラグアイ側に対する

研修実施数 

本プロジェクトでは、4 件の研修がパラグアイ側に対して実施された。KCCP（ダ

ウンストリーム）及びオンライン研修では、AEP 以外の関係省庁からの参加も受

け入れた。 

1. KCCP（ダウンストリーム） 

2. KCCP（アップストリーム）第１バッチ、第２バッチ 

3. 洪水シミュレーション及び洪水ハザードマップ作成にかかるオンライン研修 

4. 大豆生育モニタリングにかかるオンライン研修 
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本プロジェクトでは、設定された全ての指標に対して十分にコミットしたと考えられ、プロジェク

ト目標は達成されたものと考える。 

 

5.3. パラグアイ側への提言 

 

本プロジェクトを通じて、小型衛星開発・運用及び衛星データ利活用の観点からパラグアイ側への

提言をまとめた。 

 

小型衛星開発・運用 

・ 高度な知見を有するエンジニア数が限られているため、超小型衛星の開発・試験のサイクルを高

頻度に回していく必要がある。そのため、拙速な大型化は避け、1～12U の超小型衛星の開発プロ

ジェクトの開始時期をずらして平行・重複（オーバーラップ）させ、担当エンジニアが半年～1 年

に 1 度程度の頻度で開発経験を積めるように計画することが望ましい。これにより、技術の向上

と技術移転が促進され、能力を有する人的リソースの確保に繋がる。加えて、自国予算のみでは

制約があることから、他国の超小型衛星プロジェクトに積極的に参加し、コンポーネントや試験

の一部をパラグアイが担うことで、高頻度の開発サイクルを実現させることが重要である。 

・ パラグアイ国内の超小型衛星の試験・運用設備が不足している点については、現在、日本政府に

よる無償資金協力の枠組みで設備整備が検討されている。設備整備により、海外試験に伴う追加

コストの削減が期待される他、中南米近隣諸国の試験需要を取り込むことで、国際協力（バータ

ーを含む）を通じた他国衛星開発への参加や、試験受託等による資金獲得の可能性が広がり得る。

他方、設備整備後も、設備を運用する能力の向上や、運用能力維持のための継続的な衛星試験の

実施が必要である点に留意する必要がある。 

・ 現状、衛星データ利活用に最適な衛星搭載センサや衛星データの要件が十分に整理されておらず、

自国の衛星データ利用を主目的とした衛星開発につながる具体的な衛星仕様が固まりきっていな

い。一方で、本プロジェクトを通じて、パラグアイでの衛星データ利活用の促進活動により、利

用ニーズに基づく優先分野・アプリケーションの整理を進めるための土台が形成された。今後、

これらの検討結果を踏まえ、優先アプリケーションに資するセンサを搭載した超小型衛星の開発

を推進することが望ましい。その際、AEP の予算制約も踏まえ、他国のペイロードやサブシステ

ムを搭載する国際協業での共同ミッションなども選択肢として検討することが重要であり、将来

的には超小型衛星コンステレーションの他国とのシェアリング（複数の国の同種衛星によるバー

チャルなコンステレーションの構築）も検討が期待される。 

・ 衛星開発は 6 ヶ月で完了するものではなく、通常の九工大のプログラムでは最低 2 年を要す。今

回はミッションデザインから BBM の設計・調達・開発まで実施したが、その後のプロセスとし

て、バスやコンポーネントの改良、フライトモデル （FM）の開発・試験がある。よって、すべて

のプロセスを経験できれば、衛星開発の実践的なスキルを身に着けるための、さらに良い研修と

なる。 

・ 他国で既に開発中の実機衛星の試験においては、相手国側の開発遅延リスクや、国際輸送に伴う

輸入関税等の課題が想定される。類似分野の研修等を実施する際には、これらを事前に想定し、
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スケジュールの余裕確保や、相手国負担となるコストの想定・事前共有を行うことが円滑な実施

に必要でなる。 

 

衛星データ利活用 

・ 限られたAEP予算の下で活動を継続するためには、財務当局への働きを通じた予算増加に向け、、

関連ステークホルダー、特にアカデミア／研究機関や民間セクターとの連携が必要である。AEP

が主導し、国内外の民間セクターとの連携を強化し、民間との連携活動にパラグアイのアカデミ

ア／研究機関が参画することにより、国内民間企業のスピンアウトやスタートアップ創出につな

がる好循環を作ることが重要である。 

・ リソース制約上、あらゆる利用テーマを同時に拡大することは困難であるため、まずは本研修で

も対象テーマとした農牧業や災害対応に焦点を当て、利活用促進活動を継続することが重要であ

る。実装によるグッドプラクティスを示すことで財務当局への説明力を高め、予算増加につなげ

た上で、適応テーマを段階的に拡大していくことが望ましい。 

・ 衛星データ利活用促進活動を継続するにあたり、各種衛星データの入手が課題となる。オープン

＆フリーのデータを継続活用しつつ、目的達成のためには、有償のデータとの組み合わせも必要

となる。このため、宇宙機関間の国際協力を拡げる中で、可能な限りコストを抑えつつ多様な衛

星データを確保する取り組みが重要である。併せて、優先度の高いアプリケーションに必要な有

償データは、当面は予算の範囲内で購入しながら進めると同時に、将来的には自国の超小型衛星

の研究開発を進め、自国衛星からデータを入手することも検討する必要がある。 

・ パラグアイにおける宇宙技術の社会経済への実利用に向けて、今回の研修の目標は達成され、今

後の実装に向けた期待が寄せられた。併せて、パラグアイ国内においても、産官学の宇宙技術利

活用における役割や連携についての道筋を構築し、実際に社会経済、社会課題の解決に役立つ実

利用を推進することが重要である。また、片務的な協力ではなく、地球の裏側という地理的要因

や南米というこれから超小型衛星の開発・データ利活用を行いたい国を周辺に抱える周辺環境を

踏まえ、それぞれの受信局による準リアルタイムデータ取得や南米における地域拠点化（パラグ

アイを拠点にして日本の民間企業が南米でエコシステムによるビジネス推進）など、日本側にも

メリットのある Win-Win の関係を築いていくことが期待される。 

 

予算増強及び組織人員体制の強化 

・ 限られた AEP 予算の下で活動を継続するには、財務当局への働きかけによる予算増加と、関連ス

テークホルダー、特にアカデミア／研究機関や民間セクターとの連携が必要である。まず、農牧

業や災害対応を中心に利活用促進活動を継続し、実装によるグッドプラクティスを示すことで予

算増加につなげ、適応テーマを段階的に拡大していくことが重要である。 

・ AEP の発展的な活動を継続するためには、技術者の育成及び増強が必要である。そのため、本邦

研修やパイロットプロジェクトで得られた知見を踏まえ、キャリアプランを含む人材育成計画を

策定・実行することが、パラグアイ国内における宇宙人材の裾野拡大につながる。 

 

日本の宇宙関連省庁、大学及び民間企業との交流 

・ 本プロジェクトでは 2 回の KCCP（アップストリーム及びダウンストリーム）及び成果 1 にかか

る活動で東京都内・アスンシオンでのワークショップを開催したほか、大学での講義により日本
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の宇宙技術、宇宙政策及び宇宙ビジネスに触れる期待を設けた。これらの活動を通じ、AEP は日

本企業とのアプリケーション開発を進めることができた。これは宇宙開発及び利活用において大

きな一歩であり成果である。今後は、パラグアイの民間企業も巻き込んだ宇宙政策及び宇宙ビジ

ネスの展開が発展することが期待される。 

5.4. 防災分野への衛星データ利活用に関する提言 

 

成果 2 の活動を通して、防災分野への衛星データ活用にかかる関連省庁との連携促進や人材育成

を行った。これらを踏まえ、関係省庁との連携強化やパイロットプロジェクトで実施した洪水ハザー

ドマップ作成に関してパラグアイへの提言をまとめた。 

 

関係省庁との連携強化について 

本プロジェクトでは、防災分野に関連する省庁が参加する WG を設立し、衛星データの活用が適

切であり、かつ関係省庁のニーズが高いテーマを対象にパイロットプロジェクトを実施した。パイロ

ットプロジェクトを通して、洪水氾濫シミュレーションに必要なデータを WG メンバの協力を得て

収集でき、他省庁との連携が強化された。今後も WG 活動を継続することで、更なる関係強化とな

り、洪水ハザードマップだけでなく、衛星データ活用に関する連携や活用が記載された手順書などが

整備されていくことを期待する。特に災害時の衛星データ収集体制として国際チャーターに関する

協力が SEN と AEP で実施されていることから、災害発生時の連携・初動を含む衛星データ活用手順

書の整備が望まれている。 

 

洪水ハザードマップ 

パイロットプロジェクトで実施した洪水ハザードマップ作成では、洪水氾濫シミュレーション後

に得られる湛水域をもとに、SEN との協議を通じて、避難所情報や避難経路情報などの洪水ハザー

ドマップに必要な情報を加味して作成した。一方で、洪水氾濫シミュレーションにおけるシナリオ設

定については、SEN とのさらなる協議が必要である。洪水ハザードマップを必要としている地域毎

に適切な洪水シナリオが異なるため、パイロットプロジェクトで実施した一連の流れを基に SEN と

の連携を深め、他地域の洪水ハザードマップを順次整備していくことが望ましい。また、同一地域に

おいても、シナリオ別の洪水ハザードマップを整備し、住民避難訓練や災害対策計画などに活用でき

る形とすることが有効である。 

さらに、パイロットプロジェクトで実施したオンライントレーニングの講義資料や動画をもとに

幅広く人材教育を継続し、特定の職員に依存しない体制構築につなげることが望ましい。 

 

5.5. 農牧分野への衛星データ利活用に関する提言 

成果 3 の活動を通して、農牧分野への衛星データ活用にかかる関連省庁との連携促進や人材育成

を行った。これらを踏まえ、農牧分野における衛星利活用に関してパラグアイへの提言をまとめた。 

 

農牧分野における衛星利活用 

農牧分野における衛星データの利活用は、現地の気象条件や地域特性に大きく左右されるため、短
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期間で明確な成果を得ることは困難である。特に、作物の成長や家畜の管理に関する情報は、季節や

年ごとの変動が大きく、1 年程度の観測では十分な傾向把握ができない場合が多い。そのため、衛星

データの活用にあたっては、現地での継続的なデータ蓄積と分析を前提とした中長期的な視点が不

可欠である。 

このような特性を踏まえ、関連省庁やカウンターパート（CP）に対しては、衛星データの利活用が

即時的な成果を生むものではなく、時間をかけて信頼性の高い知見を構築していくプロセスである

ことを丁寧に説明し、理解を得ながら進める必要がある。政策担当者との合意形成においては、期待

値の調整とともに、衛星データの有効性を示す事例や中長期的な活用モデルの提示が有効である。 

また、農牧省等の関連機関がそれぞれ独自にデータを収集している場合、データの分散や重複によ

り活用が非効率となる。このため、関係機関間の連携強化が重要である。今回設立された WG は、こ

うした省庁間の連携を促進するための枠組みとして機能しており、今後はこの WG を軸に、よりオ

ープンで協調的なデータ共有と活用を進める必要がある。関係機関に対しては、衛星データの利活用

が単なる技術導入ではなく、部門横断的な情報連携の促進につながるものであるという認識を共有

することが重要である。 

 

プロジェクトの円滑な進行 

現地では文書による手続きが重視される傾向が強く、WG の開催や関係機関への依頼に際しては、

インビテーションレターや Terms of Reference（ToR）などの公式文書の整備が求められる。これらの

文書は、単なる形式的なものではなく、関係者間の役割や期待を明確にする重要なツールであるため、

事前にテンプレートを準備し、依頼時に適切な説明ができる体制を整えておくことが望ましい。 

さらに、衛星画像の調達に関しては、日本側で取得したデータを海外の CP に展開する際に、利用

許諾や配布制限に関する確認作業が必要となる場合がある。これらの確認には時間を要することが

多いため、プロジェクトの初期段階から衛星画像の調達・配布に関する手続きに着手し、関係機関と

の調整を進めておくことが重要である。 



95 
 

第6章  アクションプラン 

 

第 5 章上位目標達成に向けた提言を受けて、AEP はアクションプランについて JICA コンサルタン

トチームと協議を重ね作成した。アクションプランは、組織力の強化及び技術力の強化についてそれ

ぞれまとめられている。 

 

6.1. 組織力の強化 

 

本プロジェクトで設置された協議体の枠組み、範囲及び活動を改善することにより、宇宙技術の開

発と活用を通じて関係省庁との協力体制を発展させる。 

中南米・カリブ海諸国における宇宙技術・小型衛星開発・運用や衛星データ利活用の拠点となる。 

パラグアイ及び民間セクターとの協力を促進する。海外企業との連携を通じて、国内企業や機関、

学際の宇宙技術力向上を図る。 

 

6.2. 技術力の強化 

 

宇宙システムの開発・運用、衛星データ利活用の修士号・博士号取得のために留学生を日本や欧州

に派遣する。 

GuaraniSat シリーズの実践的な開発及び予算の獲得や国内外の宇宙開発の枠組みを含む活動を計

画する。さらに、GuaraniSat シリーズ計画の実施のみならず、他国の小型衛星開発計画への参加を通

じて、より高頻度に衛星開発機会を設ける。 

衛星データを利用した国内外の共同研究プロジェクトに取り組み、特に防災分野及び農牧分野寄

与する解析データやアプリケーションの提供を行う。 
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6.3. アクションプランに対する定量的評価の案 

 

上記、アクションプランの達成度を測るための定量的評価の案についてまとめた。表 6.3-1.に定量

的評価の案を示す。 

 

表 6.3-1. アクションプランに対する定量的評価（案） 

項目 活動 現状 目標値 
評価時期 

評価方法 

組織力の強化 

関係省庁との連携 共同研究数: 3 件 

 

農牧分野: 1件 

データインフラ開発: 1 件 

官民連携: 1件 

共同研究数: 6 件 

 

農牧分野: 2件 

防災分野: 1件 

データインフラ開発: 1 件 

官民連携: 2件 

本プロジェクト終

了から 3年後 

報告書やアプリケ

ーション、ログ等

による確認 

中南米・カリブ海

諸国における国際

的な宇宙技術拠点 

小型衛星開発に関するコ

ンサルタント業務: 0件 

小型衛星開発に関するコ

ンサルタント業務: 2件 

他国の宇宙庁に対して: 1

件 

大学に対して: 1件 

本プロジェクト終

了から 3年後 

報告書による確認 

衛星データ利活用に関す

るデータ及び技術の共有: 

0 件 

衛星データ利活用に関す

るデータ及び技術の共有: 

2 件 

防災分野: 2件 

本プロジェクト終

了から 3年後 

報告書による確認 

民間連携 民間との共同プロジェク

トに関するMOU 締結数 

MOU: 国内 2 件、海外 1

件 

民間との共同プロジェク

トに関するMOU 締結数 

MOU: 国内 2 件、海外 2

件 

本プロジェクト終

了から 3年後 

報告書、MOU 等

による確認 

技術力の強化 

学位の取得数 小型衛星開発・運用にか

かる修士号及び博士号の

取得者数: 5名 

博士号: 1 名 

修士号: 4 名 

小型衛星開発・運用にか

かる修士号及び博士号の

取得者数: 7名 

博士号: 1 名 

修士号: 6 名 

本プロジェクト終

了から 3年後 

キャリア調査等に

よる確認 

衛星データ利活用にかか

る修士号及び博士号の取

得者数: 1 名 

博士号: 0 名 

修士号: 1 名 

衛星データ利活用にかか

る修士号及び博士号の取

得者数: 4 名 

博士号: 1 名 

修士号: 3 名 

本プロジェクト終

了から 3年後 

キャリア調査等に

よる確認 
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項目 活動 現状 目標値 
評価時期 

評価方法 

GuaraniSat シリー

ズ開発・運用マス

タープラン 

開発完了・開発中の衛星

数: 2 機 

開発完了・開発中の衛星

数: 3 機 

本プロジェクト終

了から 3年後 

開発及び運用の結

果、マスタープラ

ン等による確認 

運用した衛星数: 1 機 運用した衛星数: 2 機 

他国との共同衛星開発プ

ログラム数: 0 件 

他国との共同衛星開発プ

ログラム数: 3 件 

予算獲得を含む衛星計画

数: 0 件 

予算獲得を含む衛星計画

数: 1 件 

 

 

 



 1 

別添 1-1 (Annex 1-1): Results of the Project 
 

List of Dispatch of the Experts 
1 Name/Affiliation Shinsaku Nakamura/Japan Space Systems 

In Charge Chief Expert/Survey and Analysis 
Main Activities • Conduct meetings 

• Evaluate satellite data analysis methods and tools at AEP 
• Make policies for the enhancements based on the evaluation results about AEP facilities 
• Provide training programs for satellite data analysis and applications  
• Conduct Baseline and Endline Survey 
• Compile Reports 

Trips 1st Trip: November 19 – December 9, 2023 
2nd Trip: April 14 – April 29, 2024 
3rd Trip: February 19 – March 2, 2025 
4th Tri: August 30 – September 15, 2025 

2 Name/Affiliation Kei Sato/SASCO CORPORTION 
In Charge Vice-chief/Satellite Data Utilizations for Disaster Management 
Main Activities • Conduct meetings 

• Conduct activities for Output 2 
• Compile Reports 

Trips 1st Trip: November 19 – December 9, 2023 
2nd Trip: April 5 – April 29, 2024 
3rd Trip: January 31 – February 24, 2025 
4th Trip: August 30 – September 16, 2025  

3 Name/Affiliation Yoshinori Kobayashi/Japan Space Forum 
In Charge Planning Satellite Data Utilizations 
Main Activities • Provide training programs on small satellite developments and operations 

• Provide a training program on satellite data utilizations  
• Provide networking opportunities among AEP and Japanese ministries/agencies, 

academia and private companies  
Trips 1st Trip: November 24 – December 9, 2023 

2nd Trip: April 12 – April 29, 2024  
3rd Trip: - 
4th Trip: September 2 – September 16, 2025 

4 Name/Affiliation Atsushi Kimura/PASCO CORPORATION 
In Charge Satellite Data Utilizations for Agriculture-livestock A 
Main Activities • Conduct activities for Output 3 

• Conduct and manage schedule for Pilot Project for Agriculture-livestock 
Trips 1st Trip: November 19 – December 9, 2023  

2nd Trip: - 
3rd Trip: - 
4th Trip: September 6 – September 17, 2025 

5 Name/Affiliation Akie Koga /PASCO CORPORATION 
In Charge Satellite Data Utilizations for Agriculture-livestock B 
Main Activities • Conduct activities for Output 3 

• Support smooth operation of Pilot Project for Agriculture-livestock 
Trips 1st Trip: - 

2nd Trip: April 5 – April 19, 2024  
3rd Trip: February 5 – February 24, 2025  
4th Trip: September 4 – September 17, 2025  

 
List of Counterpart 

1 Name/Affiliation Osvaldo Almirón/President of AEP 
In Charge Project Director 

2 Name/Affiliation Alejandro Roman/Director of GEOLab, AEP 
In Charge Project Manager 

3 Name/Affiliation Adolfo Jara/Director of SPACELab, AEP 
In Charge Capacity Building for Small Satellite Developments  

4 Name/Affiliation Anibal Mendoza/ SPACEPab, AEP 
In Charge Technical Member for Small Satellite Developments and Operations 

5 Name/Affiliation Esteban Fretes/ SPACEPab, AEP 
In Charge Technical Member for Small Satellite Developments and Operations 

6 Name/Affiliation Luis Miranda/ SPACEPab, AEP 
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In Charge Technical Member for Small Satellite Developments and Operations 
7 Name/Affiliation Javier / SPACEPab, AEP 

In Charge Technical Member for Small Satellite Developments and Operations 
8 Name/Affiliation Thanya Idoyaga/Member of GEOLab, AEP 

In Charge Technical Member for Satellite Data Utilizations 
9 Name/Affiliation Rodrigo / Member of GEOLab, AEP 

In Charge Technical Member for Satellite Data Utilizations 
10 Name/Affiliation Rebeca / Member of GEOLab, AEP 

In Charge Technical Member for Satellite Data Utilizations 
11 Name/Affiliation Veronica / Member of GEOLab, AEP 

In Charge Technical Member for Satellite Data Utilizations 
12 Name/Affiliation Junior Sosa/ Member of GEOLab, AEP 

In Charge Technical Member for Satellite Data Utilizations 
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List of Training Programs 
# Name Period # of Trainees Location 
1 KCCP (Downstream) August 19 – September 18, 

2024 
7  

(6 from AEP 
and 1 from 
SENAVE) 

Tokyo, 
Shizuoka,  

Gifu, 
Makinohara & 

Hokkaido 
2 KCCP (Upstream) (1st Batch) October 4, 2024 – March 28, 

2025 
1 from AEP Kyutech 

3 KCCP (Upstream) (2nd Batch) April 3 – May 30, 2025 2 from AEP Kyutech 
4 Online Training (Flood 

Simulation) (1st Batch) 
November 6 – December 13, 

2024 
38 from 

AEP, DMH, 
INE, MOPC, 

UNA, & 
UCA 

Online 

5 Online Training (Flood 
Simulation) (1st Batch) 

June 24 – August 25, 2025 10 Online 

5 Online Training (Crop 
Monitoring) 

July 15 – July 30, 2025 24 from 
AEP, MAG 
& SENAVE 

Online 

 



2.1
Date: September 12, 2025

Project Title:  Project for Management of Space Programs applied to the Socioeconomic Development

Equipment

Training in Japan

In-country/Third country Training

別添1-2 (Annex 1-2): Plan of Operation

Upstream
Plan

Actual

Expert
1. Short-term experts (Satellite development / 
testing)

Plan 

2. Short-term experts (Data utilization 
planning) Actual

Computing resource

Satellite data

Downstream

N/A

      Plan of Operation (PO)

Monitoring

Remarks Issue  Solution
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

Inputs 
Year FY 2023 FY 2024 FY 2025

Ⅳ Ⅰ

Actual
Plan 

3. Short-term experts (Data utilization in 
disaster risk reduction)

Plan 
Actual

4. Short-term experts (Data utilization in 
agriculture and livestock sector)

Actual

Actual
Plan 

Plan 

Plan 
Actual

Plan 
Actual

Plan 
Actual



Activities
Sub-Activities Japan GOPⅠ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ ⅢⅡ

AEP

KCCP including 
GuaraniSat-2 EM Test 

was designed and 
conducted between 

September 2024 and 
May 2025.

JICA

Plan 

Actual

1-2: Develop enhancement plan based on a 
diagnosis of GEOLab, AEP.

Plan 

Actual

1-3: Provide 6-month hands-on training in 
satellite development, including testing EM of 
Guaranisat-2 at Kyutech between October 
2024 and May 2025. 

Plan 

1-5. Liaison between AEP and Japanese 
govermental institutions, universities, and 
private companies.

Actual

1-1: Conduct an evaluation of AEP's existing 
technical methods and tools and make 
recommendations for future planning. 

1-4. Provide training in satellite data and 
other processing and applications.

Plan 

Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

Year 1st Year 2nd Year 3rd Year

Baseline Survey 
and Endline 
Survey were 

operated and the 
reports were 
submitted. 

JICA

KCCP was 
designed and 
conducted in 

between Aug and 
Sept 2024. 

AEP

KCCP was designed 
and conducted in 
between Aug and 
Sept 2024. Also, 

online trainig 
programs for satellite 
data analysis were 

provided. 

AEP

Plan 

Actual

Output1: Human resources and infrastructure for AEP upstream and downstream will be strengthened.

Achievements Issue & 
Countermeasures

Responsible Organization

JICA AEP

JICA

JICA AEP

Actual

Workshop was held 
for developing space 

business network 
between Japan and 

Paraguay in 
September 2025. 



2-6. Implement pilot projects with Working 
Group and existing agreements with 
academia and other governmental and non-
governmental organizations.

Plan 

JICA AEP
The flood hazard map 

and manual were created 
and discussed within WG 
members for utilization.

Actual

Output2: AEP and related agencies implement pilot projects to improve capacity for analyzing disaster 
risk,and preventing and responding to natural disasters.

Online training was 
delivered, including 

agencies represented in 
the WG.

2-5. Train personnel in the use of tools, 
methods, and techniques for disaster risk 
reduction.

Plan 

Actual

2-1: Set up working groups consisting of AEP 
and related organizations to identify issues 
and implement pilot projects.

2-2: Identify issues where space-related 
technologies can be effectively applied in the 
field of disaster risk reduction.

2-3. Determine scope for applying space-
related technologies to the issues  and design 
pilot projects.

2-4. Develop plan and procure equipment 
(hardware and software) for satellite imagery 
and data collecting/processing.

Actual

Plan 

Actual

Plan 

2-7. Publish results of pilot projects locally 
and internationally. Actual

JICA AEP

JICA AEP
The pilot project was 

designed to creation of 
flood hazard map as 

scope.

JICA AEP
The pilot project result 

was explained at 
workshop, and the 

manual was published.

Identified the lack of 
flood hazard maps. 

Satellite-based DEMs 
and hydraulic modeling 

were selected as the key 
technologies to address 

this issue.

iRIC was selected to 
creation of flood hazard 
map, and required data 

was collected.

JICA AEP

JICA AEP

Plan 

Actual

Plan 

WG was established on 
April, 2024.

Actual

Plan 

JICA AEP



AEP

Plan 

3-1: Set up working groups consisting of AEP 
and related organizations to identify issues 
and implement pilot projects.

3-2: Identify issues where space-related 
technologies can be effectively applied in the  
agriculture and livestock sector.

3-3. Determine scope for applying space-
related technologies to the issues  and 
Design pilot projects. 

3-4. Develop plan and procure equipment 
(hardware and software) for satellite imagery 
and data collecting/processing. 

3-5. Train personnel in the use of tools, 
methods, and techniques to improve 
productivity and quality in agriculture and 
livestock sector.

Plan 

Actual

Plan 

Actual

Plan 

Actual

3-6. Implement pilot projects with Working 
Group and existing agreements with 
academia and other governmental and non-
governmental organizations. 

Actual

JICA AEP

Online training on 
application of satllite 

derived data was 
delivered, including 

agencies represented in 
the WG.

JICA AEP
The pilot project result 

was explained at 
workshop, and the 

manual was published.

The pilot project and 
subsequent post-

operational activities 
were successfully 

implemented, yielding 
multiple outcomes 
including growth 
monitoring maps.

JICA

Output3: AEP and related agencies implement pilot projects to improve capacity for management of 
agriculture and livestock  information related to productivity and quality of products. 

WG was established on 
April, 2024.

AEP

A pilot project was 
designed with a focus on 
developing a method for 
wide-area monitoring of 

soybean growth 
combined with data 

collected in field-survey.

Plan 

Actual

Plan 

JICA AEP

3-7. Publish results of pilot projects locally 
and internationally.

Plan 

Actual

Actual

Identified that wide-range 
monitoring is a critical 

theme, that can 
contribute to both labor 
reduction and improved 

risk management.

JICA

JICA AEP

In addition to open 
source data, the plan of 

procuring commercial 
satellite imagery that 

would contribute to long-
term knowledge 

accumulation was 
developed.

JICA AEP



Monitoring Sheet will be 
submitted in the late of March 

Monitoring

Joint Coordinating Committee Plan 
Actual

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅱ Ⅲ

2nd Year

Submission of Monitoring Sheet Plan 
Actual

Monitoring Mission from Japan Plan 

Actual

Duration / Phasing Plan 
Actual

Monitoring Plan

Plan 
Actual

Operation of Project web page Plan 
Actual
Plan 

Actual

Actual
Plan 

Plan 
Actual

Plan 
Actual

Reports/Documents

Project Completion Report

Development Plan of training and Infrastructure for Pilot 
Projects

Public Relations

Joint Monitoring

Post Monitoring 

Plan 
Actual

Year
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅳ

3rd Year1st Year
Ⅰ

Draft of PCR will be submitted 
in June 2025. 

Final JCC Meeting will be held 
in September 2025. 

Issue Solution

Plan of Pilot Projects

Remarks



 1 

別添 2 (Annex 2): List of Products 
 
 

List of Products 
# Product Submission Date Notice 
1 Inception Report（業務計画書） November 22, 2023 In Japanese 
2 Work Plan April 4, 2024 In English 

Confirmation 
delayed due to 
fixing activities of 
KCCP for 
Upstream 

3 Progress Report (ver. 1) February 20, 2024 In English 
4 Progress Report (ver. 2) September 30, 2024 In English 
5 Progress Report (ver. 3) March 13, 2025 In English 
6 Project Completion Report September 26, 2025 In English 
7 MANUAL METEDOLóGICO DE 

MANEJO DE DESASTRES 
(Methodological Manual of Disaster 
Management) 

September 12, 2025  In Spanish 

8 MANUAL METEDOLóGICO DE 
MONITOREO AGRICOLA 
(Methodological Manual of 
Agricultural Monitoring) 

September 12, 2025 In Spanish 

9 Report of Baseline Survey March 29, 2024 In English 
10 EVALUATION REPORT (Report of 

Endline Survey) 
June 30, 2025 In English 

 
 



Project Title: Project for Management of Space Programs applied to the Socioeconomic Development
Implementing Agency: Paraguayan Space Agency
Target Group: Pesonnel of AEP and related institutions(AEP)
Period of Project: September 2023 - August 2025 (2 years)
Project Site: Asuncion

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumption Achievement Remarks

1. # of projects utilizing space related technology in 
public and private sector
2. # of public data based on geospatial information
3. # of users of data provided

- Government Statistics
- Report from AEP and/or other 
institutions

Mechanism of data provision for 
governmental statistics or 
decision-making process is well 
established.

The ability to utilize space-related 
technologies in Paraguay is strengthened and 
geospatially informed decision-making is 
promoted.

1. # of interagency projects in which AEP was 
involved
2. # of value-added products based on satellite data 
by AEP 

Government Statistics, Project 
Report

1-1. # of trained persons considering gender 
balance

Project Report

1-2. #  of seminars and workshops Project Report
1-3. satisfaction of seminars and workshops Project Report
Same as 1-1, 1-2, 1-3 Project Report
# of PoC, # of practical plans from activity, # of 
papers and reports related to activity

Project Report

Same as 1-1, 1-2, 1-3 Project Report
# of PoC, # of practical plans from activity, # of 
papers and reports related to activity

Project Report

Activities Important Assumption
The Japanese Side The Paraguay Side

1-1: Conduct an evaluation of AEP's existing 
technical methods and tools and make 
recommendations for future planning

1-2: Develop enhancement plan based on a 
diagnosis of the infrastructure available in the 
AEP.

Pre-Conditions

1-3: Provide training in satellite development 
and operations.
1-4. Provide training in satellite data and other 
processing and applications.
1-5. Liaison between AEP and Japanese 
govermental institutions, universities, and 
private companies.

2-1: Set up working groups consisting of AEP 
and related organizations to identify issues 
and implement pilot projects.

2-2: Identify issues where space-related 
technologies can be effectively applied in the 
field of disaster risk reduction

2-3. Determine scope for applying space-
related technologies to the issues  and Design 
pilot projects

2-4. Develop plan and procure equipments 
(hardware and software) for satellite imagery 
and data processing

2-5. Train personnel in the use of tools, 
methods, and techniques for disaster risk 
reduction.

2-6. Implement pilot projects with existing 
agreements with academia and other 
governmental and non-governmental 
organizations

2-7. Publish results of pilot projects locally and 
internationally.
3-1: Set up working groups consisting of AEP 
and related organizations to identify issues 
and implement pilot projects.

3-2: Identify issues where space-related 
technologies can be effectively applied in the  
agriculture and livestock sector.

3-3. Determine scope for applying space-
related technologies to the issues  and Design 
pilot projects

3-4. Develop plan and procure equipments 
(hardware and software) for satellite imagery 
and data processing

3-5. Train personnel in the use of tools, 
methods, and techniques to improve 
productivity and quality in agriculture and 
livestock sector.

3-6. Implement pilot projects with existing 
agreements with academia and other 
governmental and non-governmental 
organizations

3-7. Publish results of pilot projects locally and 
internationally.

Inputs

- Short-term experts (Data utilization plannning, 
Satellite development/testing, Data utilization in 
disaster risk reduction/agriculture and livestock 
sector) 

- Training for Counterpart Personnel in Japan

- Local cost for the activities

- Allocation of counterpart personel  

- Coordination among ministries 
and organizations

- Arrangements between projects 
with other development partners, 
etc.

- Arrangements for providing 
necessary data

- Office space for Japanese 
professionals

- Local costs (maintenance costs 
for existing equipment not covered 
by JICA support, meeting 
preparation costs, operating costs 
required for the project, etc.) 

Project Purpose  (realises at the end of the project)

Outputs (Key components of the project)
Output1: Human resources and infrastructure 
for AEP upstream and downstream will be 
strengthened.

- Counterpart personnel is 
continuously secured properly

- Other institutions, such as 
government and universities 
accept involvement of pilot 
projets.

Output2: AEP and related agencies implement 
pilot projects to improve capacity for analyzing 
disaster risk,and preventing and responding 
to natural disasters.Output3: AEP and related agencies implement 
pilot projects to improve capacity for 
management of agriculture and livestock  
information related to productivity and quality 

Contribute to the development of national 
skills in the space sector and strengthen the 
country's social, economic, scientific and 
technological development

別添3-1 (Annex 3-1): PDM ver. 1.0

Project Design Matrix (Draft)

Ver. 1.0
Dated May 26, 2023

Overall Goal (realises 3 years after project)



Project Title: Project for Management of Space Programs applied to the Socioeconomic Development
Implementing Agency: Paraguayan Space Agency
Target Group: Pesonnel of AEP and related institutions(AEP)
Period of Project: October 2023 - September 2025 (2 years)
Project Site: Asuncion

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumption Achievement Remarks

1. # of projects utilizing space related technology in 
public and private sector
2. # of public data based on geospatial information
3. # of users of data provided

- Government Statistics
- Report from AEP and/or other 
institutions

Mechanism of data provision for 
governmental statistics or 
decision-making process is well 
established.

The ability to utilize space-related 
technologies in Paraguay is strengthened and 
geospatially informed decision-making is 
promoted.

1. # of interagency projects in which AEP was 
involved
2. # of value-added satellite data products in and 
beside pilot projects by GEOLab, AEP 
3. # of Paraguayan staff have training programs in 
Japan and Paraguay

Government Statistics, Project 
Report

1-1. # of trained persons considering gender 
balance

Project Report

1-2. #  of seminars and workshops Project Report
1-3. satisfaction of seminars and workshops Project Report
Same as 1-1, 1-2, 1-3 Project Report
# of PoC, # of practical plans from activity, # of 
papers and reports related to activity

Project Report

Same as 1-1, 1-2, 1-3 Project Report
# of PoC, # of practical plans from activity, # of 
papers and reports related to activity

Project Report

Activities Important Assumption
The Japanese Side The Paraguay Side

1-1: Conduct an evaluation of AEP's existing 
technical methods and tools and make 
recommendations for future planning. 

1-2: Develop enhancement plan based on a 
diagnosis of GEOLab, AEP.

Pre-Conditions

1-3: Provide hands-on training in satellite 
development, especially testing EM of 
Guaranisat-2 (Plan A: enhancing facility and 
having tests at SPACELab, or Plan B: sending 
2-staff and having tests at Kyutech). 

1-4. Provide training in satellite data and other 
processing and applications.
1-5. Liaison between AEP and Japanese 
govermental institutions, universities, and 
private companies.

2-1: Set up working groups consisting of AEP 
and related organizations to identify issues 
and implement pilot projects.

2-2: Identify issues where space-related 
technologies can be effectively applied in the 
field of disaster risk reduction.

2-3. Determine scope for applying space-
related technologies to the issues  and design 
pilot projects.

2-4. Develop plan and procure equipment 
(hardware and software) for satellite imagery 
and data collecting/processing.

2-5. Train personnel in the use of tools, 
methods, and techniques for disaster risk 
reduction.

2-6. Implement pilot projects with Working 
Group and existing agreements with 
academia and other governmental and non-
governmental organizations.

2-7. Publish results of pilot projects locally and 
internationally.
3-1: Set up working groups consisting of AEP 
and related organizations to identify issues 
and implement pilot projects.

3-2: Identify issues where space-related 
technologies can be effectively applied in the  
agriculture and livestock sector.

3-3. Determine scope for applying space-
related technologies to the issues  and Design 
pilot projects. 

3-4. Develop plan and procure equipment 
(hardware and software) for satellite imagery 
and data collecting/processing. 

3-5. Train personnel in the use of tools, 
methods, and techniques to improve 
productivity and quality in agriculture and 
livestock sector.

3-6. Implement pilot projects with Working 
Group and existing agreements with 
academia and other governmental and non-
governmental organizations. 

3-7. Publish results of pilot projects locally and 
internationally.

Inputs

- Short-term experts (Data utilization plannning, 
Satellite development/testing, Data utilization in 
disaster risk reduction/agriculture and livestock 
sector) 

- Training for Counterpart Personnel in Japan

- Local cost for the activities

- Allocation of counterpart personel  

- Coordination among ministries 
and organizations

- Arrangements between projects 
with other development partners, 
etc.

- Arrangements for providing 
necessary data

- Office space for Japanese 
professionals

- Local costs (maintenance costs 
for existing equipment not covered 
by JICA support, meeting 
preparation costs, operating costs 
required for the project, etc.) 

Project Purpose  (realises at the end of the project)

Outputs (Key components of the project)
Output1: Human resources and infrastructure 
for AEP upstream and downstream will be 
strengthened.

- Counterpart personnel is 
continuously secured properly

- Other institutions, such as 
government and universities 
accept involvement of pilot 
projets.

Output2: AEP and related agencies implement 
pilot projects to improve capacity for analyzing 
disaster risk,and preventing and responding 
to natural disasters.Output3: AEP and related agencies implement 
pilot projects to improve capacity for 
management of agriculture and livestock  
information related to productivity and quality 

Contribute to the development of national 
skills in the space sector and strengthen the 
country's social, economic, scientific and 
technological development

別添3-2 (Annex 3-2): PDM ver. 1.5

Project Design Matrix (PDM)

1.5
Dated: December 5, 2023

Overall Goal (realises 3 years after project)



Project Title: Project for Management of Space Programs applied to the Socioeconomic Development
Implementing Agency: Paraguayan Space Agency
Target Group: Pesonnel of AEP and related institutions(AEP)
Period of Project: October 2023 - September 2025 (2 years)
Project Site: Asuncion

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumption Achievement Remarks

1. # of projects utilizing space related technology in 
public and private sector
2. # of public data based on geospatial information
3. # of users of data provided

- Government Statistics
- Report from AEP and/or other 
institutions

Mechanism of data provision for 
governmental statistics or 
decision-making process is well 
established.

The ability to utilize space-related 
technologies in Paraguay is strengthened and 
geospatially informed decision-making is 
promoted.

1. # of interagency projects in which AEP was 
involved
2. # of value-added satellite data products in and 
beside pilot projects by GEOLab, AEP 
3. # of Paraguayan staff have training programs in 
Japan and Paraguay

Government Statistics, Project 
Report

1-1. # of trained persons considering gender 
balance

Project Report

1-2. #  of seminars and workshops Project Report
1-3. satisfaction of seminars and workshops Project Report
Same as 1-1, 1-2, 1-3 Project Report
# of PoC, # of practical plans from activity, # of 
papers and reports related to activity

Project Report

Same as 1-1, 1-2, 1-3 Project Report
# of PoC, # of practical plans from activity, # of 
papers and reports related to activity

Project Report

Activities Important Assumption
The Japanese Side The Paraguay Side

1-1: Conduct an evaluation of AEP's existing 
technical methods and tools and make 
recommendations for future planning. 

1-2: Develop enhancement plan based on a 
diagnosis of GEOLab, AEP.

Pre-Conditions

1-3: Provide 6-month hands-on training in 
satellite development, including testing EM of 
Guaranisat-2 at Kyutech between October 
2024 and March 2025. 

1-4. Provide training in satellite data and other 
processing and applications.
1-5. Liaison between AEP and Japanese 
govermental institutions, universities, and 
private companies.

2-1: Set up working groups consisting of AEP 
and related organizations to identify issues 
and implement pilot projects.

2-2: Identify issues where space-related 
technologies can be effectively applied in the 
field of disaster risk reduction.

2-3. Determine scope for applying space-
related technologies to the issues  and design 
pilot projects.

2-4. Develop plan and procure equipment 
(hardware and software) for satellite imagery 
and data collecting/processing.

2-5. Train personnel in the use of tools, 
methods, and techniques for disaster risk 
reduction.

2-6. Implement pilot projects with Working 
Group and existing agreements with 
academia and other governmental and non-
governmental organizations.

2-7. Publish results of pilot projects locally and 
internationally.
3-1: Set up working groups consisting of AEP 
and related organizations to identify issues 
and implement pilot projects.

3-2: Identify issues where space-related 
technologies can be effectively applied in the  
agriculture and livestock sector.

3-3. Determine scope for applying space-
related technologies to the issues  and Design 
pilot projects. 

3-4. Develop plan and procure equipment 
(hardware and software) for satellite imagery 
and data collecting/processing. 

3-5. Train personnel in the use of tools, 
methods, and techniques to improve 
productivity and quality in agriculture and 
livestock sector.

3-6. Implement pilot projects with Working 
Group and existing agreements with 
academia and other governmental and non-
governmental organizations. 

3-7. Publish results of pilot projects locally and 
internationally.

Contribute to the development of national 
skills in the space sector and strengthen the 
country's social, economic, scientific and 
technological development

別添3-3 (Annex 3-3): PDM ver. 2.0

Project Design Matrix (PDM)

2.0
Dated: April 25, 2024

Overall Goal (realises 3 years after project)

Project Purpose  (realises at the end of the project)

Outputs (Key components of the project)
Output1: Human resources and infrastructure 
for AEP upstream and downstream will be 
strengthened.

- Counterpart personnel is 
continuously secured properly

- Other institutions, such as 
government and universities 
accept involvement of pilot 
projets.

Output2: AEP and related agencies implement 
pilot projects to improve capacity for analyzing 
disaster risk,and preventing and responding 
to natural disasters.Output3: AEP and related agencies implement 
pilot projects to improve capacity for 
management of agriculture and livestock  
information related to productivity and quality 

Inputs

- Short-term experts (Data utilization plannning, 
Satellite development/testing, Data utilization in 
disaster risk reduction/agriculture and livestock 
sector) 

- Training for Counterpart Personnel in Japan

- Local cost for the activities

- Allocation of counterpart personel  

- Coordination among ministries 
and organizations

- Arrangements between projects 
with other development partners, 
etc.

- Arrangements for providing 
necessary data

- Office space for Japanese 
professionals

- Local costs (maintenance costs 
for existing equipment not covered 
by JICA support, meeting 
preparation costs, operating costs 
required for the project, etc.) 



Annex 3-4 (ver. 2.1)

Project Title: Project for Management of Space Programs applied to the Socioeconomic Development
Implementing Agency: Paraguayan Space Agency
Target Group: Pesonnel of AEP and related institutions(AEP)
Period of Project: October 2023 - September 2025 (2 years)
Project Site: Asuncion

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumption Achievement Remarks

1. # of projects utilizing space related technology in 
public and private sector
2. # of public data based on geospatial information
3. # of users of data provided

- Government Statistics
- Report from AEP and/or other 
institutions

Mechanism of data provision for 
governmental statistics or 
decision-making process is well 
established.

The ability to utilize space-related 
technologies in Paraguay is strengthened and 
geospatially informed decision-making is 
promoted.

1. # of interagency projects in which AEP was 
involved
2. # of value-added satellite data products in and 
beside pilot projects by GEOLab, AEP 
3. # of Paraguayan staff have training programs in 
Japan and Paraguay

Government Statistics, Project 
Report

1-1. # of trained persons considering gender 
balance

Project Report

1-2. #  of seminars and workshops Project Report

1-3. satisfaction of seminars and workshops Project Report

Same as 1-1, 1-2, 1-3 Project Report

# of PoC, # of practical plans from activity, # of 
papers and reports related to activity

Project Report

Same as 1-1, 1-2, 1-3 Project Report
# of PoC, # of practical plans from activity, # of 
papers and reports related to activity

Project Report

Activities Important Assumption
The Japanese Side The Paraguay Side

1-1: Conduct an evaluation of AEP's existing 
technical methods and tools and make 
recommendations for future planning. 

1-2: Develop enhancement plan based on a 
diagnosis of GEOLab, AEP.

Pre-Conditions

1-3: Provide 6-month hands-on training in 
satellite development, including testing EM of 
Guaranisat-2 at Kyutech between October 
2024 and May 2025. 

1-4. Provide training in satellite data and other 
processing and applications.

1-5. Liaison between AEP and Japanese 
govermental institutions, universities, and 
private companies.

2-1: Set up working groups consisting of AEP 
and related organizations to identify issues 
and implement pilot projects.

2-2: Identify issues where space-related 
technologies can be effectively applied in the 
field of disaster risk reduction.
2-3. Determine scope for applying space-
related technologies to the issues  and design 
pilot projects.

2-4. Develop plan and procure equipment 
(hardware and software) for satellite imagery 
and data collecting/processing.

2-5. Train personnel in the use of tools, 
methods, and techniques for disaster risk 
reduction.

2-6. Implement pilot projects with Working 
Group and existing agreements with 
academia and other governmental and non-
governmental organizations.
2-7. Publish results of pilot projects locally and 
internationally.

3-1: Set up working groups consisting of AEP 
and related organizations to identify issues 
and implement pilot projects.

3-2: Identify issues where space-related 
technologies can be effectively applied in the  
agriculture and livestock sector.

3-3. Determine scope for applying space-
related technologies to the issues  and Design 
pilot projects. 

3-4. Develop plan and procure equipment 
(hardware and software) for satellite imagery 
and data collecting/processing. 

3-5. Train personnel in the use of tools, 
methods, and techniques to improve 
productivity and quality in agriculture and 
livestock sector.

3-6. Implement pilot projects with Working 
Group and existing agreements with 
academia and other governmental and non-
governmental organizations. 
3-7. Publish results of pilot projects locally and 
internationally.

Output1: Human resources and infrastructure 
for AEP upstream and downstream will be 
strengthened.

Output 1: 
All KCCPs were 
conducted, and Space 
Strategic Plan was 
designed. 

Output 2: 
Created Flood Hazard 
Map and released 
Manual

Output 3: 
Soybean growth 
monitoring were 
conducted with creation 
of maps, and released 
Manual 

None

AEP Colleagues and 
JICA Consultant 
achieved the Project 
Purpose through all 
Outputs and Activities. 

None

Output2: AEP and related agencies implement 
pilot projects to improve capacity for analyzing 
disaster risk,and preventing and responding 
to natural disasters.

Output3: AEP and related agencies implement 
pilot projects to improve capacity for 
management of agriculture and livestock  
information related to productivity and quality 
of products. 

別添3-4 (Annex 3-4): PDM ver. 2.1

Inputs

- Short-term experts (Data utilization plannning, 
Satellite development/testing, Data utilization in 
disaster risk reduction/agriculture and livestock 
sector) 

- Training for Counterpart Personnel in Japan

- Local cost for the activities

- Allocation of counterpart personel  

- Coordination among ministries 
and organizations

- Arrangements between projects 
with other development partners, 
etc.

- Arrangements for providing 
necessary data

- Office space for Japanese 
professionals

- Local costs (maintenance costs 
for existing equipment not covered 
by JICA support, meeting 
preparation costs, operating costs 
required for the project, etc.) 

Project Design Matrix (PDM)

2.1
Dated: September 12, 2025

Overall Goal (realises 3 years after project)
Contribute to the development of national 
skills in the space sector and strengthen the 
country's social, economic, scientific and 
technological development

Project Purpose  (realises at the end of the project)

Outputs (Key components of the project)
- Counterpart personnel is 
continuously secured properly

- Other institutions, such as 
government and universities 
accept involvement of pilot 
projets.

Action Plan was 
established based on 
the results of the 
Project. 

Action Plan 
was 
established 
at the Final 
JCC 
Meeting.


































































































































































































































